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2                                     第１章 緒 言        

1.1 本研究の背景 

1.1.1 ポリマの分類 

ポリマはモノマの重合反応により生成し[補足 A.1]，その製品は我々の生活の利便性に大きく貢献して

いる．コップや皿などの食器類，家電製品の筐体や椅子などのオフィス用品の部品，さらには十分な強

度と耐久性も要求される航空機や自動車の部品などにも利用されている．これらの製品には，金属に比

べて比重が低く，かつ複雑な形状に成型できることに加え，常温において適度な強度を有する素材であ

るポリマの特徴[補足 A.2]が活かされている． 

ポリマ製品に用いられる材料は多岐にわたり．種々のポリマがその特徴を活かして利用されている．

ポリマは，加熱によって鎖状分子の重合体が流動して軟化する熱可塑性ポリマ[補足 A.3]と加熱すると化

学架橋して生じる高分子の網目構造の形成により硬化する熱硬化性ポリマ[補足 A.4]とに大別される．熱

可塑性ポリマは，分子構造に着目すれば結晶性ポリマと非晶性ポリマに分類できる．結晶性ポリマの例

としてポリプロピレン(PP)，ポリアミド(PA)，ポリエチレン(PE)などが，非晶性ポリマの例としてポリス

チレン(PS)，ポリカーボネート(PC)，ポリメタクリル酸メチル(PMMA)などが，熱硬化性ポリマの例とし

てフェノール樹脂，エポキシ樹脂などが挙げられる． 

 結晶性ポリマは，溶融状態からの徐冷により球晶を形成し，球晶には分子鎖が折りたたまれた大き

   Fig. 1.1. Schematic deformation and nominal stress- nominal strain curve of crystalline polymer(1.2) 
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さ 10 nm 程度のラメラ状の結晶質部分と分子鎖がランダムコイル状になった非晶質部分とが混在する

(1.1)．一方で，非晶性ポリマには結晶領域が存在しない．結晶性ポリマの多くは，ガラス転移点が常温よ

り低いために常温において十分な延性を有することから，工業部品用素材として広く利用されている．

例えば，PA66 は自動車のシリンダーヘッドカバー，ドアミラーステイおよびルーフレールなどに，PP

はバンパーフェースやドアライニング等に利用されている．本論文では，結晶性ポリマの中で，ガラス

転移点が常温よりも十分低い PP を対象とする．なお，工業的に最も多く用いられているアイソタクチ

ックポリプロピレン(iPP)に主眼をおきつつ，一般に入手可能なポリマ製品の中で PP 系ポリマとして一

般に知られている広い範囲の PP[補足 A.5]を，本論文では対象とする． 

 

1.1.2 ポリマの変形と破壊 

 結晶性ポリマの巨視的変形の特徴は，単軸引張試験における試験片の変形履歴により示すことができ

る．無配向結晶性ポリマの公称応力-公称ひずみ曲線の例を，各変形段階における試験片の形状とあわせ

て図 1.1 に示す(1.2)．初期降伏点で形成された試験片中央におけるくびれ部分では，分子鎖の配向のため

変形が起こりにくくなる．このため，ポリマの単軸引張試験ではくびれが伝ぱしつつ試験片の伸張が継

続する． 

 くびれはせん断帯をともなうといわれている．せん断帯とは，引張方向にある角度を保って板厚方向

にひずみが集中した線状の変形帯のことであり，ひずみの局所化とも呼ばれる．ポリマの引張では，く

びれの安定伝ぱにともない，せん断帯は徐々に局所化の程度を弱めるといわれている．ただし，せん断

帯は高々板厚程度の幅の帯領域に入る板厚方向の局所ひずみ帯なので，薄板の引張りにおいてはせん断

帯に沿って破断する[補足 A.6]． 

 このようなポリマの挙動は，いったんくびれが形成されるとその後の変形はくびれ部分に限定される

延性金属で認められる現象とは対照的である．なお，焼鈍された軟鋼の引張試験において材料表面で観

察されるリューダース帯は降伏時に現れるものであり，せん断帯とは区別されている．さらに，金属の

引張試験において応力-ひずみ曲線にひずみ速度依存性が現れるのは，ひずみ速度 1 s-1程度以上(1.3)の高

速変形時あるいは再結晶温度以上の温度範囲に限られるが[補足 A.7]，ポリマは室温においても，しかも

ひずみ速度 10-4 s-1程度の極めて低速変形時でもひずみ速度依存性が認められる．例として，エチレンプ

ロピレンラバー(EPR)を 5 %内添したブロック PP を用いた単軸引張試験を 3 水準の速度で実施した場合

の応力-ひずみ曲線(1.4)を図 1.2 に示す． 

 結晶性ポリマの変形および破断の微視的機構は，分子鎖の挙動で概ね説明できる(1.2)．弾性変形におい

ては，分子鎖が安定した配置から負荷応力の方向に伸びる．続いて生じる塑性変形においては，非晶領

域の分子鎖が互いに滑ったり結晶領域のラメラ内の折りたたみ分子鎖が回転するなどして引張方向に次

第に整列し，これらがその後ラメラの分離をともなって引張方向により強く配向していく．分子鎖の配

向により強化された領域では後続する変形が起こりにくくなるため，巨視的には初期降伏直後に形成さ

れたくびれが安定的に伝ぱする．この変形過程において発生するのが，ボイドとフィブリルで構成され

るクレーズ(1.5) (1.6) (1.7) である． 
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クレーズはポリマ特有の微視的損傷であり，その内部に存在する分子鎖の束であるフィブリル(1.8)によ

り応力を支えることができるという点で，金属の延性破壊の際に形成されるマイクロボイドとは異なる．

クレーズに作用する応力が十分大きくなり，フィブリルが切断(1.9)されると分子鎖が疎な領域であるクレ

ーズ中のマイクロボイドの結合が始まる．フィブリルの切断が隣接するクレーズで連続的に生じるとク

ラックに発展し，さらに応力が作用し続ければポリマは最終的に破壊する． 

  クレーズに関する実験・観察を通じた研究は 30 年以上も続いており(1.10)，多くの実験的事実が明らか

になっている．特に，き裂先端におけるクレーズは，多くの研究者により観察されている(1.11～20)．また，

クレーズは塑性変形の進行とともに生じること(1.21)，クレーズの生成は繰り返し負荷後の疲労破壊(1.22)に

おいても認められること，圧延によりクレーズ発生が少なくなること(1.23)，分子鎖配向領域ではクレー

ズの成長が停止すること(1.8)，2 軸応力状態でクレーズが交差すると著しくボイド率が大きくなりフィブ

リルの破断を早める(1.24)ことなど，各研究者がそれぞれの視点で観察事実を報告している．また，き裂

先端におけるクレーズ領域が時間とともに徐々に進展する現象が破壊力学的表現で記述(1.25)されるなど，

観察事実を現象論的に数式で表現することも試みられており，さら計算機能力の向上にともない，分子

動力学(1.10)によるクレーズ進展シミュレーションも行われるようになっている．しかしながら，クレー

ズ分布の可視化およびクレーズ密度の定量化に関しては，現時点ではほとんど報告されていない． 

ところで，近年においては適切にクレーズ生成を制御することにより，ほとんど強度を低下させるこ

となく光学的異方性あるいは多孔性高分子素材の性質を有するフィルム(1.26～28)が作られており，クレー

ズの積極的利用もある． 

 

1.1.3 ポリマ製品の設計における CAE の利用 

 1.1.1 項で述べたように．近年では工業部品にポリマが幅広く用いられている．自動車ではポリマの使

用比率が重量比で 10%程度という調査結果(1.29)もあり，しかも燃費向上の要請から更なる軽量化が求め

られているので，自動車におけるポリマ製品は増加傾向にある．自動車の設計においては耐衝撃性能や

空気力学性能，エンジンルーム内の熱流動性(1.30)・振動性能などが計算機シミュレーションによって評

Fig. 1.2. Nominal stress versus nominal strain curves with strain rate dependency(1.4) 
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価され，シミュレーション結果が設計に活かされている．コンピュータを利用した設計は CAE と呼ば

れ，試作数および実験回数の削減にともなう開発期間の短縮(1.31)ならびにコスト低減に大きく貢献して

いる． 

 このような状況下で，耐衝撃性を計算機シミュレーションによって予測することは，自動車のシャー

シやボディーのような金属部品と同様に，非金属製品を設計する際にも必須になりつつある．例えば衝

突安全性の向上を CAE により検討する際には，ダミー等の乗員モデルに加えて，エアバック，シート

ベルおよびドアトリム(内装材)(1.32)のような非金属材料部品をモデル化したうえで，前面衝突および側面

衝突におけるエアーバッグ展開時の頭部損傷基準値(HIC)が計算機シミュレーションにより予測されて

いる．このような衝突安全性評価に関わるポリマ製品の設計開発において，ポリマメーカの技術者が自

動車メーカや部品メーカの技術者と共同で CAE を活用した開発を進めることが最近多くなっている．

ここで，企業における CAE が FORTRAN 言語等で作成した自作プログラムで実施されることはほとん

どない．特に，企業間で連携して製品開発を進める場合には，商用 FEM プログラムを利用するのが一

般的である．FEM(Finite element method)とは数値解析手法の一種(1.33)(1.34)で，解析対象を離散化，すなわ

ち有限要素分割したモデルに置き換える手法のことである．図 1.3 にシェル要素により分割されたシリ

ンダーヘッドカバー(1.35)を示す．商用 FEM プログラムにより実施したバンパーフェースの衝突解析の例

(1.36)を図 1.4 に示す． 

 商用 FEM プログラム(1.37)の例としては，ABAQUS, MARC, PAM-CRASH, RADIOSS, LS-DYNA などを

挙げることができる．商用 FEM プログラムの開発元はユーザーカンファレンスを毎年開催しており，

ここでは商用 FEM プログラムへの追加機能の解説だけでなく．ユーザーによる解析例が紹介される機

会も設けられており，ユーザー同士の交流も盛んに行われている．近年ではポリマを題材にした解析例

(1.38) (1.39)も多く見られるようになり，ユーザーの関心の高さを実感できる． 

Fig. 1.3 Numerical model divided by Finite element(1.35) 
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  ポリマの製品開発において，設計者は構造解析によりポリマ部品が実用上必要な強度を有することを

確認する必要がある．さらに近年では，加害性のない安全な破面形状に配慮する必要性も高いため，商

用 FEM プログラムを用いた衝突シミュレーションにおいて，ポリマ部品の大変形挙動の再現性ならび

に破壊過程および破壊部位の予測の正確さがますます重要になってきている．ポリマは金属とは全く異

なる微視的構造を持つため，設計者はポリマ特有の微視的構造に基づきモデル化された材料モデルを用

いて衝突シミュレーションを行い，ポリマ特有の破壊機構が考慮された破断判定基準により破壊を予測

する必要がある．しかしながら，現在の商用 FEM プログラムに標準装備されている材料モデルのほと

んどは金属を対象に開発されたもの(1.40)であり，ポリマを対象に開発された材料モデル(1.41)(1.42)は少ない．

ポリマ製品の設計において破壊予測シミュレーションを行う際に，金属を対象とした材料モデルを用い

ると，力学的応答に関するポリマ特有の性質が表現できないことが原因で，場当たり的な材料パラメー

タの当てはめが必要になることがある．したがって，ポリマ製品の設計では，ポリマ特有の力学的応答

が再現できる材料モデルを用いたシミュレーションを実施し，かつポリマ特有の破壊機構に基づき破壊

を予測する手法が用いられるべきである．さらに，熱力学的議論を通じて導出された材料モデルで，か

つポリマ特有の破壊機構に基づき破壊予測ができるものは，現在の商用 FEM プログラムには見られな

い． 

 ただし，商用 FEM プログラムの多くは，ユーザーが記述したユーザーサブルーチンプログラムを介

して，ユーザーが必要とする機能をユーザー自身で付加できるように構成されている．このため，ポリ

マの特徴を表現可能な構成式および付随する諸発展式で構成される材料モデルをユーザーサブルーチン

にプログラムすれば，ポリマを対象とした材料モデルを商用 FEM プログラムに組み込むことができ，

商用 FEM プログラムでポリマ製品の変形挙動の再現ならびに破壊予測シミュレーションが実施可能と

なる．しかし，一般ユーザーに許されているプログラムの改変はユーザーサブルーチンの中でのみであ

り，商用 FEM プログラムのメインプログラムに手を加えることはできない．そこで，組み込む材料モ

デルは，メインプログラムからユーザーサブルーチンに引き渡される情報(変数)のみで記述できるよう

な，商用 FEM プログラムへ組み込みやすい材料モデルである必要がある．また，大変形を対象とした

解析を安定的に実施でき，しかも設計検討で利用可能な解析時間である数時間以内において解析結果が

得られる必要がある．さらに，破断判定基準を満たした要素を削除するなどして，破壊の進展過程を再

現できることが望ましい．

FEM simulation Experimental test

Fig. 1.4 Crash simulation for bumper face by commercial FEM solver and experimental test(1.36) 
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1.2 ポリマを対象とした材料モデルに関する従来の研究と問題点 
1.2.1 マルチスケールシミュレーション 

 マルチスケールシミュレーションとは，複数の領域サイズ，すなわち複数のスケール間での情報を連

成させて同時に行うシミュレーションの手法であり，近年では特に精力的に研究が進められている(1.43～

45)．結晶性ポリマは 1.1.1 で述べたように分子鎖，ラメラ状の結晶質と非晶質，および球晶というスケー

ル間で異なる構造をもっている．各スケールにおけるシミュレーションも盛んに研究されており，球晶

の成長過程の Phase-Field 法によるシミュレーション(1.46)やエラストマやタルクを含むポリマの微視損傷

の分子動力学によるシミュレーション(1.47)などを挙げることができる．このような特定のスケールに着

目したシミュレーションだけでなく，マルチスケールシミュレーションも近年では多くの成果が上がっ

ている．内田・冨田(1.48)は，分子鎖が規則正しく配列したラメラ状の結晶質と分子鎖がランダム状態で

分布した非晶質が積層状をなすミクロ構造と，このミクロ構造がパッチワーク状に存在する球晶内の組

織をモデル化したメゾ構造における変形を同時に考慮可能な均質化法を援用した数値シミュレーション

を実施し，ミクロ領域およびメゾ領域における構造と変形の相互作用によって進行する特徴的な結晶性

ポリマの変形挙動を示している．また内田ら(1.49)(1.50)は，ゴム粒子を充填した結晶性ポリマのブレンド材

を対象としたマルチスケールシミュレーションモデルも構築し，粒子径や界面領域の状態などの微視的

構造に基づきゴム粒子による耐衝撃性向上のメカニズムを考察している．一方で陸らは，非晶性ポリマ

にガラス繊維が充填された材料を対象としたメゾ領域とマクロ領域の変形を均質化法により同時に考慮

して，ガラス繊維の分散状態やガラス繊維と非晶性ポリマの界面の物性がマクロ領域の変形(1.51)や応力-

ひずみ関係に与える影響を考察(1.52)している．また，ゴム粒子充填ポリマを対象に大きさの異なるゴム

粒子を含むポリマ部のせん断帯の発生と伝ぱならびにクレーズ発生を支配する応力値(1.53)や，介在物を

含有する非晶性ポリマ(1.54)およびカーボンブラック充填ゴム(1.55)の変形挙動が均質化法により評価され

ている． 

 以上のように均質化法を利用したマルチスケールシミュレーションは，ポリマの微視的構造および微

視的変形を巨視的変形や応力状態に反映できるという点で大変優れた手法といえる．しかしながら，こ

の手法を利用してポリマー部品の性能評価を実施したり，さらには自動車のフルカーモデルに適用する

ことは，計算機の処理能力に課題があるため，現時点では実用的ではない．さらに，均質化法を商用 FEM

ソルバと連携させるためには複雑な定式化が必要であり(1.56)，一般ユーザーがユーザーサブルーチンを

介して均質化法を商用 FEM ソルバで利用することは現在のところ難しい．したがって，マルチスケー

ルシミュレーションは，現時点では今後の発展が期待される手法といえる． 

 

1.2.2 分子鎖網目理論および分子鎖塑性理論 

 ひずみ軟化後の後続再硬化現象は，配向硬化により引き起こされる．配向硬化は，微視的にはポリマ

を構成している高分子鎖が延伸方向へと配向して内部の分子鎖網目構造が変化することで生じている．

分子鎖の挙動に関する研究の歴史は古く，Kuhn-Grün(1.57)の 1本の分子鎖の変形挙動のモデル化をはじめ，

分子鎖網目構造がゴム弾性応答を示すとするアファインモデルを用いて分子鎖網目理論(1.58～61)が提案さ
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れている．なかでも分子鎖網目構造が単位ブロックあたり絡み点を中心とする 8 本の分子鎖で構成され

ているとする Arruda-Boyce(1.59)による 8 鎖モデルは，非晶性ポリマの引張・圧縮変形のシミュレーショ

ンで実験結果をよく再現できている．しかし，Arruda-Boyce の 8 鎖モデルでは，主ストレッチが大きく

回転する単純せん断問題において大変形時に応力の値を実験よりも大きく評価してしまうことが報告

(1.62)されるに至り，Tomita-Tanaka(1.63)は，その原因がアファインモデルにおける分子鎖の絡み点数を一定

にする仮定にあると考えて分子鎖の絡み点数変化を許容する非アファインモデル(1.64)(1.65)を提案してい

る．一方で灘ら(1.66～68)は，金属の結晶塑性論(1.69)に類似した方法によって分子鎖挙動を表現する分子鎖塑

性理論を非晶性ポリマに対して構築し，微視的な分子鎖の配向状態を可視化するとともに，巨視的な引

張シミュレーションにおいて分子鎖配向による変形誘起異方性の発現を再現している．しかしながら分

子鎖網目理論および分子鎖塑性理論ともに，計算コストの課題から，現時点でポリマ部品の性能評価や

自動車のフルカーモデルへの適用例は見られない． 

 

1.2.3 巨視的材料モデル 

 通常のマクロスケールの変形を記述する材料モデルのことであり，ポリマを対象とした材料モデルお

よびシミュレーションに関する研究も従来から多く，降伏後のひずみ軟化や配向硬化は，従来の巨視的

塑性論における現象論的な応力-ひずみ関係(1.70)(1.71)を用いて再現されている．くびれの伝ぱ挙動につい

てはひずみ速度(1.72) (1.73)，塑性発熱および熱伝導(1.74～77)などが及ぼす影響について詳細な検討がなされて

いる．延伸フィルムの異方性(1.78)や PP の静水圧依存性(1.79)が考慮された構成式の提案も見られる．これ

らの構成式は，商用 FEM プログラムに組み込む場合に，メインプログラムから引き渡される変数だけ

で比較的容易にユーザーサブルーチンプログラムを記述できることから，商用 FEM プログラムに対し

て親和性が高いといえる． 

 村上ら(1.80) (1.81)は，熱力学の理論体系に整合するように散逸関数を塑性ポテンシャルとする流れ則の形

で非共軸粘塑性構成式を導出し，速度形弾性構成式を加えて弾粘塑性構成式とした上で，水平応力の仮

定に基づき同定された流れ応力で表現されるひずみ速度硬化則を加えて，ポリマに特徴的なくびれの発

生および安定的な伝ぱを自作の FEM 解析コードによる解析で再現している． 

 さらに，小林ら(1.82)は損傷量としてクレーズ密度を導入することで，クレーズの影響を考慮した弾性

構成式を導出し，上述の非共軸粘塑性構成式とひずみ速度硬化則を加味してクレーズ挙動を考慮できる

ようにしている．このとき，クレーズ進展のモデル化を試みているが，分子鎖配向領域ではクレーズの

一部が流れ込んだ分子鎖で充填されやすくなるとし，この現象をクレーズの消滅としたうえで，クレー

ズの発生および消滅をひずみ加速度に比例する形で表現している．さらに，X 形せん断帯状に分布する

ひずみ速度の高い領域が，変形の進行にともない値を下げながら伝ぱすることを考慮してクレーズの発

生がひずみ速度に反比例するものとしている．このようにモデル化されたクレーズの発生・消滅項によ

り，高クレーズ密度領域が変形の進行にともない引張方向へ伝ぱすることを表現できるとし，Gurson(1.83)

のボイド発展式を参考にしてクレーズの等方成長が塑性平均垂直ひずみに比例するものとして表現され

た項も加えてクレーズ発展式を提案している．その際，塑性平均垂直ひずみの発展式を数値実験的に求
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めている．このとき，中心に円筒形の貫通孔を有する，一辺と厚さの比が 10 対 1 の正方形板材が解析モ

デルとして用いられて数値実験が行われており，その結果に基づき発展式の関数形ならびに係数が同定

されている．さらに，Kawagoe-Kitagawa(1.84)により提案されたクレーズ発生条件式をそのまま加え，クレ

ーズ進展の影響が考慮された材料モデルとしたうえで，Fortran 言語でプログラムされた自作の FEM コ

ードで平板の単軸引張シミュレーションを実施している．このとき，くびれ端部におけるクレーズ密度

が高いことに基づき，ポリマの破断がくびれ進行端部において生じることを予測可能であるとしている． 

しかしながら，小林らの研究には，以下のような問題点がある．まず，クレーズ密度は弾粘塑性構成式におい

ては面積分率，一方でクレーズ発展式においては体積分率として定義される必要があるにもかかわらず，異なる

2 種類のクレーズ密度が区別されていない．次に，クレーズ進展のモデル化において，分子鎖配向領域ではクレ

ーズの一部が流れ込んだ分子鎖で充填されてクレーズが消滅する[補足A.8]としているが，古口・堀(1.8)は分子鎖配

向領域ではクレーズの成長が停止することを報告しており，クレーズは消滅するのではなく成長を停止するもの

としてモデル化する必要がある．したがって，クレーズの発生および消滅をひずみ加速度に比例する形で表現で

きない．その上，井上・山本(1.5)は，クレーズは非弾性変形すなわち塑性変形の進行とともに生じるとしている．

よって，クレーズの発生および成長は塑性ひずみの増加にともない生じると考えるのが妥当である．したがって，

くびれの伝ぱにともない値を下げながら伝ぱする塑性ひずみ速度に反比例してクレーズ速度が高くなり，その結

果くびれ端部においてクレーズ密度が高くなるとするモデリングは，実験事実に反する．さらに，ポリマ製品の

設計で利用するためには，低ひずみ速度から高ひずみ速度まで幅広い速度域におけるクレーズ挙動が再現できる

ようにクレーズ発展式をモデル化する必要がある．一方で，クレーズの等方成長を表現する塑性平均垂直ひ

ずみの発展式を，円孔を有する薄板を想定した数値実験によって同定しているが，解析条件に等方性を

加え，等 3 軸引張状態を想定した解析モデルへ変更する方が望ましい．また，クレーズは低速変形ほど

低応力状態で発生する(1.1)ことが知られているが，このひずみ速度依存性がクレーズ発生条件式に導入さ

れていない．加えて，ポリマの応力-ひずみ関係には静水圧依存性(1.77)があることが知られているが，この性質

が材料モデルに導入されていない． 

さらに，クレーズ挙動に基づく単軸引張状態のくびれ端部における破断予測が可能であることを，自

作の FEM 解析コードによる平面ひずみ問題として示しているが，商用 FEM プログラムにおいても同様

な解析が行えるようにすることが産業界では必要とされる．その上，ひずみ速度 1 s-1の条件における単

軸引張シミュレーションのみで材料モデルの表現力を評価しており，ひずみ速度 100 s-1のような高速側

やひずみ速度 0.01 s-1 のような低速側におけるシミュレーション結果に基づいて実用性を評価するには

至っていない． 

 

1.3 本研究の目的 

以上で述べた従来の研究の問題点を踏まえ，本研究ではクレーズを考慮した材料モデルを再構築する

とともにポリマ特有の破壊機構であるフィブリルの切断をフィブリル強度に基づき評価し，結晶性ポリ

マの破断予測を可能とする新たなスキームを構築する．さらに本材料モデルが組み込まれた商用 FEM ソ
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ルバによる単軸引張シミュレーションを通じて本スキームの実用性を評価する．具体的には，次のこと

を目的とする． 

(1)  クレーズに関する観察事実に基づきクレーズ発展式を構築し直す．まず，クレーズの伝ぱ項を

塑性ひずみの増加にともない進展するとする新たな形に改めたうえ，クレーズ伝ぱのひずみ速度

依存性と分子鎖配向領域におけるクレーズの停止を表現するとともに，高ひずみ速度において小

さなクレーズが多数発生する一方で低ひずみ速度ではクレーズ長さが大きく成長するという相

反する傾向も表現可能とする．加えて，クレーズ発生条件式をひずみ速度依存形に一般化すると

ともに，ひずみ速度硬化則を静水圧依存形に拡張し，クレーズ挙動の予測精度を高める． 

(2)  本材料モデルをユーザーサブルーチンを介して組み込み，商用 FEM プログラムにおいて利用

可能としたうえで，ひずみ速度 1 s-1の条件で単軸引張シミュレーションを実施し，くびれの伝ぱ

ならびにクレーズ進展の定性的な傾向の再現性を確認する． 

(3)  次にひずみ速度 0.01～100 s-1の条件で単軸引張シミュレーションを実施し，広ひずみ速度領域

におけるクレーズ挙動の再現性を確認するとともに，クレーズ密度と実応力に基づく破断予測ス

キームを構築する． 

(4)  さらに PP の単軸圧縮試験結果との比較，ならびにひずみ速度 1～100 s-1の単軸引張試験との比

較を実施し，本材料モデルが妥当であることを示すとともに，構築したスキームの実用性を評価

する． 

以上を通じて，本材料モデルの実用性を示す．なお，本研究では，ポリマに関する材料科学的(高分子

科学的)な内容には深く踏み込まずに，力学的検討に焦点をあてる．また，変形時の内部発熱および熱

伝導については考慮しない． 

 

1.4 本論文の構成 

 第 2 章では，大変形を記述する運動学を示す．ポリマは金属のような規則正しい結晶格子構造をもた

ないため，粘塑性変形の素過程を転位運動に関係付けることはできないので，材料に依存しないスピン

を共回転スピンに用いる．この材料に依存しないスピンの導入により変形過程を 4 つの配置に分解し，

客観性を有する共回転応力速度を定義する．さらに，構成式の参照配置で表示された変形速度の弾性部

分が状態量としてのひずみ尺度の速度に，塑性部分が非状態量としての変形尺度の速度によって表現さ

れることを示す． 

 第 3 章では，全自由エネルギーの引数に内部変数として塑性変形速度およびクレーズ密度を導入し，

各引数に共役な熱力学的力を定義する．次に，保存則に基づいて力学的釣合い方程式，エネルギー方程

式およびエントロピー不等式を導出し，従来の方程式系と比較する． 

 第 4 章では，構成式の導出過程と熱力学的力に対する熱力学的制限を示す．まず，Clausius-Duhem の

不等式を Green-Zerna(1.85)の手法を介して保存部分と散逸部分に分離し，その保存部分から弾性構成式を

導出する．一方で散逸部分に対しては最大散逸速度の原理(1.86)を適用することにより，散逸関数を塑性
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ポテンシャルとする流れ則として非共軸粘塑性構成式を導出する．次に，弾性構成式と粘塑性構成式を

組み合わせて弾粘塑性構成式を導出する．さらに，得られた構成式を第 2 中間配置に戻して散逸関数の

表式に代入することにより，散逸関数をスカラー量のみで表現する．最後に，散逸関数は全自由エネル

ギー速度の散逸部分に等しいことを考慮して，熱力学的力の引数を制限する． 

 第 5 章では，材料の応力-ひずみ関係を与えるひずみ速度硬化則を定式化する．まず，熱力学的議論を

通じて制限された相当塑性ひずみ速度の引数に静水圧応力が含まれることから，相当塑性ひずみ速度の

静水圧依存性を熱力学的整合性をもって導入する．このとき，擬似無損傷配置で議論していることから

クレーズ密度を無視する．さらに，全塑性変形速度の中で塑性変形速度の偏差部分に比べて十分小さい

ことから，塑性平均垂直ひずみ速度を無視する．次に，ひずみ速度感度指数および流れ応力を用いる

Pan-Rice 形の従来のひずみ速度硬化則をそのまま利用しつつ，初期硬化段階ならびに静水圧依存性を双

曲線正接関数で，後続硬化段階を指数関数で表現する新しい流れ応力の関数形を提案する． 

  第 6 章では，クレーズ挙動のモデリングを行う．まず，熱力学的議論を通じて制限されたクレーズ速

度の引数の中から支配的な引数を選ぶ．このとき，クレーズの発生および伝ぱが相当塑性ひずみの増加

にともない進展すること，配向硬化にともないクレーズが停止すること，およびクレーズ中のボイドが

塑性平均垂直ひずみの増加にともない成長することから，支配的な引数として相当塑性ひずみ，相当塑

性ひずみ速度，クレーズ密度，塑性平均垂直ひずみの速度が選ばれる．これらの量を引数として，クレ

ーズ発展式を構築する．このとき，クレーズの体積分率と面積分率の関係について言及し，両分率を結

びつける関係式を示す．さらに，クレーズ伝ぱ項の係数が有する相当塑性ひずみ速度依存性と相当塑性

ひずみ依存性を具体化するために，新たな関数を提案する．一方で，塑性平均垂直ひずみの発展式の関

数形を，ボイドを有する立方体ポリマブロックを解析モデルとした数値実験を通じて決定し，その係数

を同定する．さらに，クレーズ発生の条件式にひずみ速度依存性を導入する．最後に，クレーズ発展式

を広ひずみ速度域に対応すべく拡張する． 

 第 7 章では，PP を対象とした単軸引張試験をひずみ速度 1 s-1から 100 s-1において実施し，ひずみ速

度依存性を有する応力-ひずみ関係を取得するとともに，PP 試験片における破断部位を確認する． 

 第 8 章では，上述の材料モデルを用いて PP 平板に対する FEM シミュレーションを行い，得られた結

果について考察する．まず，本材料モデルをユーザーサブルーチンを介して商用 FEM プログラムに組

み込み，単軸引張シミュレーションを行う．その結果，くびれ端部でクレーズ密度が高く，実応力がフ

ィブリル強度を超えることにより予測される破壊部位が，PP の破壊部位と一致することと通じて，本材

料モデルの再現性の高さを確認する．次に，広ひずみ速度領域に対応するために拡張されたクレーズ発

展式を含む材料モデルを商用 FEM プログラムに組み込み，ひずみ速度 0.01 s-1から 100 s-1までの 5 つの

水準の速度を与える単軸引張シミュレーションを行う．その結果により，クレーズ密度およびフィブリ

ル強度に基づいて，PP の延性破壊が広ひずみ速度域において予測できることを示す．さらに，本材料モ

デルが静水圧依存性を再現できることに言及したうえで，第 7 章において得た単軸引張試験の結果が再

現されることを示し，本材料モデルの実用性を評価する．最後に，第 9 章は結言であり，本研究により

得られた知見を要約する． 
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1.5 本論文で用いる記号 

 本論文では特に断りのない限り物理量を表すスカラーを斜字体の細字で，ベクトルを斜字体の小文字

の太字で，2 階以上のテンソルを斜字体の太字で表す．そして，初期配置，第 1 中間配置，第 2 中間配

置および現配置における配置表示記号はそれぞれ ( )I ， ( )M ， ( )m および ( )c のように表す．また，テ

ンソルの配置表示記号は次のように表す． 

 初期配置   ： ( )IA  

 第 1 中間配置 ： ( )MA  

 第 2 中間配置 ： ( )mA  

 現配置    ： ( )cA  

 次に，ベクトルおよびテンソルの成分をそれぞれ小文字および大文字の斜字体で表し，添字を付して，

ia ， ib ， ic ，･･･ ijA ， ijB ， ijC ，･･･のように表す． 

 また，線形変換，微分の関係を後形記法で表し，直接表示および指標表示による線形変換，内積，外

積，テンソル積および 2 重積を次のように表す． 

線形変換 ： AB  ikA kjB  

内積 ： A B  ijA ijB  

外積 ： A B  jlme ilA mkB  

テンソル積 ： A B  ijA klB  

2 重積 ： e  A  ijke kjA  

 ： A : B  ijklA klB  

 ： A : B  ijmnA mnklB  

 さらに，微分演算を直接表示および指標表示により次のように表す． 

微分演算子 ：  ikA kjB  

こう配 ：grad A  ,ij kA  

発散 ：div A  ,ij jA  

回転 ：curl A  jkle ,il kA  

 ここで，記号  ,i
は座標 ix による変微分を表し，記号 ijke は交代記号を表す． 

 さらに，上記の記号に関する規約で，1 つの項に現れる 2 つ 1 組の指標については，1～3 の総和記号

を省略する，総和の規約を適用する．例えば，
3

1
ij j ij j

j

A b A b


 のように記号
3

1j
 を省略する． 

 次ページ以降に，各記号の意味をまとめて示しておく． 
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        主な記号 

A ：クレーズ発展式中のパラメータ 

A1 ：ひずみ速度依存形クレーズ発生条件式のパラメータ 

a   ：体積要素 v を囲む閉曲面の表面積 

B ：クレーズ発展式中のパラメータ 

B1 ：ひずみ速度依存形クレーズ発生条件式のパラメータ 

eC  ：4 階の弾性係数テンソル 

VC  ：4 階の弾粘塑性係数テンソル 

C1 ：ひずみ速度依存形クレーズ発生条件式のパラメータ 

prC  ： p に対する ̂ の増加率(クレーズの伝ぱ項における係数) 

igC  ： p
m に対する̂ の増加率(クレーズの等方成長項における係数) 

geC  ：クレーズ数密度の増加を表現する係数(クレーズの発生項における係数) 

grC  
：クレーズ長さが大きく成長することを表現する係数 

 (クレーズの発生項における係数) 

D1，D2，D3，D4 ：クレーズ発展式中のパラメータ 

D  ：変形速度テンソル 

eD  ：変形速度テンソルの弾性部分 

pD  ：変形速度テンソルの塑性部分 

p'D  ：変形速度テンソルの塑性部分の偏差成分 

da  ：現配置(変形後) における微小面積要素 

0da  ：初期配置(変形前) における微小面積要素 

dv  ：現配置(変形後) における微小体積要素 

0dv  ：初期配置(変形前) における微小体積要素 

P
md  ：粘塑性構成式の等方部分 

dx  ：微小線素ベクトル 
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E  ：Green のひずみテンソル 

eE  ：Green のひずみテンソルの弾性部分 

pE  ：Green のひずみテンソルの塑性部分 

E  ：擬似無損傷配置における縦弾性係数 

0E  ：損傷配置における縦弾性係数 

F  ：変形こう配テンソル 

f  ：単位質量あたりの物体力ベクトル 

 p
1f   ：クレーズ進展のひずみ速度依存性を表現する関数 

p
2 ( )f   ：クレーズの成長停止を表現する関数 

g  ：流れ応力 

G ：Gibbs 関数 

H  ：弾粘塑性構成式における係数 

sH  ：割線係数 

I  ：恒等テンソル 

I ：最大散逸速度の原理における汎関数 

1TI ，
2TI ，

3TI  ： ( )mT に対する基本不変量 

2J ， 2aJ ， 2bJ  ： ( )mT と ( )mM の作るスカラ不変量 

J  ：変形こう配テンソルの Jacobian 

K ：運動エネルギー密度 

0k ， 1k ，・・・ 5k  ：ひずみ速度硬化則における材料定数 

L ：解析対象の代表長さ 

L0 ：引張試験における初期長さ 

L  ：速度こう配テンソル 
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l  ：応力に垂直な方向テンソル 

m ：ひずみ速度感度指数 

mw ：副次的な初期不整モードの波数 

M  ：塑性変形速度に共役な内力テンソル 

m  ：応力方向テンソル 

n  ：閉曲面 da の外向き単位法線ベクトル 

P ：内力のなす仕事率 

1p  
：ひずみ速度感度指数に対する，偏差応力と塑性変形速度のなす角がつくる

正弦の最大値 

2p  
：偏差応力と塑性変形速度のなす角がつくる正弦が最大値をとるときのひず

み速度感度指数値 

3p  
：ひずみ速度感度指数 m が p2 であるとき，非共軸パラメータ k が零に漸近

する速度を支配するパラメータ 

Q  ：左ストレッチを対角化する直交テンソル 

Qb ：単位体積に供給される単位時間当たりの熱量 

q  ：熱流束ベクトル 

1q ， 2q ， 3q ， 4q  ：塑性平均垂直ひずみと静水圧応力の関係式の中のパラメータ 

R  ：剛体回転を表す直交テンソル 

WR  ：物体の全回転を表す直交テンソル 

r ：放射熱密度 

S ：擬似無損傷配置における断面積 

S0 ：損傷配置における断面積 

T  ：Cauchy 応力テンソル 

*T  ：損傷空間における Cauchy 応力テンソル 
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T  ：Kirchhoff 応力テンソル 

t ：現時刻 

t0 ：初期(基準) 時刻 

[ ]n

t  ：微小面積要素 da に作用する応力(けん引力)ベクトル 

U  ：右ストレッチテンソル 

U  ：直交テンソル χに対応するストレッチテンソル 

e
U  ：直交テンソル χに対応する弾性ストレッチテンソル 

p
U  ：直交テンソル χに対応する塑性ストレッチテンソル 

U


 ：内部変数を考慮した単位体積あたりの内部エネルギー 

U  ：解析対象の端面変位 

v  ：現配置(変形後) における物質検査体積 

0v  ：初期配置(変形前) における物質検査体積 

v  ：物質速度ベクトル 

W  ：連続体スピンテンソル 

PW  ：粘塑性仕事 

w  ：初期形状不整量 

w  ：連続体スピンテンソルに双対な軸性ベクトル 

Y  ：クレーズ共役力 

cY  ：クレーズ共役力の保存部分 

dY  ：クレーズ共役力の散逸部分 

  ：散逸曲面における応力方向テンソルと応力速度テンソルのなす角度 

  ：熱膨張係数 

  ：散逸曲面の尖り角 
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( )c  ：現配置 

( )I  ：初期配置 

( )M  ：第 1 中間配置 

( )m  ：第 2 中間配置 

  ：散逸関数 

V  ：ボイド率 

[ ]i

  ：内部エントロピー生成速度の密度 

  ：散逸曲面における応力方向テンソルと塑性変形速度テンソルのなす角 

I  ：汎関数 I の第 1 変分 

  ：内部エネルギー密度 

c  ：クレーズの成長停止ひずみ 

v  ：全体積ひずみ 

e
m  ：弾性平均垂直ひずみ 

p
m  ：塑性平均垂直ひずみ 

h  ：再硬化ひずみ 

r  ：参照ひずみ速度 

  ：内部変数が内在する場合の内部エネルギー密度 

p  ：相当塑性ひずみ 

  ：エントロピー密度 




 ：Lagrange の未定乗数 

，   ：Lamé 定数 

  ：Poisson 比 

  ：温度 
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0  ：基準温度 

  ：現配置の密度 

0  ：初期配置の密度 

  ：擬似無損傷配置における応力 

*  ：損傷配置における応力 

  ：相当応力 

b  ：フィブリルの配向に必要な応力 

L  ：レベル応力 

m  ：平均垂直応力 

r  ：参照応力 

y  ：降伏応力 

χ  ：第 2 中間配置を与える一般的な直交テンソル 

  ：単位体積あたりの全自由エネルギー 

d  ：単位体積あたりの全自由エネルギーの散逸部分 

  ：自由エネルギー密度 

  ：一般的な共回転スピン 

  ：面積分率としてのクレーズ密度 

̂  ：体積分率としてのクレーズ密度 

ˆ ge  ：体積分率としてのクレーズ発生密度( ˆ ge get
C   ) 

D Dt  ：物質時間微分を表す演算子 

 A
 ：テンソルの反対称部分を表す記号 

 S
 ：テンソルの対称部分を表す記号 

 T  ：テンソルの転置を表す記号 
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A  ： A の J 倍を表す記号 

A


 ： A の仮想量を表す記号 
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 本章では，Shizawa-Zbib(2.1)による手法に基づき，初期配置および現配置に加えて 2 つの中間配置を導

入する．ポリマは金属のような規則正しい結晶格子構造をもたないため，粘塑性変形の素過程を転位運

動に関係付けることはできない．そこで，材料に依存しないスピンを共回転スピンに用いる．この材料

に依存しないスピンの導入により変形過程を 4 つの配置に分解し，客観性を有する共回転応力速度を定

義する．その際，小林ら(1.82)の手法に基づき，第 2 中間配置に損傷による観測断面積の変化を考慮した

損傷配置と，それと変形が等価であるが損傷による断面積変化を考慮しない仮想的な擬似無損傷配置を

導入する．また，現配置から弾・剛体回転を取り除いた第 2 中間配置で定義された量は客観性を有する

ことから，第 2 中間配置を構成式の参照配置に選ぶことの妥当性を村上ら(1.80) (1.81)と同様の手法で示す． 

 

2.1 第 2 中間配置における擬似無損傷配置の導入 

Shizawa-Zbib(2.1)による手法に基づき，初期配置 ( )I から現配置 ( )c への変形過程を，まず ( )I から第 1

中間配置(2.2)
( )M へ塑性変形が[補足 B.1]，次に ( )M から第 2 中間配置 ( )m へ弾性変形が生じ，さらに ( )m

から ( )c へ直交テンソル χによる剛体回転が起こり全変形が終了するものとする（図 2.1）．このことは，

変形こう配F を次のように分解[補足 B.2]することに他ならない． 

 *e p P
       F RU χU U F U χU       (2.1) 

ここで，式の最初の等号部分は通常の極分解であり，R は剛体回転の直交テンソル，U は右ストレッチ

テンソルを表す．また，第2の等号が弾塑性分解であり， e
U および p

U は直交テンソル χに対応する弾

性および塑性ストレッチ， *
F および U はそれぞれ * e

 F χU および e p
  U U U で定義される． 

Elastic stretch

Plastic stretch (b) Damaged(a) Pseudo-damaged

 
Initial configuration:  I

The 2nd Intermediate configuration:  m  

Current configuration:  c  

, ,E S
E S

Fig.2.1  Configurations 

The 1st Intermediate configuration:  M

F

e
U

Elastic stretch

p
U

Plastic stretch 

e p
 U U

 : Orthogonal rotation 
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各種スピンに対応する直交テンソル χが R ，左ストレッチテンソルを対角化する直交テンソルQ および

速度こう配の反対称部分を表現する直交テンソル WR である場合，共回転スピン
.

T
 Ω χ χ  は，それぞれ

Green-Naghdiスピン，Eulerスピン，連続体スピンに一致する．なお，ここではポリマの粘弾性は考慮せ

ず，その変形過程が式(2.1)のように弾性と塑性に分離できるものと考える． 

  ここで，現配置 ( )c における2階のテンソルを A， ( )m ， ( )M および ( )I においては ( )mA ， ( )MA およ

び ( )IA とすれば， Aは T
( )m A χ Aχ  のように変換されるので， ( )mA の速度(物質時間微分)は次のように

与えられる[補足B.3]． 

 T
( )m



A χ Aχ


                         (2.2) 

  



  A A Ω A AΩ


        (2.3) 

したがって，構成式の参照配置(1.80) (1.81)として ( )m を採用すれば，共回転スピンが Ω となることがわか

る． 

 次に，図 2.2 に示すようにクレーズによる断面積の変化を考慮する損傷配置[図 2.2(b)]および，それと

ひずみが等価であるがクレーズによる断面積変化を考慮しない仮想的な擬似無損傷配置[図 2.2(a)]を第 2

中間配置 ( )m に導入する(1.82)．ここで，損傷配置における応力，縦弾性係数，断面積をそれぞれ * ， 0E

および *S とし，擬似無損傷配置におけるそれらをそれぞれ ， E および S とする．ここで面積分率と

してのクレーズ密度を とすれば，両配置間の断面積の関係は次式のように表される． 

 * (1 )S S          (2.4) 

また，両配置間の弾性ひずみが等しいとするひずみ等価配置の概念(2.3)を導入すれば，次式が成立する．    

      *
0E E         (2.5) 

したがって両配置間の応力および縦弾性係数の関係は， を介して次式のように表現できる． 

  * (1 )    ， 0 (1 )E E         (2.6) 

Elastic stretch

Plastic stretch (b) Damaged(a) Pseudo-damaged

 
Initial configuration:  I  

The 2nd Intermediate configuration:  m  

Current configuration:  c

, ,E S
E S

 : Orthogonal rotation

Fig.2.2 Introduction of pseudo-undamaged and damaged configurations 

The 1st Intermediate configuration:  M

0, ,E S  

F

e
U

Elastic stretch

p
U  

Plastic stretch 

e p
 U U

(a) Pseudo-undamaged     (b) Damaged 

Damage 
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ここで，擬似無損傷配置における見かけの縦弾性係数 E には損傷の影響が内在しているが，損傷配置に

おける真の弾性係数である 0E は初期縦弾性係数のまま一定となる．なお，クレーズは主応力方向に対し

て垂直な方向へ進展することが知られている(1.5)ので， は異方性をもつ量として定義すべきであるが，

本論文では簡単のため，小林ら(1.82)と同様に を等方的なスカラー量として扱うことにする． 

2.2 ひずみの弾・塑性分解 

 従来どおり微小線素の自乗の差を用いて，ひずみを定義する．図 2.2 より各配置での微小線素ベクト

ル間の関係は次のように表される． 

( )

( )( )

( ) ( )

m

M
e

m
p

IM

d

d

d d

d

d 




 
 

x χ x

x U χ

x

X

x U χ                                                               (2.7) 

このとき微小線素の自乗の差は 

 2 2 2 2 2 2
( ) ( ) ( ) ( )( ) ( )I M M Id d d d d d    x X x x x X                                              (2.8) 

と表される．式(2.7)を式(2.8)に代入して整理すると 

 2 2 e p
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )2 · 2 ·I M M M I I Id d d d d d    x X E x x E X X                                     (2.9) 

となる．ここで e
( )ME および ( )

p
IE は Green ひずみの弾性部分および塑性部分であり，従来と同様の形式

で次のように定義される． 

 e e T e
( )

1
( )

2M   E U U I                                                              (2.10) 

 pT
( )

1
( )

2
p p
I   E U U I                                                              (2.11) 

ただし， I は恒等テンソルを表す．式(2.7)を式(2.9)に適用すれば，弾性ひずみおよび塑性ひずみにおけ

る配置間の変換則が次のように得られる． 

 T
( )   mE χE χ   

   e T e 1 T
( )( )M 

  χ U E U χ   

   e T p T p 1 e 1 T
( )( )I   

    χU U E U U χ                                                   (2.12) 

 

2.3 ひずみ速度の弾・塑性分解 

 各配置でのひずみ速度と変形速度の関係を導くために，通常の金属材料と同様にポリマにおいても弾

性変形は微小であり，塑性変形は有限であると仮定し， e
U に関する2次項で e

 U I  と近似する．そのと

き，第2中間配置 ( )m におけるひずみ速度は次式のように書ける． 

 e
S(

1
) ( )ee

m  
 U UE                    (2.13) 

 S(
p

)
1( )pp

m  




 U UE                                                 (2.14) 

ここで， SA は2階のテンソル Aの対称部分である．また，


Aは初期配置 ( )I を参照した場合のCotter-Rivlin

速度であり，次のように定義される． 
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Tp p p
( ) ( )( ) ( ) ( ) ( )

1
( )

p
m mm m m m

m  










 

 

E E L E E L

L U U


             (2.15) 

 

 

2.4 変形速度の弾・塑性分解 

  現配置 ( )c での変形速度 D は， 1 T
( )( ) S m

 D F F χD χ


 で与えられるので，第2中間配置 ( )m におけ

る変形速度は 

 e e 1
( ) S( )e
m  

D U U                (2.16) 

 p p 1
( ) S( )p
m  

D U U                       (2.17) 

となる．式(2.13)と式(2.16)，式(2.14)と式(2.17)を比較すれば，変形速度 ( )mD  はひずみ速度を用いて 

 e p
( ) ( ) ( ) ( ) ( )

e p
m m m m m



   D D D E E              (2.18) 

のように表される．いま，式(2.18)を基準時刻 0t から現時刻 t まで時間積分すると 

 
0

pe
( ) ( ) ( )( )

t

m m mt
d    D E E              (2.19) 

となる．ここで，
p

( )mE は次式で定義される塑性変形尺度であり，塑性ひずみ尺度 p
( )mE とは異なる． 

 
0

p

( )( ) ( )
t p

mm t
d 



 E E  ，
p p

( )( ) mm E E              (2.20) 

しかしながら， e
( )mD の積分形は完全に弾性ひずみ尺度 e

( )mE に一致する．このことは弾性ひずみおよび塑

性ひずみがそれぞれ可逆量および非可逆量であることを意味する．以上より，第2中間配置 ( )m を構成式

の参照配置に選ぶのが妥当であるといえる． 
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 本章では，全自由エネルギーの引数に内部変数として塑性ひずみ速度およびクレーズ密度を導入し，

これらに共役な熱力学的力を定義する．ここで内部変数とは，他の変数と同様に連続体の内部構造に起

因する巨視的な量であるが，他の巨視的変数と比べて巨視的エネルギーに対する寄与が小さい変数のこ

とである．内部変数の増加にともない状態の自由度が増加するため，釣合い方程式系を検証する必要が

ある．そこで，連続の式，力学的釣合い方程式，エネルギー方程式およびエントロピー不等式を，それ

ぞれ質量保存則，仮想仕事の原理，熱力学第 1 法則および熱力学第 2 法則に基づいて導出する．また，

仮想仕事の原理からは，運動方程式および角運動方程式とともに力学的境界条件も得られる．以上の手

続きは村上ら(1.80)(1.81)および小林ら(1.82)によるもに基づく．なお，本研究においては熱伝導現象は扱わな

いので，簡単のため，熱流束の項は省略する． 

 

3.1 熱力学的力の定義 

 構成式の参照配置である第 2 中間配置 ( )m において，全自由エネルギー の引数に内部変数として，

塑性ひずみ速度 ( )
p
mD およびクレーズ密度 を導入する． 

      ( ) ( )( , ; , )p
m m    E D                             (3.1) 

ただし，( )は非状態量を，( ) ( )m は配置 ( )m を参照した量を表している．また，セミコロン｢ ; ｣

の右側の引数は内部変数，左側は巨視的変数であり，それぞれ は温度， ( )mE は全ひずみである．

ここで，式(3.1)を物質時間微分すれば次式を得る． 

      
.

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ( ) ( )) )(( , , ; , ) ·  · ·p p P
m m m m m m m

p
mm m H Y H Y               E p T E M E T DE D M          (3.2) 

式(3.2)より熱力学的力は，次のように定義される． 

     

( )
( )

( )
( )

,

,

m
m

m p
m

Ψ Ψ
H

Ψ Ψ
Y





 
     


     

T
E

M
D



 
                              (3.3) 

ここで， H はエントロピー， ( )mT は Kirchhoff 応力， ( )mM は ( )
p
mD に共役な内力および Yは損傷共

役力である．また，(


)は変形こう配 F のヤコビアン : detJ  F を乗じた量であり，たとえば

( ) ( )m mJT T である．ただし， ( )mT は第 2 中間配置における Cauchy 応力である．  

 

3.2 連続の式 

 質量保存則は次式のように定式化される． 

    0
v

D
dv

Dt
                                    (3.4) 

ここで，  は現配置の密度， v は物質検査体積， dv は微小体積要素，また D Dt は物質時間微分

DA Dt A  を表す演算子である．式(3.4)の左辺に Reynolds の輸送定理: 



第３章 熱力学的力の定義と釣合い方程式                          35 

     div 
v v

D
Adv A A dv

Dt
   v                             (3.5) 

を適用し局所化すると次のような連続の式を得る．  

     div 0  v                                  (3.6) 

ここで， v は物質速度である．式(3.6)は通常の連続の式である． 

3.3 力学的釣合い方程式 

 内部変数の導入は，状態の自由度の増加を意味するため，この自由度すなわち変数の増加にともない

釣合い方程式系を検証する必要がある．そこで，式(3.3)で定義した内力に対する力学的釣合い方程式を

仮想仕事率の原理に基づいて導出する．この原理は，「外力(表面力および物体力)のなす仮想仕事率は，

内力のなす仮想仕事率に等しい．」と一般に述べられ，次のように定式化される． 

    s Bv v v
P da P dv Pdv


   

  
                              (3.7) 

ここで， v は体積 vを囲む物質検査面，da は微小面積要素である．また，A

は仮想量を表し， sP


， BP

お

よび P

は，それぞれ単位体積あたりの表面力のなす仮想仕事率，物体力のなす仮想仕事率および内力の

なす仮想仕事率である．これらの仮想仕事率はそれぞれ次のように表現できる． 

 sP  t v
 

                                    (3.8) 

 B b IP P P       f v v v
                                  (3.9) 

 
, p

P


  
E

T D


                                  (3.10) 

ここで，t は表面力， bP

は純粋な物体力  f のなす仮想仕事率， IP


は慣性力 vのなす仮想仕事率である．

また，内力のなす力学的仕事率いわゆるひずみエネルギーは等温過程における全自由エネルギーに等し

いことが知られている．さらに，内部変数理論によると，内部変数は巨視的な力学的仕事率には陽に現

れないので，内部変数も一定としている．このとき式(3.10)は以下のように書きかえられる[補足 C.1]． 

 
, p

P


  
E

T D


      

  ·( ) T L W
 

  

  ·(grad )  T v I w
 

 

        div divT     T v T v e T w
  

                        (3.11) 

ここで， L

およびW


は，それぞれ仮想速度こう配およびその反対称部分W の仮想量である．ま

た， w

は反対称テンソルW


に双対な軸性ベクトルである．ただし， ijk kj ie T  e T e である． 

 式(3.8)，式(3.9)および式(3.11)を仮想仕事率の原理の式(3.7)に代入して，さらに Gauss の発散定理を用

いると次式を得る． 

       div 0
v v

da dv


            t Tn v T f v v e T w
                 (3.12) 

ここで， nは微小面積要素の単位法線ベクトルである． 

 式(3.12)が任意の仮想量について成立するための条件として次のような関係式を得る． 
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( )n

t Tn                                     (3.13) 

  div 0  T f v                                (3.14) 

 0  e T                                                                        (3.15) 

式(3.13)は Cauchy の基本定理，式(3.14)は運動方程式および式(3.15)は角運動方程式である．なお，Cauchy

の基本定理は連続体の表面における通常の力学的境界条件である．また，運動方程式および角運動方程

式は通常の力学的釣合い方程式である． 

 

3.4 エネルギー方程式 

 熱力学の第 1 法則（エネルギー保存則）は，「系内の全エネルギーの時間変化は，単位時間あたりに系

になされる外力のなす仕事と系に供給される熱量の総和に等しい．」と述べられ，次式のように定式化で

きる． 

   0s b bv v v v

D
P da P dv Q dv K dv

Dt
 


       

                              (3.16) 

ここで， bQ は単位体積に供給される単位時間あたりの熱量であり， K は単位質量あたりの運動エネル

ギーである．ただし，簡単化のためここでは面積供給熱は省略する．また，は単位質量あたりの内部

エネルギーであり，内部変数によるエネルギーを含む．これらは次式のように与えることができる． 

 bQ r ，
1

2
K  v v                                                   (3.17) 

ここで， r は放射熱密度である． 

 ところで，力学的エネルギーの釣合い方程式は仮想仕事率の原理における仮想量を現実量に置換する

ことにより次式のように表せる． 

 0s bv v v v

D
P da P dv Kdv Pdv

Dt



                                                  (3.18) 

式(3.16)と式(3.18)で辺々を差し引きして，局所化すると次のようなエネルギー方程式を得る． 

   0r    T D
                                                              (3.19) 

式(3.19)は，通常のエネルギー方程式と同形式ではあるが，内部エネルギー速度が内部変数を含んだ形と

なっているところが通常とは異なる． 

 

3.5 エントロピー不等式 

 熱力学の第 2 法則はエントロピー増大則ともよばれ，「系内のエントロピーの時間変化は，系に供給さ

れるエントロピーよりも大きく，その差は内部エントロピー生成によって補われる．」と述べられ，次の

ように定式化される． 

 
[ ]

0
i

v v v

D r
dv dv dv

Dt

  


                                                      (3.20) 
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ここで，
[ ]i

 は内部エントロピー生成速度の密度，はエントロピー密度である．なお，簡単化のためこ

こでは面積供給熱は省略している． 

 式(3.20)を局所化すると次のようなエントロピー不等式を得る． 

 
[ ]

0
i r   


                                                                 (3.21) 

式(3.21)は通常のエントロピー不等式である． 
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 本章では，クレーズ依存性弾粘塑性構成式を導出する[補足 D.1]．まず，Clausius-Duhem の不等式を

Green-Zerna(1.85)の手法を介して保存部分と散逸部分に分離し，その保存部分から弾性構成式を導出する．

一方で最大散逸速度の原理(1.86)に基づいて散逸関数を塑性ポテンシャルとする流れ則の形で粘塑性構成

式が導出されるので，両者を組み合わせればクレーズが考慮された弾粘塑性構成式が得られる．最後に，

熱力学的制限を通じて熱力学的力の引数を制限する．以上の構成式(4.1)の導出および引数の制限の方法は，

村上ら(1.80)(1.80)および小林ら(1.82)によるものに基づく． 

 

4.1 Clausius-Duhem の不等式 

エネルギー方程式(3.19)を用いてエントロピー不等式(3.21)から供給熱の部分を消去し，中間配置 ( )m に戻せば，

Clausius-Duhemの不等式が次のように得られる． 

    
[ ]

0 ( ) ( ) 0
i

m mH U         T D
                        (4.1) 

ここで， は散逸関数， 0 ( )J  は初期配置における密度， H およびU

はそれぞれ 0H   お

よび 0U  
 

である．ここで，温度とエントロピーの独立-従属関係を逆にするために次のよう

な自由エネルギーを導入し，Legendre 変換を行う． 

     U H  
 

                              (4.2) 

式(4.2)を式(4.1)に代入すれば， 

      ( ) ( ) 0m mH       T D
                           (4.3) 

を得る． 

 一方，全自由エネルギーの散逸部分 d は散逸関数により次式のように定義される． 

          d d


                                                            (4.4) 

上式より散逸関数は次式のように書ける． 

          0d                                       (4.5) 

式(4.5)を式(4.3)に代入すれば，次式を得る． 

             ( ) ( )m mH       T D
                                              (4.6) 

一方，式(3.1)を物質時間微分することで 

      ( ) ( ) ( ) ( )
p

m m m mH Y        T D M D                               (4.7) 

が得られる．式(4.6)と式(4.7)を比較すれば，次式のように内部変数を陽に表示した

の表現が得られる． 

      ( ) ( )
p

m m Y     M D
                                    (4.8) 

式(4.8)を考慮すれば，式(4.1)は次のように書き直せる 

              ( ) ( ) ( ) ( )
e p

m m m mH        T D T D  
( ) ( ) 0p
m m Y   M D                                    (4.9) 

ここで，式(2.18)の弾・塑性分解を考慮している．さらに，状態量としての Gibbs 関数 G を Legendre

変換 

       G   ( ) ( )
e

m m  T E                              (4.10) 
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によって導入し，熱力学的ポテンシャルを からG へ変更することによって応力と弾性ひずみの間でそれらの役

割を逆転させる．その結果，式(4.9)は次式のようになる． 

        ( ) ( ) ( ) ( )
e p

m m m mG H       T E T D   
( ) ( ) 0p
m m Y   M D                           (4.11) 

 

4.2 保存部分に対する熱力学的制限 

式(4.11)において，可逆部分で力と速度の関係を逆転させたため，非可逆部分も同様に力と速

度の関係を逆転させると考えれば，式(4.11)より G の引数となる可能性のあるものは次のように

なる．   

   ( ) ( ) ( )( , , , , , , )m m mG G     T T M                           (4.12) 

全ての熱力学的力(構成量)の引数候補は，エントロピー不等式によって熱力学的制限が加えられるまでは，熱力

学的ポテンシャルの引数候補と同じ量を選ぶことができるという等存在の公理 (4.2)より，構成量の引数も熱

力学的ポテンシャル G と全く同様に以下のように選ぶ． 

    

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( , , , , , , )

( , , , , , , )

( , , , , , , )

( , , , , , , )

( , , , , , , )

m m m

e e
m m m m m

p p
m m m m m

m m m m m

m m m

H H

Y Y

   

   

   

   

   

 
 

 


 


 

T T M

E E T T M

D D T T M

M M T T M

T T M

   
   
   
   

     

                    (4.13) 

さらに，式(4.13)のクレーズ共役力 Yをその保存部分 cY と散逸部分 dY に，次のように分解する． 

 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( , , , , , , ) ( , , ) ( , , , )c d
m m m m m mY Y Y        T T M T T M                            (4.14) 

式(4.14)を考慮して式(4.12)を式(4.11)に代入し，鎖状則で展開すれば，次式を得る． 

    ( ) ( )

( )

e c
m m

m

G G G
H Y  

 

                       
E T

T
        

       ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( )( )

0d p p
m m m m m m

mm

G G G G
Y  



                
   

T M T D M D
MT

           
    (4.15) 

式(4.12)を考慮すれば，式(4.15)の  内における各項は各速度について線形であるから，不等式

(4.15)が常に成立するためには 

        0
G





 

，

( )

0
m

G


T
，

( )

0
m

G


M
， 0

G





 

                               (4.16) 

でなければならない．したがって，G の引数を 

        ( )( , , )mG G   T                                        (4.17) 

のように制限できる．また，式(4.15)の第 1～第 3 項の各速度についても線形となり，次のよう

な熱力学的関係を得る． 



42                                   第４章構成式の導出 

        
G

H



 


， ( )

( )

e
m

m

G
 


E

T
， c G

Y






                                (4.18) 

ここでは非平衡エントロピーは考えないものとし，式(4.18)よりエントロピー H と弾性ひずみ

( )
e
mE およびクレーズ共役力 cY の引数も 

        ( )( , , )mH H   T ， ( ) ( ) ( )( , , )e e
m m m E E T ， ( )( , , )c c

mY Y   T                   (4.19) 

のように制限される． 

 

4.3 散逸部分に対する熱力学的制限 

式(4.16)および式(4.18)を用いれば，式(4.15)において可逆部分は取り除かれる．このとき，散

逸仕事率のみが次のように残る． 

      ( ) ( ) ( ) ( ) 0p p d
m m m m Y      T D M D                                     (4.20) 

なお，式(4.15)の両辺に 1J  を乗じている．ここで，Kirchhoff 応力を偏差部分と等方部分に分解

すると式(4.20)は次のように書き直される． 

         ( ) ( ) 3p p
m m m m

'    T D 
( ) ( ) 3 0p p d
m m m m

' Y      M D                                         (4.21) 

なお， ( )mM の等方部分を m   ( )tr / 3mM にて表している． 散逸関数の引数も等存在の公理にしたがって，式

(4.12)と同様に選んでおく．その際，第 2 中間配置 ( )m における Kirchhoff 応力を同配置における偏差 Kirchhoff

応力と静水圧応力に置き換えておく． 

       ( ) ( ) ( )( , , , , , , , , , )m m m m m m           T T M                                     (4.22) 

構成式の散逸部分は，非可逆過程の進むべき方向を定めた最大散逸速度の原理(1.86)によって決定される．

これは，「閉じた系におけるエントロピーは，可能な最短経路を通って最大エントロピー状態に近づく．」

というものである．この原理は，式(4.20)の散逸関数に対する次式のような汎関数I に極値解を与えるこ

とで定式化できる． 

          ( ) ( ) ( ) ( ) 3 3p p p p d
m m m m m m m mv

' 'I + Y            T D M D         

                      ( ) ( ) ( ) ( ) 3 3p p p p d
m m m m m m m m

' ' + Y dv               
T D M D

                         (4.23) 

ここで式(4.20)を付帯条件としておりは，

はLagrangeの未定乗数である．また汎関数 I の引数も散逸

関数と同様に, まず,  

       ( ) ( ) ( )( , , , , , , , , , )m m m m m mI I          T T M                       (4.24) 

とおいておく．式(4.23)の第１変分を求め，さらに散逸関数 を鎖状則で展開して次式を得る． 

             ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )

1 1 1p p p
m m m m m mv

m m m

' 'I - - -
            



                                       
 D T D M

T M

           

                       1 1p d
m m

m

'- Y -
       
 

            
     

   
 


 

               ( )

( )

m m
mm

- - - - - dv
             
  

           
T

T

        
        (4.25) 
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汎関数の極値条件 0I  が任意の変分に対して常に成立するためには, 各変分の係数が零でなければな

らない．したがって，本原理の極値解として 

     0







， 0







 
， 0








，

( )

0
m




T
， 0

m






 

                            (4.26) 

    
1

dY
 











                                      (4.27) 

         ( ) ( )
( ) ( )

,
1 1

p p
m m

m m

' '   
 

 
 

   
D D

T M

 
                                        (4.28) 

          ,
1 1

p p
m m

m m

    
  
 

 
  

 
                                           (4.29) 

を得る．式(4.26)に従えは， の引数を次のように制限でききる． 

             ( ) ( )( , , , , )m m m m      T M                                                   (4.30) 

また，式(4.27)～式(4.30)より各構成量の引数も        

         ( ) ( )( , , , , )d d
m m m mY Y     T M                                      (4.31) 

         ( )
p
m
D                                                         (4.32) 

        p
m                                                          (4.33) 

のように制限できる． 

 

4.4 速度形弾性構成式 

弾性ひずみの構成式を式(4.18)から得るために， G をその引数が作る基本不変量の多項式で表 

現することを考える．引数である ( )mT は 2 階の対称テンソルであるから，それに対する基本不変

量は，Cayley-Hamilton の定理より次の 3 個となる． 

      1 ( )trT mI  T ， 2
2 ( )trT mI  T ， 3

3 ( )trT mI  T                                       (4.34) 

ここで，一般的なPPの引張試験の結果から，金属材料と同様に弾性変形は微小で，塑性変形は有限であ

ると仮定している．したがって，弾性構成式は線形でなければならず，式(4.34)においては 3TI が不要と

なる．この結果，G の引数は次のように不変量で置きかえることができる． 

     1 2( , , )T TG G I I                                               (4.35) 

式(4.35)を式(4.18)に代入すれば 

     1 2
( ) 1 2 ( )

1 2( ) ( )

2e T T
m m

T Tm m

I IG G
a a

I I

  
    

  
E I T

T T


                                 (4.36) 

となる．ここで係数 1a および 2a は 

     
1 1 1 2

1

2 2 1 2
2

( , , )

( , , )

T T
T

T T
T

G
a a I I

I

G
a a I I

I





     
   
 

                                        (4.37) 

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( , , , , )

( , , , , )

p p
m m m m m m
p p
m m m m m m

  
  

 

 

  
  

D D T M

D D T M


    

( ) ( )

( ) ( )

( , , , , )

( , , , , )

p p
m m m m m m
p p
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T M
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である．式(4.37)から明らかなように，これら2つの係数は不変量の関数であるから，構成式(4.36)は線

形にならない．そこで， 0  ， ( ) 0m T を基準状態とし，このとき弾性ひずみが零になるとして式(4.37)

をこの基準状態の近傍で展開すると次式のようになる． 

     
 
 

1 10 11 0 12 ( )

2 20 21 0 22 ( )

tr

tr
m

m

a a a a

a a a a

 
 

       
      

T

T


                                     (4.38) 

ここで， 10a および 20a は定数である．式(4.38)を式(4.36)に代入したとき，この構成式が線形となり，し

かも ( ) 0m T のとき ( ) 0e
m E とならねばならないことを考慮すれば，式(4.38)中の各係数は 

10 13 21 22 230, 0a a a a a                                               (4.39) 

のようになる．式(4.39)を式(4.38)に代入した結果を式(4.36)に適用すれば次式を得る． 

      e
( ) 11 0 12 ( ) 20 ( )( ) (tr ) 2m m ma a a    E T I T    

       0 ( ) ( )

1
( ) (tr )m mE E

       I T I T                                      (4.40) 

ここでは熱膨張係数，Eは損傷情報を含む縦弾性係数である．さらに ( ) ( )m mJT T を考慮すれば式(4.40)

は，まだ非線形であることがわかる．いま，変形こう配を変位こう配で表現すると 

  


 


u
F I

X
                                (4.41) 

となるから， J は 

  det 1 O | |J


  
 




u
F

X
                            (4.42) 

と表現できる．したがって，| | u X の１次以上の項を無視することによって式(4.40)を完全に線形化で

きる．すなわち，式(4.40)におけるKirchhoff応力をCauchy応力に置きかえることができ， 

  e
( ) 0 ( ) ( )( ) (tr

1
)m m mEE

       E I T I T                       (4.43) 

となり，これは通常の熱弾性構成式である．さらにLemaitreによれば，上式(4.43)における損傷情報を含

む縦弾性係数Eは，損傷情報を含まない一定縦弾性係数E0を用いて，次式のように書き表すことができる． 

  0(1 )E E                                   (4.44) 

式(4.44)を考慮すれば，式(4.43)は次式のように書き改められる． 

  e
( ) ( ) ( ) 0

0 0

1 1
(tr ) ( )

1m m mE E

    

      

   
E T T I I                    (4.45) 

ここで，式(4.43)を，式(4.45)のようにE0で表される形に改めたのは，数値解析に構成式を適用する際に，

値の入手が可能である一定縦弾性係数 0E で記述されている方が都合が良いからである．ここで，簡単化

のため等温過程を想定して，上式(4.45)において温度に影響する項を無視したうえで物質時間微分し，応

力とひずみの逆関係を求め，さらに現配置へ回転させれば，次式のような共回転速度で表現されたクレ

ーズ依存性を考慮した速度形弾性構成式が得られる． 
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  1 :
1

e e 



  


T C D T


                          (4.46) 

ここで， :e eC D  e e
ijkl kl i jC D e e であり，4 階の弾性係数テンソル eC の成分は次式にて与えられる． 

          2e
ijkl ij kl ik jlC                                                                             (4.47) 

なお，  および  は初期状態( 0  )における Lamé 定数であり，(


)は共回転速度である．  

 

4.5 粘塑性構成式 

  ここでは，村上ら(1.80)(1.81)によって提案された粘塑性尖り点モデルの構築方法に基づき，非共軸粘塑性

構成式の偏差部分に対する導出過程を紹介する．式(4.28)から粘塑性構成式を得るために，散逸関数 を

その引数 ( )mT と ( )mM が作るスカラ不変量の多項式で表現すると次式のようになる． 

  2 2 2, ,a bJ J J                                 (4.48) 

ただし，スカラ不変量 2J ， 2aJ および 2bJ を次式のように定義する． 

     
2

2 ( )

2 ( ) ( )

2
2 ( )

tr

tr

tr

m

a m m

b m

J

J

J


  
 

T

T M

M

                                (4.49) 

なお，Chakrabaritiらによれば，2個の対称テンソルが作る不変量は式(4.49)の他に次のようなものが存在

する． 

       3
( )tr mT ， 2

( )tr mM ，  2
( ) ( )tr m m T M ，  2

( ) ( )tr m m T M  

さて，式(4.28)に式(4.49)を代入して次式を得る． 

     2 22
( )

2 ( ) 2 ( ) 2 ( )1
p a b
m

m a m b m

J JJ'
J J J

   


    
             

D
T T T


  

     1 ( ) 2 ( )m m   T M                                                        (4.50) 

      2 22
( )

2 ( ) 2 ( ) 2 ( )1
p a b
m

m a m b m

J JJ'
J J J

   


    
             

D
M M M


   

        2 ( ) 3 ( )m m   T M                                                          (4.51) 

ただし，各係数は次式にて定義される． 
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2
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J

J
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                                                            (4.52) 

次に式(4.50)と式(4.51)から ( )mM を消去すれば， 
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        ( ) 1 ( ) 2 ( )
p p
m m m
' '  D T D                                                          (4.53) 

       
2

2
1 1

3


 


 

  
 

， 2
2

3





                                                          (4.54) 

となる．式(4.53)を物質時間微分し， ( )
p
m
'D について整理すれば， 

      ( ) 1 ( ) 1 ( ) 2 ( )
2

1

1
p p
m m m m
' '  


   


D T T D  


                                            (4.55) 

と書ける．式(4.55)を式(4.53)に代入すれば， 

     
2

1 2 1 2 2
( ) 1 ( ) ( ) ( )

2 2 21 1 1
p p
m m m m
' '    


  

 
        

D T T D
  
  

                                              (4.56) 

となる．同様の操作をn階微分まで繰り返せば，式(4.56)は次のように記述される． 

    
[ ]

[ 1]

( ) 0 ( ) 1 ( ) 2 ( ) 1 ( ) ( )

n
n

p p
m m m m n m n m
'     




          D T T T T D                                         (4.57) 

ここで，
[ ]n

Aは Aのn次導関数であり， n はその係数である． 

式(4.50)と式(4.57)を比較すれば， ( )mM は次式のように書ける． 

     
[ ]

[ 1]

( ) 0 1 ( ) 1 ( ) 2 ( ) 1 ( ) ( )
2

1
n

n
p

m m m m n m n m     






              
  

M T T T T D                              (4.58) 

式(4.57)においては，右辺の各項において第1項が平均量，第2項以降が変動量に対応しているとみなせる

ため，第2項以降は第1項に比べて小さいと考えられる．特に ( )
p
m
'D のｎ階微分項は十分小さく無視できる．

また，応力速度が時間に対して急変しない問題を扱うとすれば，応力の2階以上の高次導関数も十分小さ

いとして無視できる．以上より，次式のような非共軸粘塑性構成式が得られる． 

     ( ) 0 ( ) 1 ( )
p
m m m
'    D T T                                                                   (4.59) 

また，式(4.58)は次のように書き改められる． 

       ( ) 0 1 ( ) 1 ( )
2

1
m m m  


    M T T                                                          (4.60) 

このように，粘塑性ひずみ速度テンソルとそれに共役な内力による散逸仕事率を考慮した本熱・力学的

理論では，粘塑性構成式は必然的に非共軸性を有することになる．その非共軸性は材料のひずみ速度依

存性に由来している．また，式(4.59)は非共軸であるにもかかわらず，散逸関数を塑性ポテンシャルとす

る流れ則に基づいている．なお，新たな内力 ( )mM は，応力 ( )mT と応力速度 ( )mT で式(4.60)のように関係づ

けられているので，巨視的な力学的釣合い方程式系と構成式で，基礎方程式系は閉じた系となる．式(4.59)

および式(4.60)を現配置に戻せば， 

        0 1
p''  


  D T T                                                        (4.61) 

         0 1 1
2

1   


      
 

M T T                                                    (4.62) 

となる．さらに式(4.61)は次のように書き改められる． 

     1

0 0

1 p'' 
 


  T D T                                                                   (4.63) 
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ところで，粘性流体の構成式は， 

     1 2tr 2p     T I D I D                                                                 (4.64) 

と表せる．ここで，p ， 1 ， 2 はそれぞれ静水圧，第 1 粘性係数，せん断粘性係数である．式(4.63)

の右辺第 1項
0

1 p''


D が式(4.64)の右辺 3項に対応する粘性項である．そして，式(4.63)の
0

1


が式(4.64)

の粘性係数 2 に対応する．したがって，本粘塑性構成式(4.61)は塑性変形速度に依存する粘性効果を表現できる． 

さて，式(4.61)および式(4.62)において，図4.1に示すように p''D および M を偏差応力方向とそれに垂直な方向

に直交分解すれば，両式は次のように書き直せる． 

     1 2
p' a a




 
     

 
D T T T


                                              (4.65) 

       3 2a a



 
      

 
M T T T


                                                                 (4.66) 

ここで， 

      1 0 2 2 1 3 0 1 2
2

,
1

,a a a a a
    
  

     
 

                               (4.67) 

である．また，相当応力および相当応力速度は，それぞれ 

     

3

2

3

2




 


   



   

T T

T T
                                            (4.68) 

と定義される．式(4.65)は流れ則を表す式(4.28)から得られたものであるから， p'D は必ず散逸曲面の法

線方向を向く(図4.2)．以上より， p'D は散逸曲面に対する法線則を満たし，かつ非共軸性を有する

ことより，散逸曲面には尖り角  で表される尖り点が形成され， p'D の向きは尖り点を中心とする円

錐の母線方向となる．この場合，尖り角  と応力-塑性変形速度のなす角 の間には， 

 / 2                                      (4.69) 

という関係が成り立つ．また，応力-応力速度のなす角 は次式のように定義される． 

 cos


 

 

    


T T

T T T T

                              (4.70) 

さらに，3 2


  T T  となることを考慮して，式(4.68)を式(4.70)に代入すれば， 

 

2a



 
  

 
T T


 

p'D  

Fig.4.1 Orthogonal decomposition of p'D Fig.4.2 Vertex on dissipation surface 

p'D  


T  

T


  

  

1a T  
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 cos /                                                                         (4.71) 

となる．以上をふまえ，式(4.65)を以下のような尖り点構成式として一般化する． 

  (cos ) (sin )p p      mD l                                                     (4.72) 

ここで，応力方向テンソル m ，および応力に垂直な方向テンソル l はそれぞれ， 

 

3

2

3 1

2 sin




 



   

         

T
m

l T T




                                                      (4.73) 

と定義される．また，相当粘塑性ひずみ速度 p (= p )は 

 p 2

3
p p   D D                                                               (4.74) 

である．式(4.72)において， p =0のとき， 0p D となるため．負荷から弾性除荷への構成式の連続的な

遷移が可能となる．したがって，除荷・負荷判定は不要である．また，流れ則に基づいているため，非

比例負荷状態への適用も可能である．さらに式(4.72)において， p は実験により同定されるひずみ速度

硬化則から決定されるため，未知係数は応力-塑性変形速度 のみになる．したがって，本理論は従来の

コーナ理論と比較して材料定数の数が少なく同定も容易である． 

 一方，変形理論による非共軸構成式: 

 
p3 3 1

2 2
p

sH

 
 

       
 

D T T T
 

                                                  (4.75) 

の両辺を自乗すれば， 

  
2

p p2 2 22 1

sH
   

 
   

 
                                                         (4.76) 

となり，両辺の大きさが一致しない．ここで， 

 
psH



                                                                       (4.77) 

である．コーナ理論による構成式においても，両辺の大きさは一致しない．したがって従来の非共軸構

成式は数学的に矛盾していることがわかる．また p =0のとき，変形理論あるいはコーナ理論においても

割線係数 sH の存在により 0p D となるため，負荷から弾性除荷への構成式の連続的な遷移は不可能で

あり，除荷・負荷判定が必要になる．さらに，流れ則に基づいていないため非比例負荷状態への適用も

不可能である．これに対してここで得られた構成式(4.72)にはこのような数学的矛盾は存在しない． 

 ここで，式(4.72)は2つの未知係数 cos および sin を含む．そこで，次のような仮定に基づいて sin を

角 の簡単な関数で表し，構成式の具体化を試みる．図4.3より，0 / 2    では， pD が

T に引っ張

られ， は単調増加し， / 2   では max  ， max  となる．また， / 2 n    では pD は

T と

は逆方向に引っ張られ， は単調減少する．材料のひずみ速度感度が小さいほどせん断帯形成が早まる

ことも考慮すれば，非共軸パラメータkを用いて sin を次のようにモデル化できる． 
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 sin ( )sink m                                                                 (4.78) 

 
1 2

2

1 3 2 2

sin for 0
2( )

tanh ( ) 1 for

( )

[ { } ]

m
p m p

pk m

p p m p p m

  

    

                                  (4.79) 

ここで， 1p はひずみ速度感度指数m に対する sin の最大値， 2p はそのときのひずみ速度感度指数であ

り， 3p は 2m p において k が零に漸近する速度を支配するパラメータである．式(4.79)は，構成式の非

共軸性はポリマのようにmが大きい場合には小さく，金属のようにmが小さい場合には大きいが，mが

完全に零の理想状態においては消失するということを表現したものである．式(4.79)における各係数の値

を  1 sin 8p   ， 2p  0.0001，および 3p  10 として図示すれば図 4.4 のようになる．これらの値は繰

り返し数値解析を行うことによって試行錯誤的に決定されたものである(1.81)．  

式(4.78)より，式(4.72)は次式のように具体化される． 

 
p p

23 3
1 ( ( )sin )

2 2
p k m k

 
 

        
 

D T T T
 




                                  (4.80) 

ここで，粘塑性構成式の等方部分は，次式のように表すことができる． 

 p p
m md                                                                          (4.81) 

さらに全粘塑性変形速度は偏差部分と等方部分の和として, p p p
md D D I と表されるので本来ならば

式(4.80)と式(4.81)より非共軸粘塑性構成式は 

 
p p3 3

cos
2 2

p p
mk

  
 

 
      

 
D T T T I







                                        (4.82) 

とされるべきであるが，粘塑性変形速度の偏差部分は等方部分よりはるかに大きいことが実験から知ら

れているので，以降では式(4.80)で示されるような粘塑性変形速度の偏差部分をもって全粘塑性変形速度 
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とする．よって全粘塑性変形速度は次のように書ける． 

        
p p3 3

cos
2 2

p k
 






 
     

 
D T T T

 




                                             (4.83) 

 

4.6 弾粘塑性構成式 

 全変形速度は弾性部分と粘塑性部分の和によって次のように表される． 

 e p D D D                                                                    (4.84) 

したがって，弾粘塑性構成式は 

 e e:(1 )
1






  


T C D T


  

    e(1 ) :
1

p 


  


DC D T


                                                   (4.85) 

と書ける．式(4.85)に式(4.83)を代入し，指標表示すれば， 

 
p p

e 3 3 3
(1 ) (1 ) (cos ) 2 (1 )

2 2
2

2 1
ij ijijkl kl ij ij ijC D TT k T T T

       
 




  
       





 



 



     (4.86) 

となる．ここで応力速度の偏差部分を，全応力速度および応力速度の静水圧部分で表現する． 

 
1

3
ij ij jm imT T T 

  

    

     1 1
1 )(3 2

3 1 3ij kl kl nn ijijT D T
     




 


 


                                   (4.87) 

式(4.86)に応力方向テンソル ijm  を内積すれば 

 p3 (1 ) 3 (1 ) (cos )
1k

kl
lD

T        


    


                                      (4.88) 

となる．さらに，式(4.86)に式(4.87)，(4.88)を代入すると 

        
p

e(1 ) 3 (1 ) (cos )ij ijkl kl ijT C D T
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      (4.89) 

となり，応力速度の項についてまとめると次のようになる． 
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         (4.90) 

したがって，クレーズ依存性を考慮した弾粘塑性構成式が次のような表現で得られる． 
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                                             (4.91) 
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                            (4.92) 

変形理論による弾粘塑性構成式では，式(4.91)中の cos が1，また式(4.92)における4階のテンソル vC  中

の pk   が1 sH  となっている．変形理論では，この1 sH が原因で p 0   の場合，構成式が弾性構成

式に帰着しない．すなわち負荷から除荷への遷移が連続的に表現できない．一方，本理論では p 0  の

場合，構成式は弾性構成式に帰着するため，負荷から除荷への遷移が連続的に表現でき，除荷・負荷判

定が不要になる． 

 

4.7 熱力学的ポテンシャルと熱力学的力の関係 

中間配置 ( )m に戻した構成式(4.91)および式(4.60)を散逸関数の表式(4.21)に代入すれば， 
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     3 3p p d
m m m m Y          

    1 2( , ) ( , )p pf f         3 3p p d
m m m m Y                                      (4.93) 

のように散逸関数 をスカラ量のみで表すことができる．ここで，式(4.68)2 および / cos    を

考慮している．さらに，散逸関数が全自由エネルギー速度の散逸部分 d に等しいことを考慮す

れば，負荷過程のみを対象とした場合の d の全微分 dd は式(4.93)より 

           1 2( , ) ( , )d p pd f d f d          3 3p p d
m m m md d Y d                                     (4.94)                   

のようになる．これより，熱力学的ポテンシャル d と熱力学的力 , , ,m m    および dY の関数形は，次のよう

に制限される． 
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                                                   (4.95) 
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 本章では，村上ら(1.81)によるひずみ速度硬化則に静水圧依存性を導入する．まず，ひずみ速度硬化則

の引数を制限することで，熱力学的理論体系に矛盾することなくひずみ速度硬化則の引数に静水圧応力

を導入する．次に，村上らによるひずみ速度硬化則を利用しながらも，応力一定部分を表現する係数に

静水圧依存性を導入し，単軸引張と単軸圧縮とで異なる真応力-真ひずみ関係を再現できることを確認す

る．なお，本研究における静水圧依存性は，単軸引張における真応力-真ひずみ関係と単軸圧縮における

それとの差を表現するためだけに最も簡単な形で導入することとし，純粋せん断，等 2 軸引張および等

2 軸圧縮の再現は今後の課題としたい． 

 

5.1  硬化則の引数の制限 

 塑性平均垂直ひずみ p
m について式(4.95)4を解けば，次式を得る． 

    ( , , , , )p p p p p
m m m m                                                                  (5.1) 

ここで，式(5.1)を式(4.95)2に代入すれば， 

    ( , , , , )p p p
m m                                                                   (5.2) 

のようになる．式(5.2)を p について解けば，次のようになる． 

    ( , , , , )p p p p
m m                                                                   (5.3) 

いま，擬似無損傷配置で議論していることを考慮すれば，上式で を無視することができる．さらに，

4 章と同様に p
m の依存性を無視すれば，相当塑性ひずみ速度の引数は次にように表現できる． 

       ( , , )p p p
m                                                                     (5.4) 

  ポリマの力学的応答に静水圧依存性があることは良く知られており，Sanomura(1.79)の実験によれば，

単軸引張試験で得られる真応力-真ひずみ関係は単軸圧縮試験で得られるそれと大きく異なり，真ひずみ

0.1 において単軸圧縮における応力が単軸引張におけるそれに比べて 40%の大きい(図 5.1)．このような

静水圧依存性を熱力学的理論体系に矛盾することなく導入できることを式(5.4)は示している． 
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5.2  静水圧依存形ひずみ速度硬化則の具体化 

 村上らによる Pan-Rice(5.1) 形のひずみ速度硬化則を，式(5.4)における引数に含まれる静水圧応力を利

用して，次のように静水圧依存性に拡張する． 

      
1

( )

m

p
r pg

 


 
  

 
                                                                 (5.5) 

       0 1 2 e 3( ) tanh( ) ( ) (exp exp )p p p p
r m h hg k k k H k                                   (5.6) 

ここで r は参照ひずみ速度， h は再硬化ひずみ， r は参照応力， 2r yk   は p
r   のときの初期降伏

応力であり， g は流れ応力である．また， 0k ， 1k ， 2k および 3k は無次元材料定数であり， ( )eH x は単

位ステップ関数である．本研究では，流れ応力の静水圧依存性を最も簡単な次の形で表現する．       

         2 2 4 51 tanhm mk k k k                                                         (5.7) 

ここで， 2k ， 4k および 5k は無次元材料定数であり， 4 0k  のときには村上らの流れ則に一致する．式(5.6)

および式(5.7)において， 0k  1.0， 1k  100， 2k  1.85， 3k  2.37， 4k  0， r  11.0MPa および h  0.175

としたときの流れ応力の曲線を図 5.2 に示す．なお，高純度 PP では降伏直後に球晶が破壊するため，ひ

ずみ軟化が起こるが，構造材料として広く用いられているゴムを添加した PP の場合には降伏後にも球

晶が完全には破壊されないため，図 5.2 のように降伏後から再硬化まではレベル応力[補足 E.1]になるも

のとしてモデル化している．一般に，塑性変形は，弾性限界(elastic limit)後も継続して変形を与えた場合

に生じるものとして知られており，塑性変形が開始した後に除荷すれば塑性ひずみが残留する．なお，

比例限界(proportional limit)は弾性限界と同じかそれより狭い範囲の，Hooke の法則に従う領域の限界の

ことである．また，降伏点は，ひずみが増加し続けているにもかかわらず応力が低下し始める点のこと

であり，塑性変形開始後に見られる．これらをまとめれば図 5.3(a)のようになる．一方で本論文におい

ては同図(b)に示すように，図 5.2 の流れ応力において弾性限界を比例限界と等しいとしたうえで，数値

解析を安定的に進めることを目的に降伏点も弾性限界に等しいとしている．弾性限界に等しい降伏点に

おいて塑性変形が開始するとしているので，本論文では弾性限界後においてクレーズ発生条件式に従っ 
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てクレーズが発生するものとする．なお，クレーズ発生条件式は 6.4 節にて提案する． 

  実現象では，図 5.3(a)の降伏点(引張強さ)より前でクレーズ発生が開始するので，降伏と同時にクレー

ズが発生するとしている本モデルは実際と不整合のように感じられる．しかしながら，本モデルにおけ

る降伏点は同図(b)のように比例限であるため，引張強さを迎える前にクレーズ発生が開始するので，そ

の意味で実現象に整合していると言える． 

 また，式(5.7)の定数 2k は p
r   のときの単軸引張における初期降伏応力 2

tension
y rk  を表現し，定数

4k は単軸圧縮における初期降伏応力の単軸引張のそれに対する増加分を  4 2 42 2tension
y r rk k k     に

より示している．また， m  は応力三軸度という無次元数として知られており，単軸引張では

1 3m   であり，単軸圧縮では 1 3m    となる．関数  2 mk  と m  の関係を図 5.4 に示す． 

  式(5.7)における各係数を， 2 1.0k  ， 4 0.685k  および 5 10k   とした場合， 2 1.0k  ， 4 0.685k  およ

び 5 4k   とした場合，さらに 2 1.0k  ， 4 1.0k  および 5 10k   とした場合の  2 mk  を図示すれば，図 
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5.5 のようになる．図 5.5 から，係数 4k は単軸引張状態に対する単軸圧縮状態における  2 mk  の増分を

示しており，係数 5k が単軸引張状態から単軸圧縮状態までの  2 mk  の増加の鋭さを表現していることが

わかる． 

 さらに，縦弾性係数を 2200 MPa とし，式(5.5)，式(5.6)および式(5.7)の材料定数を 0.04m  , 1.0r  1s , 

r  11.1 MPa, 0 2.2k  , 1 57k  , 2 1.0k  , 3 2.37k  , 4 0.685k  , 5 10k   および 0.175h  として真応

力-真ひずみ関係を p
r   の条件で図示すれば図 5.6 のようになる．図 5.4 の実線は単軸引張状態におけ

る真応力-真ひずみ曲線で，点線は単軸圧縮状態におけるそれであるが，単軸引張の曲線と比較するため

に単軸圧縮の応力を正の値で示している．図 5.6 において単軸圧縮の応力履歴が単軸引張のそれに比べ

て高い値で推移していることから，式(5.5)，式(5.6)および式(5.7)により単軸引張と単軸圧縮についての

静水圧依存性が考慮できるといえる．なお，本研究における静水圧依存性は，図 5.6 に示すような単軸

引張と単軸圧縮の差を表現することを目的に最も簡単な形で導入されている．純粋せん断，等 2 軸引張

および等 2 軸圧縮の再現を目的とした更なる高精度化は，今後の課題としたい． 
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 本章では，クレーズ挙動のモデリングを行う．まず，熱力学的議論を通じて制限されたクレーズ速度

の引数のうち，クレーズの発生および伝ぱが相当塑性ひずみの増加と塑性平均垂直ひずみの増加にとも

ない進展すること，および配向硬化にともないクレーズが停止することに基づいて重要な引数として相

当塑性ひずみ，相当塑性ひずみ速度，クレーズ密度，塑性平均垂直ひずみの速度をクレーズ発展式の引

数に選び，クレーズ発展式を構築する．このとき，クレーズの体積分率と面積分率の関係について言及

し，両分率を関係づける式も提案する．さらに，クレーズ伝ぱ項の係数の相当塑性ひずみ速度依存性と

相当塑性ひずみ依存性を関数で表現する．一方で，塑性平均垂直ひずみの発展式の関数形を，ボイドを

有する立方体ポリマブロックにより決定し，その係数を同定する．さらに，クレーズ発生の条件式にひ

ずみ速度依存性を導入する．最後に，クレーズ発展式を広ひずみ速度域に対応すべく拡張する． 

 

6.1 クレーズ発展式の表現 

クレーズ密度にエネルギー共役な dY の関数形を について解けば，式(4.95)6より の引数は以下の

ように表現できる． 

    ( , , , , )p p p p d
m m Y                                                                  (6.1) 

式(6.1)の物質時間微分をとれば， 

  ( , , , , , , , )p p p p p p d d
m m m Y Y                                                              (6.2) 

となる．式(6.2)の dY に式(4.95)6を適用すれば， の関数形は 

  ( , , , , , , , )p p p p p p d
m m m Y                                                                 (6.3) 

のように決まる．このうち，クレーズ密度の発展に大きく寄与すると考えられる引数を残すと次式の

ようになる． 

  ( , , , )p p p
m                                                                       (6.4) 

ここで，北川・川越(6.1)は，実験および観察を通じてクレーズの連続的な発生と成長はポリマの塑性変形

と関連があるとしている．また，古口・堀(1.21)はクレーズは塑性変形の一種であるとしており，井上・

山本(1.5)はクレーズが非弾性変形すなわち塑性変形の進行とともに生じているとしている．よって，クレ

ーズの発生および成長は，相当塑性ひずみ p の増加にともない生じると考えるのが妥当である．一方で

クレーズはフィブリルとボイドで構成されていることから，ボイドが塑性平均垂直ひずみの増加にとも

ない成長することを考慮すれば，クレーズの等方成長は塑性平均垂直ひずみ p
m の増加にともない生じる

と考えることができる．以上の考察に基づき，式(6.4)の引数によりクレーズ発展式を表現すれば，次の

ような形になる． 

 ˆ ( , ) ( )p p p p
pr ig mC C                                                              (6.5) 
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ただし， ̂ はクレーズの体積分率であり，面積分率 と 3 2̂  の関係がある[補足 F.1]．なお本研究

では，簡単のため 1  とする．式(6.5)の右辺第 1 項は，クレーズ密度の増加が塑性ひずみ p の増加に

ともない生じることを表しており，クレーズ伝ぱ項と呼ぶ．一方で右辺第 2 項は，塑性平均垂直ひずみ p
m

の増加に起因して生じるクレーズ密度の増加を表しており，クレーズの等方成長項と呼ぶ．クレーズの

伝ぱ項および等方成長項における係数 prC および igC は， p および p
m の増加に対するクレーズ密度の増

加率をそれぞれ表現している．なお， は Macauley の括弧である． 

 ここで，2 章では p
m が p に比べて十分小さいとして p

m を無視した．しかし式(6.5)においては， p と

p
m の各項に異なる係数が存在するので，両項の大きさを単純には比較できないこと，ならびに p

m がボ

イドを有するクレーズの等方成長に必ず寄与することから，一つの式中に p と p
m を共存させている． 

 なお，引張負荷を加えた後に除荷し，その後さらに圧縮負荷を与えるような特別な条件においては，

引張りによって生じたクレーズ中のボイドが圧縮過程で潰れる影響により，クレーズ密度が減少するこ

ともありうる．また，ボイド部分が完全に潰れてしまえば，圧潰にともない材料の再硬化が始まること

も考えられる．ただし，負の静水圧が作用する条件ではクレーズは発生しない．このような圧縮状態に

対する精密化は今後の課題とするが，このような力学的条件が生じることはまれであるから，本節にお

けるクレーズのモデル化で十分であるといえる． 

 

6.2 クレーズ発展式の具体化 

 北川・川越(1.7)は，高ひずみ速度で変形した場合には，クレーズ先端に塑性域が形成されることでクレ

ージングが阻止されるとしている．このことから，クレーズの進展は低ひずみ速度ほど大きいと考えら

れ，クレーズ進展にひずみ速度依存性があるといえる．一方で，小口・堀(1.21)(6.2)(1.8)は分子鎖配向領域で

はクレーズの成長が停止していることを報告している．塑性変形の進展にともない分子鎖が配向するこ

とを考慮すれば，クレーズの成長停止は塑性ひずみに依存すると考えられる．そこで，式(6.4)中の引数

から相当塑性ひずみ p および相当塑性ひずみ速度 p を選び，式(6.5)のクレーズの伝ぱ項における係数

prC が p と p に依存することを関数  ,p pf   および係数 A を用いれば，次のように表現できる． 

 ,p p
prC Af                                                                     (6.6) 

次に，クレーズ進展のひずみ速度依存性およびクレーズの成長停止という 2 つの特徴を表現するために，関数

 p p,f   を零から1の値をとる2つの関数 1f および 2f の積で表現し，以下のように具体化する． 

     
     

 

p p p p
1 2

p
1 1 2

p p
2 3 c

,

1
1 tanh ln

2
1

( ) 1 tanh ( )
2

p
r

f f f

f D D

f D

   

  

  


 


       
       

 

                                                              (6.7) 

ここで， 1D ， 2D および 3D は無次元係数である． 
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 関数 1f は，クレーズの進展が低ひずみ速度ほど大きいというひずみ速度依存性を考慮し，かつ比較的

低ひずみ速度において広範囲でクレーズ発生を再現するために，塑性ひずみ速度の対数関数の双曲線正

接関数によって表現している．なお，衝撃破壊が生じる時のような高ひずみ速度領域におけるクレーズ

のひずみ速度依存性も含めたクレーズ挙動に対するモデル化は，6.5 節で行う．また，塑性発熱に起因す

る軟化と高ひずみ速度による硬化というような温度依存性とひずみ速度依存性の相互作用を考慮したモ

デル化については今後の課題にしたい．いま， 11r s  として， 1f と塑性ひずみ速度の関係を図 6.1 に

示す．この図を見ると， 1D の値が大きいほどひずみ速度依存性が強くなり， 1 1D  (太線)に比べて

1 2D  (細線)の方が p 1  の付近で急激に 1f の値が 1 から零に変化している．また， 2 0D  (太線)と

2 1D  (破線)を比較すれば， 2D が大きいほど曲線が右側すなわち高ひずみ速度側にシフトすることがわ

かる． 

  一方で関数 2f は，分子鎖配向領域ではクレーズの成長が停止しているという特徴を考慮して，塑性ひ

ずみの双曲線正接関数で表現している．なお， c は成長停止ひずみである．ここで， c 0.175  として，

2f と塑性ひずみの関係を図示すれば図 6.2 のようになる．図 6.2 からわかるように， 3D の値が大きいほ

ど c 近傍で急激に 2f の値が 1 から零に変化し，このときクレーズの成長が停止する． 

 さらに，式(6.5)の右辺第 2 項のクレーズ等方成長項における係数 igC は，小林らの手法(1.82)にならい

Gurson のボイド発展式(1.83)を参考すれば，係数 B と ̂ を用いて次のように表現できる． 

      ˆ1igC B                                                                      (6.8) 
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式(6.6)および式(6.8)を式(6.5)に代入すれば，クレーズ発展式が次のように具体化できる． 

      ˆ p p
pr ig mC C         

      ˆ, 1p p p p
mAf B                                                            (6.9) 

式(6.9)の右辺第1項は小林らによるクレーズの生成・消滅を表す項(1.82)と全く異なる表現になっている[補

足F.2]．一方で式(6.9)の右辺第2項はクレーズの等方成長項であり，小林らと同様の表現(1.82)ではあるが，

次節で述べるように立方体ポリマブロックの数値解析を通じて p
m の発展式が新たに同定される点が異

なる． 

6.3 塑性平均垂直ひずみの発展式の同定 

塑性平均垂直ひずみ p
m の発展式を同定するために，図 6.3 に示す立方体ポリマブロックに対して汎用

構造解析ソルバ RADIOSS を用いた弾塑性数値実験を行い，等 3 軸引張時の全体積変化と静水圧応力変

化を同時に得る．このとき，体積変化に依存しない 2J 流れ理論に基づく塑性構成式を用いることにより，

ボイドをもたない無損傷モデル[図 6.3 (a)]からは平均弾性垂直ひずみ e
m のみが，一方，ボイドをもつ損

傷モデル[図 6.3 (b)]からは全平均垂直ひずみ m が得られる． m と e
m との差を計算することにより p

m を

求めることができる． 

 

(b2) Model(2) 

Radius of small voids 
0.106 (void proportion v =0.01) 
0.181 (void proportion v =0.05) 
0.229 (void proportion v =0.10) 

Radius of center void 
0.212 (void proportion v =0.01) 
0.363 (void proportion v =0.05) 
0.457 (void proportion v =0.10) 

(a) Non-damage model 

(b) Damaged model 

(b1) Model(1) 

Radius of void
0.67 (void proportion v =0.01) 
0.47 (void proportion v =0.05) 
0.58 (void proportion v =0.10) 

Fig.6.3 Polymer cube with sphere void under isotropic tension for numerical experiment 
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損傷モデルとして，2 種類のモデルをとりあげることとし，単純にボイド 1 個を有する立方体ポリマ

ブロックをモデル(1)とする[図 6.3(b1)]．一方，複数のボイドを有するブロックをモデル(2)とする[図

6.3(b2)]．モデル(2)は，中心ボイドの 1/2 の半径を有する小ボイド 8 個をもち，9 個のボイド体積の合計

がモデル(1)のボイド 1 個の体積と等しくなるようにする． 

解析対象は，図 6.4 のように対称性を考慮して全モデルの 1/8 部分のみとする．解析対象の立方体の

各辺は単位長さとし，原点を含む 3 面に対して対称境界条件を与え，その他の 3 面には引張率が同じに

なるように強制速度を与える．損傷モデルのボイド率 v には 0.01，0.05 および 0.1 を選び，各モデルの

ボイド半径は図 6.3 に示すとおりである．ここで，ポリマブロックの物性にはゴム充填率 5%の PP 材を

採用し，縦弾性係数を E  1.8 GPa，ポアソン比を 0.33  ，ひずみ速度硬化則[式(5.5)および式(5.6)]の各

定数を 0.041m  ， 10.893r s  ， 0k  1.0， 1k  100， 2k  1.85， 3k  2.37， r  11.0 MPa および h  0.175 

 

Fig.6.4 Finite element mesh of 1 8 part for numerical experiment  
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とする．このときの，相当応力-相当塑性ひずみ関係を図示すれば図 6.5 のようになる．ここで，本数値

実験では，簡単のため応力-ひずみ関係のひずみ速度依存性は考慮せず，ひずみ速度が式(5.5)の参照ひず

み速度 10.893 sr
 と等しい場合の硬化則[式(5.6)]を用いるとともに，静水圧依存性も考慮しないこと

とし，式(5.7)において 4k  0 を与える． 

数値実験の結果を，体積ひずみ-静水圧応力関係として図 6.6 に示す．無損傷モデルは，線形応答を示

していることから非弾性ひずみが零であり，その体積ひずみが e
m に相当することがわかる．一方で損傷

モデルは，ある応力値で急激に体積ひずみが上昇する顕著な非線形応答をもち，これらの体積ひずみが

e
m と p

m の和であることも確認できる． 

各損傷モデルにおいて p
m を計算し，静水圧応力をレベル応力 L で除して無次元化すれば図6.7のプロッ

トを得る．ここでレベル応力とは，図6.5の硬化曲線における再硬化直前の応力一定部分(1.81)に相当する応力値で

あり，図 6.5 の場合には p
r   のとき 31.3L  MPa である．いずれの損傷率でもモデル(2)の p

m の急増が

モデル(1)に比べてやや右側へシフトしている以外は両モデルの傾向が一致しているため，両損傷モデル

の結果を同じ関数で同定できると考えられる．そこで p
m を m の双曲線余弦関数および v の指数関数で表

せば，時間発展形式で次式のようになる． 

 
2 3 4

1 cosh 1v mqp
m v

L

q qD
q

Dt

 
 



        
     

                                   (6.10) 

ここで， 1q ～ 4q は材料定数である．同定された各定数は表6.1 に示すとおりであり，同定した曲線を図6.7 の実

線[モデル(1)]および破線[モデル(2)]に示す．ここでは，フィブリルの存在を無視して，クレーズの成長をボイドの

成長と同様に扱うことにより過酷側でクレーズの成長を評価する．また，本材料モデルを製品設計に供する際に

安全側で設計ができるようにするために，モデル(1)を採用する． 

Table 6.1  Identified material constants 

Material constants Model(1) Model(2) 

 51.0 10  56.0 10  

 0.1 0.5  

 35  22  

 2.4  2.4  
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そこで，レベル応力の速度依存性も考慮した上で，クレーズ密度̂ を用いて式(6.10)を以下のように書き改める． 
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                                                         (6.11) 

式(6.11)1は小林らの p
m の発展式(1.82)と同様に双曲線余弦関数の係数部分に̂ をもつ．しかしながら，クレ

ーズ進展にともなう p
m の増加を，小林らは最も簡単な̂ に対する線形関係で表現しているが，式(6.11)1

には非線形性も表現できるように指数 2q が導入されている．また小林らの p
m に対する発展式(1.82)では，双

曲線余弦関数の変数部分が最も簡単な無次元応力 m y  の定数倍になっており，無次元応力の増加にと

もなって p
m が双曲線余弦曲線の形で増加するとしているが，式(6.11)1では̂ とともに無次元応力 m L 

の係数部分の値が大きくなるので，̂ の増加にともない p
m がより顕著に増加することも表現できる．さ

らに，小林らによる図 6.7 の曲線が原点を通らないという不具合も改善されている． 

一方，式 (6.11)2で表されるレベル応力のひずみ速度依存性は，図 6.5 でレベル応力値がひずみ速度の

上昇にともなって大きくなることに対応するので，式(6.11)2 はひずみ速度硬化則[式(5.5)，式(5.6)および

式(5.7)]の一部で表現されている．なお，小林ら(1.82)が考慮していないレベル応力のひずみ速度依存性を p
m

の発展式に導入することで， p
m をより精度よく計算できると考えられる． 

 

6.4 ひずみ速度依存形クレーズ発生条件式 

Kawagoe-Kitagawa(1.84)は，静水圧応力によって分子の運動性が高まり，ある限界値でボイドを発生しつ

つ分子鎖が最大主応力方向に配向する結果，ボイドとフィブリルで構成されるクレーズが発生すると考

え，静水圧応力条件式を定式化している．しかしながら，この条件式には，低速変形ほど低応力状態で

クレーズが発生する(1.1)というクレーズのひずみ速度依存性が考慮されていないので，この効果を新たに

導入する必要がある．ここで，ひずみ速度依存性をもつ降伏応力がクレーズ発生に関与していると考え

れば，ひずみ速度依存形クレーズ発生条件式を次式のように表現できる． 

1 1 1( 3 )b m yA B C                                                  (6.12) 

ただし， 

 
1 2 3

2

b

mp
y r rk

   

   

   


 
 

                                               (6.13) 

である．ここで 1A ， 1B および 1C は材料定数であり， b はフィブリルの配向に必要な応力， y は降伏応

力， 1 ～ 3 は主応力，  はポアソン比である．式(6.12)の右辺第 3 項が拡張された項であり，図 6.5 に

おける y すなわち p 0  における応力値にひずみ速度依存性が認められることから，ひずみ速度硬化則

[式(5.5)，式(5.6)および式(5.7)]を参照して式(6.13)2のように y をモデル化している． 
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6.5 広ひずみ速度域に対応したクレーズ発展式への拡張 

 Imai-Brown(6.3)は，低ひずみ速度においては少数のクレーズの長さが大きく成長[図 6.8(a)]するが，高ひ

ずみ速度においては小さなクレーズが多数発生[図 6.8(b)]して数密度が増加する傾向を観察に基づき報

告している．ここで，クレーズ長さの成長とは，クレーズを 3 次元の楕円体の損傷と考えた場合でも，2

次元の楕円の損傷と考えた場合でも，同様に長軸が長くなることに対応している．なお，クレーズを線

状の 1 次元の損傷ととらえていないことに注意されたい．Imai-Brown の観察結果を参考にすれば，クレ

ーズ伝ぱ項におけるひずみ速度依存性は，クレーズの発生およびクレーズの成長という 2 つの異なる挙

動に分離した形で表現する必要がある．ただし，低ひずみ速度および高ひずみ速度のいずれにおいても，

クレーズの発生および成長は分子鎖配向領域では停止する．なお，2.1 節で述べたように，本論文ではク

レーズを等方的なスカラー量として扱うため，クレーズの長さが大きく成長することは等方的な球形ク

レーズの直径が大きくなることに対応する．ここで，式(6.5)の右辺第 1 項の prC をクレーズの発生およ

びクレーズの成長を表す係数 geC および grC の和により，次式のように表現する． 

pr ge grC C C                                                                    (6.14)  

したがって，低ひずみ速度から高ひずみ速度までの広ひずみ速度域に対応できるように，式(6.5)は次式

のように拡張される． 

       ˆ p p
ge gr ig mC C C        

  p p p
ge gr ig mC C C                                                          (6.15) 

ここで，式(6.15)の右辺第 1 項はクレーズの発生項，右辺第 2 項はクレーズの成長項であり，右辺第 3

項は式(6.5)と同じクレーズの等方成長項である．次に，クレーズの発生項および成長項を具体化する．

クレーズの発生項および成長項において，6.3 節と同様に塑性ひずみの増加にともないクレーズが増加す

るとしたうえで，上述の相反するひずみ速度依存性を関数  1
ge pf  および  1

gr pf  を与えてクレーズの

増加率の速度依存性を表現し，さらに塑性ひずみに依存するクレーズ成長停止を表現する関数  2
pf  を 

Fig.6.8  Schematic distribution and morphology of craze 

          (a) Low strain rate                                  (b) High strain rate 
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乗ずれば，次のよう表現できる． 

     
   
   

1 2

1 2

ge p p
ge

gr p p
gr

C f f

C f f

 

 

 


 




                                                          (6.16) 

ここで，関数  1
ge pf  ，  1

gr pf  および  2
pf  を Imai-Brown の観察事実に整合するように具体化すれ

ば，次のようになる． 

      1 1 2 10 3tanh log
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p
gege p

r

A
f D D D




                   




                                  (6.17) 
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gr ge
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f A
 



 

  
 




                                                      (6.18) 

         2 4

1
1 tanh

2
p p

cf D                                                    (6.19) 

ここで， geA ， grA ， 1D ， 2D ， 3D ， 4D および gn は，係数および指数である．また， ˆ
ge は体積分率と

してのクレーズ発生密度であり， p
geC  の時間積分値として算出される．なお， c は成長停止ひずみで

ある．高ひずみ速度において小さなクレーズが多数発生して数密度が増加することを表現するために，

塑性ひずみ速度の対数関数の双曲線正接関数によって式(6.7)2と同様な形で関数  1
ge pf  を表現する．た

だし，零から 1 の値をとる 6.3 節の関数とは異なり，係数 geA および 1D の導入により，関数  1
ge pf  は

幅広い値をとることができるように構築し直されている．また，降伏応力や破断応力のようなポリマの

力学的特性は，ひずみ速度の桁の変化にともなって変化することが多く，降伏応力のひずみ速度依存性

が常用対数を利用して記述できる(6.4)ことを参考に，関数  1
ge pf  では常用対数関数を採用している．こ

こで 4.0geA  として， 1 1.3D  ， 2 10D   および 3 2.2D   とした場合と 1 2.0D  ， 2 10D   および

3 2.2D   とした場合，さらに 8.0geA  として， 1 1.3D  ， 2 10D   および 3 2.2D   とした場合， 1 1.3D  ，

2 30D   および 3 2.2D   とした場合と 1 1.3D  ， 2 8D   および 3 2.0D   とした場合の関数  1
ge pf  を
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Fig.6.9  Relationship between strain rate and function 1
gef  

0

2

4

6

8

10

10 100 1000

F
un

ct
io

n 
f 1

g
e  

F
un

ct
io

n 
f 1

g
e  

geA =8.0 

D1 = 1.3 
D2 =-8.0 
D3 =-2.2 

geA =4.0 

D1 = 1.3 
D2 =-8.0 
D3 =-2.2 

geA =4.0 

D1 = 2.0 
D2 =-8.0 
D3 =-2.2 

geA =8.0 

D1 = 1.3 
D2 = -30 
D3 =-2.2 

geA =8.0 

D1 = 1.3 
D2 =-8.0 
D3 =-2 

geA =8.0 

D1 = 1.3 
D2 =-8.0 
D3 =-2.2 

Strain rate [s-1] Strain rate [s-1] 

            (a)                        (b) 



第６章 クレーズ挙動のモデリング                             69 

図示すれば図 6.9 のようになる．同図(a)を見れば，係数 geA は関数  1
ge pf  の低ひずみ速度側における漸

近値と高ひずみ速度側のそれとの差を，係数 1D は  1 1 2geA D  を介して低速側の漸近値を表現している

ことがわかる．さらに図 6.9(b)を見れば，係数 2D は関数  1
ge pf  の値の急増し易さを表現しており，係

数 3D は，関数  1
ge pf  が低い値から高い値に遷移するひずみ速度に対応する係数で，係数 3D の値が小

さいほど高い値への遷移が高速側に，すなわち図 6.9(b)において右側に移動することがわかる． 低ひず

み速度において少数のクレーズの長さが大きく成長する傾向を表現する関数  1
gr pf  は，式(5.5)のひず

み速度硬化則などで一般的に用いられているべき乗則により，ひずみ速度値の桁に依存する形で表現し

ている．ここで， ˆ
ge =0.01 のときに 0.30gn  として， 2.0grA  ， 4.0grA  および 10grA  とした場合を

図示すれば図 6.10(a)のようになる．さらに， ˆ
ge =0.1 のときに 4.0grA  として， 0.20gn  ， 0.30gn  お

よび 0.50gn  とした場合を図示すれば図 6.10(b)のようになる．同図を見れば，係数 grA および gn が同じ

値の場合には，関数  1
gr pf  の値は ˆ

ge に比例して大きくなること，係数 grA および gn の値が大きいほど

低ひずみ速度側で関数  1
gr pf  の値が大きくなること，特に gn の値の上昇にともない低ひずみ速度側の

関数  1
gr pf  の値が急増することがわかる．ここで，クリープのような低応力状態で極めて変形速度が

小さい場合でも，クレーズが長く成長することが観察されていることから，図 6.10 に示す関数  1
gr pf 

の値は低速側ほど高く，容易にクレーズが成長するように与えている．ただし，極めて低速の変形では

関数  1
gr pf  の値が無限大になることなく，ある程度の大きさに漸近し，速度依存性が小さくなるよう

にする方が望ましいが，その議論は今後の課題とし，ここでは式(6.18)が 310p  で成り立つものとし

て用いる．一方，高速変形においてはクレーズが長く成長しない観察事実に基づき，高ひずみ速度側に

おける関数  1
gr pf  の値は小さくなるものとしてモデル化している．なお，分子鎖配向領域ではクレー

ズの成長が停止しているという特徴を表現する関数  2
pf  には，6.3 節の式(6.7)3の形をそのまま用いる

こととし， p
m の発展式は 6.3 節の式(6.11)を利用する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Fig.6.10  Relationship between strain rate and function 1
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6.6 クレーズ密度に基づく破断予測の手法 

 ポリマにき裂が生じる時のクレーズ密度は次のように推測できる．まず，鋼材のき裂がボイド率約 0.15

で生じること(6.5)を参考にしつつ，さらにクレーズ中のボイドの周囲にはフィブリルが存在し，クレーズ

内部のフィブリル体積分率は概ね 0.5 であること(1.8)を考慮すれば，鋼材のボイド率の 2 倍( =0.3)前後

と仮定できる．ここで，フィルムの引張りを対象とした観察結果の中で，武野ら(6.6)はクレーズ密度の最

大値を 0.35 と報告している．そこで本論文では，ポリマのクレーズ密度が  0.2～0.4 に達し，その部

位の実応力がフィブリル強度を超えれば，フィブリルが切断されてマイクロクラックが結合してポリマ

部材が破断(6.7)に至ると予測する．なお，実応力とは式(2.6)1で  とおいて計算される量である．ここ

で，分子鎖配向領域ではクレーズの成長が停止している(1.8)ので，クレーズ密度が十分に高くならないま

ま，再硬化にともない相当応力が上昇して実応力が高くなるだけであることから，実応力がフィブリル

強度を超えても部材の切断には至らないと考える．なお，ここで示した実応力に基づく破断予測は損傷

力学の立場で提案しており，破壊力学における応力拡大係数などを用いた破壊基準とは異なることに注

意されたい． 
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74                            第 7 章 PP を対象とした引張実験  

 本章では，FEM シミュレーションの比較対象として必要な PP の単軸引張試験について述べる．まず，

実験方法について述べ，本研究におけるひずみ速度の推算方法を紹介する．次に，本実験で得られた結

果を示す．このとき，PP 材の高ひずみ速度側における著しいひずみ速度依存性，すなわち公称応力-公

称ひずみ曲線で高ひずみ速度ほど応力が高い値で推移すること，ならびに破断ひずみが小さくなる傾向

を確認する．さらに，引張試験後の試験片において平行部が白色に変色していることから，平行部にお

いてクレーズが発生していることを確認する．最後に，PP の単軸引張試験に関する課題に触れておく． 

 

7.1 実験方法 

 図 7.1 に示すダンベル形の試験片を用いて単軸引張試験を室温 23℃で実施する．形状は ASME-D638

にて規定されている IV 型であり，市販の PP ペレット("Novatec PP", grade: BC03B, Japan Polypropylene 

Corporation 提供)を用いて射出成型により製作する．初期つかみ具間距離は 64 mm とし，下側のつかみ

具を固定したうえで上側のつかみ具に対して強制速度を油圧サーボ制御によりを与える．なお，本実験

では，試験片の平行部の長さ 33 mm を初期長さ 0L として公称ひずみを算出する．本実験では，図 7.2 に

示す引張試験機(株式会社島津製作所製ハイドロショット HITS-T10)を用いる．この引張試験機は所定の

ピストン速度に達してからつかみ具に速度が伝わるように工夫された機構を有するため[補足 G.1]，極め

て短い時間でつかみ具速度をゼロから設定したつかみ具速度に上昇させることができる．上側つかみ具

に与える強制速度U には，33 mm/s，330 mm/s および 3.3 m/s を選ぶ．このとき，ひずみ速度を 0U L に

より算出すれば，各つかみ具速度はひずみ速度 1 1s ，10 1s および 100 1s にそれぞれ対応する． 
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   Fig. 7.1 Type IV specimen dimensions specified in ASTM-D638 (mm) 
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Fig. 7.2 High speed tensile testing machine(7.1)  
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7.2 実験結果 

 実験で得られた荷重-変位関係を初期断面積 9.6 mm2と 0L =33 mm を用いて公称応力-公称ひずみ関係

に変換した結果を図 7.3 に示す．図 7.3 では，室温において顕著なひずみ速度依存性を確認できる．すな

わち，ひずみ速度が大きいほど，公称応力-公称ひずみ関係が図 7.3 の上方にシフトしている．一方で破

断時の公称ひずみ（以降，破断ひずみと呼ぶ）については，ひずみ速度が大きいほど図 7.3 で左側，す

なわち破断ひずみが小さくなるというひずみ速度依存性を有することも確認できる． 

 さらに，図 7.4 に示す実験後の試験片の写真を見れば，つかみ具に挟まれた部位の色が半透明である

のに対して平行部は白色であることから，試験前には半透明であった平行部が引張試験終了までに白化

したと考えられる．このような白化は，クレーズの生成により引き起こされている．さらに，引張試験

における破断部位は平行部の中央ではなく，平行部の端部であることが確認できる． 
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7.3 ポリマを対象とした引張試験の課題 

  PP を対象とした高ひずみ速度側の実験結果は，ほとんどの場合，7.2 節で示したように，低ひずみ速

度条件ほど破断ひずみが大きい傾向が認められる．一方で，低ひずみ速度側では，2 つの傾向がある．1

つは，高ひずみ速度側から引き続き，低ひずみ速度条件ほど破断ひずみが大きい傾向であり，Mae- 

Kishimoto の報告(7.2)および Sahin-Yayla(7.3)の報告が例に挙げられる．これは，低ひずみ速度側における PP

の引張試験では，数時間という長い時間にわたり塑性発熱が継続するため，蓄積した試験片内部の熱の

影響で低ひずみ速度ほど破断ひずみが大きくなっているものと推測することができる．一方で低ひずみ

速度条件ほど破断ひずみが小さい傾向も認められおり，小林・岡田の報告(1.4)および文献(7.4)を例に挙げら

れる(図 7.5)．このように低ひずみ速度側において PP の引張特性に違いが出る要因として，工業用 PP の

多くはエラストマやタルクを含有しており，それらの種類，粒子径(7.5)および配合割合が多種多様で同じ

PP の中でも大きく異なること，さらに引張試験において実施される一般的な温度制御は室温のような環

境温度であり，試験片温度の上昇(7.6)は含まれるエラストマやタルクにより異なること，を挙げることが

できる．さらに，温度制御について詳説されていない実験データもあるため，熱伝達率を変更するなど

して試験片温度を一定に保つ温度制御を実験で実施している場合もありうる．本論文は PP 材を対象と

しているが，そのクレーズ進展のモデル化およびシミュレーションに着眼点をおくこととし，上述の実

験に関する詳細な議論には立ち入らずに PPの単軸引張試験をひずみ速度 100～1 s-1の比較的高ひずみ速

度側のみで実施している． 

Fig. 7.5 Nominal stress versus nominal strain curves at low strain rate conditions(7.4) 
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 本章では，2 章から 6 章までの議論を通じて構築したクレーズ挙動を考慮した材料モデルを用いて PP 平板の

単軸引張シミュレーションを行い，得られた結果について検討する．まず，本材料モデルをユーザーサブルー

チンを介して商用 FEM プログラムに組み込む．次に，ひずみ速度 1 s-1の条件で，6.2 節のクレーズ発展式を採

用した単軸引張シミュレーションを行い，クレーズ密度が高く，かつ実応力がフィブリル強度を超えているく

びれ端部が結晶性ポリマの破壊部位と一致することを示す．このとき，小林ら(1.82)が作成した FEM 解析コード

で得られたくびれ端部においてクレーズ密度が高くなる現象を，本材料モデルが組み込まれた商用 FEM プロ

グラムによるシミュレーションでも再現できることを確認するとともに，計算安定性の面でも本材料モデルが

実用的であることに触れる．続いて，ひずみ速度を 0.01 s-1から 100 s-1までの 5 水準で与える条件で 6.5 節のク

レーズ発展式を採用した単軸引張シミュレーションを行い，本材料モデルが広ひずみ速度域においてクレーズ

の分布を再現できることを確認するとともに，クレーズ密度が高く，かつ実応力がフィブリル強度を超えるこ

とに基づいて予測された破断部位が実験における破断傾向と一致することを示す．さらに，本シミュレーショ

ンにより予測される破断ひずみのひずみ速度依存性が一般的な熱可塑性ポリマの特徴を再現できることを確認

し，広いひずみ速度域において利用可能であることに基づき本材料モデルの有用性を示す．さらに，本材料モ

デルを利用して，立方体 PP ブロックを対象とした単軸引張・圧縮シミュレーションを実施し，本材料モデル

が静水圧依存性を再現できることに言及する．最後に，第 7 章において得た 3 水準のひずみ速度における単軸

引張試験の結果に対して公称応力-公称ひずみ関係，破断ひずみの速度依存性および破断部位が再現できること

を通じて，本材料モデルの実用性を評価する． 

 

8.1 本材料モデルの商用 FEM プログラムへの組み込み 

 商用 FEM プログラムの多くは，ユーザーが記述したユーザーサブルーチンプログラムを介して，ユーザー

が必要とする機能をユーザー自身で付加できるように構成されている．したがって，ユーザーが開発した材料

モデルを，ポリマ製品あるいは自動車のフルカーモデルを対象とした商用 FEM プログラムの衝突シミュレー

ションで利用する場合には，ユーザーサブルーチンを介して材料モデルを商用 FEM プログラムに組み込めば

よい．ただし，一般ユーザーに許されているのはユーザーサブルーチンの中でのプログラムの記述のみであり，

商用 FEM プログラムのメインプログラムに手を加えることはできない．そこで，メインプログラムからユー

ザーサブルーチンに引き渡される変数を駆使して，ユーザーはユーザーサブルーチンプログラムを作成するこ

とになる． ユーザーサブルーチンプログラムは，ほとんどの場合 Fortran 言語で記述される． 

 本材料モデルの計算手順の概略は図 8.1 に示すとおりである．すなわち， 

1) ソルバーから現ステップの全変形速度 D を，また前ステップのT ， ， ， p ， p ， ， および cos

を読み込む． 

2) 応力速度

T を弾粘塑性構成式[式(4.91)および式(4.92)]より計算し，応力T を更新する． 

3) 各量の定義式に基づいて ， m ， T ， ， ，

T および cos を計算する． 

4) 式(4.78)および式(4.79)により sin を計算する  
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5) ひずみ速度硬化則[式(5.5)，式(5.6)および式(5.7)]より相当塑性ひずみ速度 p  を計算し，相当塑性ひずみ p

を更新する． 

6)  塑性平均垂直ひずみの発展式(6.11)により塑性平均垂直ひずみ速度 p
m を計算する． 

7) クレーズ発生条件式(6.12)が満たされるとき，クレーズ発展式(6.5)によりクレーズ速度 を計算し，クレー

ズ密度 を更新する． 

8) 応力T  および更新された諸量を保存し，次のステップに受け渡す． 

のように計算を進める． 

 なお作成したユーザーサブルーチンは，Fortran コンパイラを用いてコンパイルされた後，メインプログラム

群とコンパイルリンクしたうえで実行モジュールに変換され，材料モデルが商用 FEM プログラムで利用可能

となる．このとき，各商用 FEM プログラムが指定した Fortran コンパイラの指定したバージョンが必要となる

うえ，バイナリファイルでのメインプログラム群および適切なリンクコマンドも必須である．したがってユー

ザーサブルーチンプログラムの利用に際しては，材料モデルについて熟知していることはもちろん，利用して

いる計算機（ハードウエア）およびオペレーティングシステムに適合するコンパイラを稼動させるスキルが要

求されるうえ，商用 FEM プログラム開発元と緊密な連携が必要となる． 

 

 

 

 

Calculation of stress rate 


T  by Eqs. (4.92) and (4.93) 

Fig.8.1 Numerical procedure in user subroutine of commercial solver 

Calculation of sin  by Eqs. (4.79) and (4.80) 

Calculation of equivalent plastic strain rate p  by Eqs. (5.5), (5.6) and (5.7)  

and update of plastic strain p  

Calculation of mean normal plastic strain rate p
m  by Eq. (6.11) 

Calculation of craze rate   by Eq. (6.5) and update of craze in the condition that the criterion Eq. (6.12)  

are satisfied 

Save T  and the other updated values 

Current value D  from FEM solver and values of previous step T ,  ,  , p , p ， ,   and cos

Commercial FEM Solver 

Calculation of  , m , T  ,  ,  , 

T  and cos by each definition 
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8.2 ひずみ速度 1 s-1 における単軸引張解析および検討 

2章から6章までの議論を通じてモデル化された弾粘塑性構成式(4.91)，ひずみ速度硬化則[式(5.5)～(5.7)]，クレ

ーズ発展式(6.5)，クレーズ発生条件式(6.12)，および塑性平均垂直ひずみの発展式(6.11)を，前節にて説明した方

法に基づきユーザーサブルーチンを介して汎用構造解析ソルバ RADIOSS に組み込み，単軸引張シミュレーショ

ンを行う．解析モデルは図 8.2 に示す平板で，モデルの対称性を考慮して解析領域は 1/8 部分のみとして引張方向に 48

分割，幅方向に16分割，板厚方向に3分割する．ここで本論文では，8節点6面体ソリッド要素に選択低減積分を施し

て解析に利用している[補足H.1]．なお，幅方向にはTvergaardら(8.1)の初期不整 w を与える．また， 1x  0において 2 3x x

面， 2x  0 において 3 1x x 面および 3x  0 において 1 2x x 面をそれぞれ 1x 方向， 2x 方向および 3x 方向にのみ拘束し，平板

端部( 1x L )をせん断自由として強制変位速度 ( / ) rU L    1.0 を与える． 

 対象材料はゴム充填率 5%の PP とし，式(5.5)～(5.7)における材料定数には小林ら(1.82)が用いたものと同じ値，

すなわち  1 sin 8p  ， 4
2 1 10p   ， 3p  10， 0.04m  ， 11.0r s  ， 1k  100， 2k  1.85， 3k  2.37， r  11 

MPa， h  0.18 を用いる．ただし，ひずみ速度硬化則における流れ応力の関数形が小林らが用いたものと同一

になるように，式(5.6)における 0k を 1.0 とし，式(5.7)における 4k を零とする．なお，流れ応力は，解析対象と

する材料が同じ PP であっても異なる関数形が必要になることがある[補足 H.2]．また，クレーズ発展式におけ

る式(6.6)の係数を 2.2A  ，式(6.8)の係数を 0.1B  ，式(6.7)の係数を 1 1.74D  ， 2 0.23D   ， 3 100D  および

0.175c  とする．これらの値は，PP 材の破断に関する実験結果に一致するように，数値解析を繰り返すこと

で決定されている．なお，塑性平均垂直ひずみの発展式(6.11)の材料定数は表 6.1 のモデル(1)の値，すなわち

5
1 1 10q   ， 2 0.1q  ， 3 35q  および 4 2.4q  を用いる．さらに，クレーズ発生条件式の材料定数は 1 2.5A  MPa，

2 54B  MPa2， 1 0.8C  とする．これらの値は，PMMA に対する測定値(1.84)を参考にしながら，本研究における

数値解析によって試行錯誤的に決定された PP に対する値である． 

 

 

 

Fig.8.2  Finite element mesh under uniaxial tension for validation of present material model 
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 本解析で得られた公称応力-公称ひずみ曲線を，小林らが参照した実験結果(1.82) とあわせて図 8.3 に示す．本

材料モデルを用いた解析結果が実験結果をよく再現していることから，本材料モデルの信頼性を確認できる[補

足 H.3]．次にくびれの発生および伝ぱ，ならびにクレーズ進展の特徴を顕著に表現するために，ひずみ速度感

度指数をm  0.01 に変更し，式(6.6)の係数の一つを 3A  ，式(6.12)の係数の一つを 1 1C  として解析を実施する．

得られた結果を図 8.4～8.10 に示す．なお図8.4は，図8.2の原点を中心として 1 2x x 面， 2 3x x 面および 3 1x x 面に対して

対称に解析結果を複写することで表示した平板全体であり， 3x 軸上方から 3x h における 1 2x x 面を見た図である(図 8.5

～8.14も同様)． 

相当塑性ひずみ p は，引張強さを迎えた直後の伸び率 0.07U L  において比較的値の大きな領域が平板中

央で X 形せん断帯状に分布し，その後は変形の進行にともない，徐々にくびれ領域で値が上昇している(図 8.4)．  

 

 

 

 

 

 

 

 

    Fig.8.4 Distributions of equivalent plastic strain
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相当塑性ひずみ速度 p については， 0.07U L  において平板中央で生じた X 形せん断帯状の高ひずみ速度領

域が，変形の進行にともない徐々に値を下げながらくびれとともに引張方向に伝ぱしている(図 8.5)．微視的に

見るとくびれ領域では分子鎖が配向し，配向部位が再硬化するために未配向領域に変形集中部位が移り，配向

硬化領域が伝ぱすることでくびれが安定的に伝ぱする．これが，図 8.5 の高ひずみ速度領域の移動として再現

されている． 

クレーズ密度 は，分子鎖の配向-未配向境界領域であるくびれ進行端部で値が高く，くびれの伝ぱととも

に値を上げながら引張方向へ伝ぱしている(図 8.6)．なお，図 8.6 では面積分率としてのクレーズ密度を表示し

ている． 0.07U L  では，X 形せん断帯状に分布する相当塑性ひずみの大きい領域の周囲で値が高くなり，次

に 0.15U L  ではくびれ端部にクレーズ集中域が形成され，さらに変形が進み 0.3U L  となるまでくびれの伝

ぱとともに値を上げながら高クレーズ密度領域が引張方向へ伝ぱする．ここで 0.15U L  から 0.3U L  にかけ

て分子鎖配向領域であるくびれ中央部ではクレーズ密度が変化しておらず，この領域におけるクレーズの成長

停止が再現されている． なお，ここでは具体的には示さないが，本解析では 0.0179U L  において初めてクレ

ーズが発生しているのに対して，別途実施した ( / ) rU L    0.01 および 10 の解析ではそれぞれ 0.0178U L  お

よび 0.0180 でクレーズが発生しており，クレーズ発生のひずみ速度依存性が表現できることを確認している．  

 

    Fig.8.5 Distributions of equivalent plastic strain rate
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クレーズ速度 は，分子鎖の配向-未配向境界領域で常に高い値を保ちながら伝ぱしており，この領域でクレ

ーズが集中的に発生・成長していることが再現されている(図 8.7)．特に，くびれの伝ぱ時には，上述のように

p は値を下げながら伝ぱしているのに対し，クレーズ速度は値を上げながら伝ぱしている．これはクレーズ発

展式(6.7)における関数 1f により，ひずみ速度が低いほどクレーズが生成しやすいという特徴を考慮したことに

よる．このようなクレーズ速度分布が得られるとともに，安定して解析が実行できる要因として，小林ら(1.82)

が採用した変化の激しいひずみ加速度 p を，本クレーズ発展式における式(6.5)に用いていないことが挙げられ

る． 

図 8.8 に示す擬似無損傷配置の相当応力 は， 0.15U L  において平板中央で値が高くなり， 0.3U L  では

同様な分布のまま値がさらに上昇する．これに対して図 8.9 に示す実応力 * は，式(2.6) 1で  とおいて計算

されるため，高クレーズ密度領域であるくびれ進行端部においても値が大きく，その値は 0.3U L  においてフ

ィブリル強度(6.7)の 45 MPa を超えている．ここで，クレーズ停止部位では が 10%に至らない程度に小さく，

かつ再硬化が進んでいるため，そのような部位ではフィブリルが切断されても部材の切断には至らないと考え

られる．そこで，クレーズ停止部位を除いて * 45   MPaの領域を図示ずれば図8.10のようになる．このとき，くび

                  Fig.8.7 Distributions of craze rate

0.07U L   

0.30U L   

0.15U L   

0 

1.9 s-1 
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れ進行端部において，部材が破断すると予測できる[補足 H.4]．この破断予測部位と，結晶性ポリマの延性破壊

がくびれの伝ぱ後にくびれ進行端部で発生するという事実とが一致することから，本材料モデルは妥当である

といえる． 

以上では，せん断帯の伝ぱ挙動を顕著に示すため，ひずみ速度感度指数をm  0.01 に変更した場合の解析結

果に基づいて議論してきたが，以降では実在の PP の値であるm  0.04 を用いても同様に破断予測が行えるこ

とに触れておく．そこで，ひずみ速度感度指数をm  0.04 に高め，式(6.6)の係数の一つを 2.2A  に，また式(6.12) 

 

 

Fig.8.9 Distributions of effective stress 
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Fig.8.11 Distributions of equivalent plastic strain rate (m=0.04) 
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の係数の一つを 1 0.8C  に戻した場合の解析結果を図8.11～8.14に示す．これらの図はm  0.01の場合の図8.5，

8.6，8.9 および図 8.10 にそれぞれ対応する．図 8.11～8.14 における諸量の分布はm  0.01 の解析結果のように

明瞭な分布は示さないが，いずれの図においても傾向はm  0.01 の結果と同様であることが確認できる．また，

7 章で行った引張試験の試験後の試験片(図 7.4)を見れば，ダンベル形試験片の平行部の中央ではなく端部で破

断していること，さらに別途実施した実験[補足 H.2]では平行部中心から端部へ向かって 60%離れた部位で破断

を観察できることから，図 8.14 に示した破断予測部位はこの観察結果とほぼ一致している．このことから，本

材料モデルは実在の PP の破断予測にも使用可能といえる． 

Fig.8.13 Distributions of effective stress (m=0.04)
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Fig.8.14 Distributions of effective stress without
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Fig.8.12 Distributions of craze density (m=0.04)
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8.3 広ひずみ速度領域における単軸引張解析および検討 

前節では，新たに構築し直したクレーズ発展式およびクレーズ発生条件式を用いた単軸引張シミュレーショ

ンを通じて，くびれ進行端部における破断の予測が可能であることを示した．しかし，対象としている引張条

件が 1 s-1程度のひずみ速度に限られており，ひずみ速度が 0.1 s-1あるいは 0.01 s-1のような低速側および 10 s-1

あるいは 100 s-1のような高速側を対象としたシミュレーションは実施されていない．そこで本節では，広ひず

み速度領域に対応するクレーズ発展式(6.15)を採用した材料モデルを商用 FEM プログラム LS-DYNA に組み込

み，5 水準の引張速度を与える単軸引張シミュレーションを実施して，広ひずみ速度領域における本材料モデ

ルのクレーズ挙動の再現性を確認する．なお，ユーザーサブルーチンのプログラム方法は 8.1 節で述べたとお

りである．ここで，構造用 PP は何らかの添加物を含むのが通常であり，その種類や含有率の違いによって様々

な力学的物性を有する．本節では，ある特定の PP に対象を限定することなく，種々の PP に適用できるクレー

ズ挙動に立脚した破壊予測方法の提案を行うことに主眼を置くこととする． 

 本節でも解析モデルには 8.2 節の図 8.2 に示される平板を用い，幅方向には Tvergaard ら(8.1)の初期不整 w を

与え， 1x  0 において 2 3x x 面， 2x  0 において 3 1x x 面および 3x  0 において 1 2x x 面をそれぞれ 1x 方向， 2x 方向

および 3x 方向にのみ拘束し，平板端部( 1x L )をせん断自由として強制変位速度を与える．式(5.5)～(5.7)におけ

る材料定数には 8.2 節で示したゴム充填率 5%の PP に対応する値，すなわち  1 sin 8p  ， 4
2 1 10p   ， 3p  10，

0.04m  ， 11.0r s  ， 0 1.0k  ， 1k  100， 2k  1.85， 3k  2.37， 4k  0， 5k  -10， r  11 MPa， h  0.18，

1 2.5A  MPa， 2 54B  MPa2， 1 1C  ， 5
1 1 10q   ， 2 0.1q  ， 3 35q  および 4 2.4q  を用いる． 

図 6.11 および図 6.12 に示すように，高ひずみ速度域においてクレーズが多数発生すること，ならびに低ひず

み速度において少数のクレーズ長さが大きく成長することを FEM 解析において定性的に確認することを目的

として，式(6.17)の係数を 8.0geA  ， 1 1.3D  ， 2 30D   および 3 2.2D   ，ならびに式(6.18)の係数を 4.0grA  お

よび 0.3gn  とする．ここで係数 geA は 8.2 節における係数 A と同じオーダーとしており，ひずみ速度依存性を

表現する係数 1D ， 2D ， 3D および gn は解析安定性を考慮して決めている．なお，これら式(6.17)および式(6.18)

の係数の値は FEM 解析においてクレーズ発展式の効果の確認するために決めたものであり，特定の PP に対し

てこれらの係数を決める場合には，ひずみ速度を変化させた引張試験を実施して得られた応力-ひずみ曲線に整

合するように係数同定を実施すればよい．ただし，同定された係数の妥当性は圧縮やせん断などの異なる荷重

条件における FEM 解析を通じて定量的に評価する必要がある．ここで，式(6.5)の右辺第 2 項の igC に含まれる

係数 B および式(6.19)の係数には 8.2 節で，用いた値である 0.10B  ， 4 100D  および c  0.18 を採用する． 

まず，強制変位速度U が ( / ) rU L    1 の場合に対して FEM 解析を実施し，本解析で得られた公称応力-公称

ひずみ曲線を 8.2 節で参照した実験結果(1.82)とあわせて図 8.15 に示す．本材料モデルによる計算結果が実験デ

ータをよく再現していることから，拡張したクレーズ発展式を含む本材料モデルの信頼性を確認できる．  

次に，くびれの発生および伝ぱ，ならびにせん断帯状のクレーズ集中領域の進展特徴を顕著に表現し，破壊

の危険部位を視覚的に予測しやすくするために，ひずみ速度感度指数をm  0.01 に変更して FEM 解析を実施す

る．このときU は ( / ) rU L    0.01，0.1，1，10 および 100 となるように 5 通りに変化させて与える．得られた

公称応力-公称ひずみ曲線を図 8.16 に示す．図 8.16 における×印は，再硬化が進んでいない領域において式(2.6)1



第８章 商用 FEM プログラムにおけるクレーズを考慮した大変形解析                89 

0

5

10

15

20

25

30

35

0 0.04 0.08 0.12 0.16 0.2 0.24 0.28
Nominal strain

N
om

in
al

 s
tr

es
s 

[M
Pa

]

実験

DYNA_test05_m004

Experimental 

Numerical 

Fig. 8.15  Stress-strain curve obtained from FEM simulation with parameter m=0.04 
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Fig. 8.16  Stress-strain curves obtained from FEM 

simulation with parameter m=0.01 

Fig. 8.17  Stress-strain curves of PMMA(1.1) 

 

( / ) rU L    0.01 

St
re

ss
 [

M
Pa

] 

で  とおいて計算される実応力 * の値がフィブリル強度(クレーズ強度)を超えたことを示している．後述

するように，このとき部材が破断すると予測されるので，×印において解析を終了させている．ここで図 8.16

において，ひずみ速度条件 ( / ) rU L    1 よりも高ひずみ速度側，ならびに低ひずみ速度側において，×印が付さ

れた公称ひずみ，すなわち破断ひずみが小さくなっている．PP の引張試験においても高ひずみ速度側でひずみ

速度が高いほど破断ひずみが小さい傾向(7.2)が報告されている．また，同一の PP を対象とした実験ではないが，

低ひずみ速度側でひずみ速度が低いほど破断ひずみが小さい傾向(7.4)も示されている[補足 H.5]．このような傾

向は，図 8.17 に示す PMMA に対して広ひずみ速度域で実施された引張試験のデータ(1.1)でも認められるポリマ

に特徴的な性質であることから，本材料モデルによる解析は破断ひずみの傾向を定性的に予測できるといえる．

なお図 8.17 には，広ひずみ速度域で実施した引張試験の結果として，非晶性ポリマである PMMA の 7 桁にわ

たるひずみ速度域で得られた応力-ひずみ曲線を，結晶性ポリマも含めた一般的な熱可塑性ポリマに特徴的な性

質として示している[補足 H.6]． 
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Fig.8.18  Distributions of equivalent plastic strain rate (left side) and craze density 
(right side) at tensile condition ( / ) rU L    1.0 
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次に，条件 ( / ) rU L    1 で実施した解析で得られた相当塑性ひずみ速度を図 8.18 の左側に，クレーズ密度分布

を右側に示す．なお図 8.18 は，8.2 節と同様に，図 8.2 の原点を中心として 1 2x x 面， 2 3x x 面および 3 1x x 面に対し

て対称に解析結果を複写することで表示した平板全体であり， 3x 軸上方から 3x h における 1 2x x 面を見た図で

ある(図 8.19～28 も同様)．まず降伏直後の伸び率U L  0.060～0.070 において，X 形せん断帯状に相当塑性ひ

ずみ速度の高い領域が平板中央で生じる．その後U L  0.080～0.11 において，相当塑性ひずみ速度の高い領域

は変形の進行にともないくびれの内側へ進行するものと外側へ進行するものとに分裂し，前者はくびれの中心

まで伝ぱした後に消滅する一方で，後者はU L  0.15 においてもくびれとともに引張方向に伝ぱする．このよ

うな相当塑性ひずみ速度の挙動は，X 形せん断帯状にひずみ速度が集中した後にくびれ領域では分子鎖が配向

して再硬化すること，配向硬化領域が端面側へ進展してくびれが安定的に伝ぱすることに対応している．クレ

ーズ密度は，U L  0.060～0.080 における高ひずみ速度領域でX 形せん断帯状に値が高くなった後，U L  0.090

～0.11 においてその周囲で次第に値が大きくなり，U L  0.15 で試験片中央部よりもくびれ進行端部において

値が最も高くなる．このようなクレーズ分布挙動は，まず変形の集中領域における相当塑性ひずみ速度の値が

高い領域でクレーズが集中的に発生すること，その後，変形が集中した領域では分子鎖配向が進むことでクレ

ーズ成長が停止すること，変形の進行にともなうくびれの伝ぱとともに配向-未配向境界領域であるくびれ進行

端部でクレーズの値が最も高くなることを再現している．
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 また，U L  0.070 における相当塑性ひずみ速度の値に比べてU L  0.15 でのそれは十分小さいにも関わらず，

クレーズ密度が上昇していることから，低ひずみ速度においてクレーズが多く(実際は長く)成長することが式

(6.18)により表現できることが確認される．ここで，鋼材のき裂がボイド率約 0.15 で生じること(6.5)，ならびに

クレーズにはボイドの周囲にフィブリルが存在し，クレーズ内部のフィブリル体積分率は概ね 0.5 であること

(1.8)を考慮すれば，ポリマにき裂が生じる時のクレーズ密度は鋼材のボイド率の 2 倍( =0.3)前後と仮定できる．

また，フィルムの引張りを対象とした観察結果の中で，武野ら(6.6)はクレーズ密度の最大値を 0.35 と報告してい

る．そこで 8.3 節では，ポリマのクレーズ密度が  0.2～0.4 に達し，その部位の実応力がフィブリル強度を超

える場合に，部材が破断すると予測できるものとする． 

次に，条件 ( / ) rU L    10 で行った解析で得られた相当塑性ひずみ速度およびクレーズ密度分布を図 8.19 に

示す．相当塑性ひずみ速度は，図 8.18 に示す条件 ( / ) rU L    1 での解析結果に比べて 10 倍程度の値をもち，

図8.18と同様に値の高い領域がX形せん断帯状に平板中央で生じてから変形の進行にともないくびれの内側と

外側に分かれて伝ぱしている．一方でクレーズ密度は，U L  0.070 において X 形せん断帯状に値が高くなり，

その中で相当塑性ひずみ速度が特に高い X 形バンドの交点で局部的に値が高くなる．その後U L  0.12 におい

て，図 8.18 と同様にくびれ端部のクレーズ密度が上昇する．なお繰り返しとなるが，本研究では後述するよう

に実応力の値がフィブリル強度より大きくなることに基づいて破断を予測するため，条件 ( / ) rU L    1 での解

析はU L  0.15 まで実施しているのに対して，条件 ( / ) rU L    10 での解析はU L  0.12 で終了させている． 

  さらに条件 ( / ) rU L    100 で実施した解析結果(図 8.20)では，X 形せん断帯状に相当ひずみ速度が高い試験

片中央で，特にひずみ速度の大きい試験片側面においてクレーズ密度が大きくなっている．これらのことから，

ひずみ速度が高い場合に小さなクレーズが多数発生することが式(6.17)により表現できているといえる． 
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Fig.8.20 Distributions of equivalent plastic strain rate (left side) and craze density (right side) 
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Fig.8.23  Distributions of equivalent stress (left side) and effective stress (right side)    
at tensile condition ( / ) rU L    1.0 
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一方，条件 ( / ) rU L    0.1 および 0.01 で実施した解析結果(図 8.21 および図 8.22)では，条件 ( / ) rU L    1 で

実施した解析結果に比べて相当塑性ひずみ速度が 1/10 および 1/100 に低下している．ただし，いずれの条件で

もU L  0.070 において，X 形せん断帯状にクレーズ密度が局部的に高くなり，その値は図 8.18 の値と同程度

である．このように，低速側の引張条件では条件 ( / ) rU L    1 で実施した解析に比べて小さなU L においてク

レーズ密度が高くなることから，低ひずみ速度においてクレーズが多く成長することが式(6.18)により表現され

ているといえる．なお図 8.18～8.22 のクレーズ分布をいずれも明瞭に表示するために，図 8.19 でのみクレーズ

密度の最大値を 0.22 としている． 

  次に，条件 ( / ) rU L    1の解析で得られた擬似無損傷配置の相当応力を図 8.23左側に，実応力を右側に示す．

同様に条件 ( / ) rU L    10，100，0.1 および 0.01 で実施した解析結果を，それぞれ図 8.24，図 8.25，図 8.26 お 
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Fig.8.21 Distributions of equivalent plastic strain rate (left side) and craze density (right side) 
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Fig.8.22 Distributions of equivalent plastic strain rate (left side) and craze density (right side) 
at tensile condition ( / ) rU L    0.01 
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Fig.8.26  Distributions of equivalent stress (left side) and effective stress (right side)    
at tensile condition ( / ) rU L    0.1 28 
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Fig.8.27  Distributions of equivalent stress (left side) and effective stress (right side)    
at tensile condition ( / ) rU L    0.01 28 
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Fig.8.24  Distributions of equivalent stress (left side) and effective stress (right side)    
at tensile condition ( / ) rU L    10 
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Fig.8.25  Distributions of equivalent stress (left side) and effective stress (right side)    
at tensile condition ( / ) rU L    100 28 

55 MPa 

28 

55 MPa 

*    0.072U L   

よび図 8.27 に示す．相当応力は，いずれの引張条件においても降伏直後の 0.070U L  付近で平板中央におい

て X 形せん断帯状に値がわずかに高くなり，その後も解析を継続させている条件 ( / ) rU L    1 および 10 では

0.11U L  付近で平板中央において値の高い領域が広くなる．条件 ( / ) rU L    1 で実施した解析では，

0.15U L  において値の高い領域がさらに拡張している． 

一方，実応力は式(2.6)1で計算されるため，降伏直後の 0.070U L  付近から X 形せん断帯状の高クレーズ密

度領域で擬似無損傷配置の相当応力よりも高い値を示している．さらに解析を継続させている条件

( / ) rU L    1 および 10 では，その後の変形の進行にともない高クレーズ密度領域であるくびれ進行端部でも値

が大きくなるため，実応力はくびれ部の広い範囲で高い値を示している．実応力 * がフィブリル強度を超えれ

ば，フィブリルが切断されるのでポリマは破断する(6.7)と予測される．しかし，分子鎖配向領域ではクレーズの

成長が停止している(1.8)ので，クレーズ密度が十分に高くならないまま，再硬化にともない相当応力が上昇して

実応力が高くなるだけである．したがって，実応力がフィブリル強度を超えても部材の切断には至らない． 
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0.072U L  at strain rate ( / ) rU L    100 

Fig.8.28  Distributions of effective stress without craze cessation region 
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0 

40 MPa 

*

そこで，クレーズ停止部を除いた領域において，クレーズ密度が 0.2～0.4 程度と十分大きく，かつ Sugimoto(6.7)

らが得た PP のフィブリル強度 40～43 MPa の中で最も低い 40 MPa より実応力が大きい場合に，ポリマにマイ

クロクラックが発生すると，ここでは考えることとする．さらに， *  40 MPa となる領域が連続的に連なっ

たときマイクロクラックが結合してポリマ部材が破断に至ると予測する．なお，これまで述べてきたような実

応力に基づく破断予測は損傷力学の立場で提案しており，破壊力学における応力拡大係数などを用いた破壊基

準とは異なることに注意されたい．ここで，クレーズ停止部を除いて *  40 MPa となる領域が，連続的に連

なる最も小さなU L を探せば，条件 ( / ) rU L    100，10，1，0.1 および 0.01 で実施した解析で，それぞれ

U L =0.072，0.12，0.15，0.075 および 0.070 となる．このとき，上述の判定方法に基づいてマイクロクラック

発生箇所を図示すれば図 8.28 のようになり，赤色の部分で部材が破断すると予測できる．前述のように，破断

ひずみに関するこのような速度依存性は，図 8.17 に示す実験で得られた応力-ひずみ曲線で認められるポリマ

に特有の特徴である．なお，低ひずみ速度における PP の引張試験では塑性発熱が長時間にわたり継続するた

め，蓄積した試験片内部の熱の影響で低ひずみ速度ほど破断ひずみが大きくなる場合もあるが，変形にともな

う PP 内部の塑性発熱および熱伝導，ならびに PP 表面における熱伝達を考慮できるように構成式を拡張すると

ともにクレーズ発展式を温度依存形に構築し直したうえで単軸引張シミュレーションを実施すれば，このよう

な現象も再現可能であると考えられる．ただし図 6.10 において，例えば 4.0grA  および 0.2gn  に変更して低

速域のクレーズ成長が小さいものとして表現すれば，伝熱計算をしなくても，このような現象を本材料モデル

のみで簡便に再現することもできる．また，図 8.28 における赤色の部分はくびれの中央ではなく，いずれの速

度においてもくびれ進行端部であり，よく知られている引張試験後のポリマ試験片の破断部位と定性的に一致

することから，本材料モデルで予測された破断部位は妥当といえる．以上のことから本材料モデルは，広ひず

み速度域における PP の延性破壊の傾向を再現できるといえる． 
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 8.4 圧縮および引張試験の再現シミュレーション 

 本材料モデルに導入された静水圧依存性が機能することを確認するために，立方体形状の PP ブロックを用い

たシミュレーションを商用 FEM プログラム LS-DYNA で実施する．なお，ユーザーサブルーチンのプログラム

方法は 8.1 節で述べたとおりである．立方体の 1/8 部分としての，原点を節点の 1 つにもち，各辺が 1 m の 3 次

元 BRICK 要素 1 つを解析対象とし， 1x  0 において 2 3x x 面， 2x  0 において 3 1x x 面および 3x  0 において 1 2x x 面

をそれぞれ 1x 方向， 2x 方向および 3x 方向にのみ拘束したうえで， 1x  1 において 2 3x x 面に対して 1x 方向に強制

変位を与える．強制変位は引張方向および圧縮方向に与えることとし，それぞれ公称ひずみ 0.1 となった時点で

解析は終了させる．なお，本検討はひずみ速度硬化則に導入された静水圧依存性が機能することのみを確認す

るため，クレーズの発生は考慮しないこととする．ひずみ速度硬化則[式(5.5)，式(5.6)および式(5.7)]には，5.2

節に示した材料定数を用いる．なお，式(4.79)の材料定数には 1 sin( 8)p  , 2 0.0001p  および 3 10p  を前節同

様に用いることとする． 

 解析で得られた公称応力-公称ひずみ曲線を，佐野村による実験結果(1.79)とあわせて図 8.29 に示す．黒丸シン

ボルが単軸引張試験結果，白丸シンボルが単軸圧縮試験結果，実線が単軸引張解析結果で，点線が単軸圧縮解

析結果である．ただし，図 8.29 では引張応力と比較しやすくするため，圧縮応力を正の値として図示している．

単軸引張状態および，単軸圧縮状態で解析結果が実験結果とよく一致していることから，本材料モデルが組み

込まれた商用 FEM プログラムが正確に静水圧依存性を表現できることが確認できる．なお，等 2 軸あるいは純

粋せん断に近い応力状態も表現することを目的としたひずみ速度硬化則における静水圧依存性の精密化，およ

びこのひずみ速度硬化則を利用した種々の応力状態が混在するポリマ板材の打ち抜き実験を対象とするシミュ

レーション[補足 H.7]におけるクレーズ挙動の再現性の評価は，今後の課題としたい． 
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 次に，単軸引張シミュレーションを実施する．前節では，一般的な結晶性ポリマの破断傾向が示せることを

示したが，ここでは第 7 章で紹介した単軸引張試験の結果に対する整合性を確認することで，本材料モデルの

実験に対する再現性を確認する．ここで，図 8.30 に示すように，引張試験片の平行部における単軸引張状態を

模擬するため，本解析においても解析モデルには 8.2 節の図 8.2 に示すものと同じ平板を用いる．本材料モデル

は，ひずみが局在化したせん断帯をともなうくびれの伝ぱを再現できることを特徴としているため，せん断帯

状にひずみが集中することを表現できるのに十分な解像度が必要となる．引張試験の平行部を模擬した解析モ

デルでは，幅方向に 20～30 分割することが望ましい．このため本解析モデルでは，幅 6 mm の引張試験片の平

行部を 32 分割しており，要素サイズを 0.19 mm としている[補足 H.8]．なお，幅方向には Tvergaard ら(8.1)の初

期不整 w を与え， 1x  0 において 2 3x x 面， 2x  0 において 3 1x x 面および 3x  0 において 1 2x x 面をそれぞれ 1x 方

向， 2x 方向および 3x 方向にのみ拘束し，平板端部( 1x L )をせん断自由として強制変位速度U を   rU L    1, 

10 および 100 となるように与える．また，ひずみ速度硬化則ならびに流れ応力の材料定数として，第 7 章の

PP 材に対して同定した値である， 25.5 10m   , 11.0r s  , r  11 MPa, 0 1.0k  , 1 60k  , 2 2.62k  , 3 2.5k  , 

4 0k  , 5 10k   および 0.22h  を用いる．また，拡張したクレーズ発展式に対して，式(6.17)の材料定数には

geA =1.0, 1D =1.3, 2 0.1D   および 3 1.0D   を, 式(6.18)の材料定数には 14grA  および 0.33gn  を, 式(6.19)

の材料定数には 4 100D  および 0.22c  を，式(6.8)の係数を 0.1B  ，式(6.11)の材料定数には 5
1 1.0 10q   , 

2 0.1q  , 3 35q  および 4 2.4q  を,そして式(6.12)の材料定数には 1 3A  MPa, 1 54B  MPa2 および 1 1C  を用い

る．これらの値は，第 7 章の PP 材の引張試験を参照して，数値解析を繰り返すことで決定される．まず， p
r  

の条件で数値解析を実施し，実験で得られる公称応力-公称ひずみ曲線の形状に基づき，ひずみ速度硬化則の材

料定数 0k ～ 3k および r を決める．次に，高ひずみ速度側の条件で数値解析を実施し，材料定数m を決める．

最後に，破断ひずみのひずみ速度依存性および破断部位が再現できるようにクレーズ発展式の材料定数を決め

る[補足 H.9]．なお，式(4.79)の材料定数には  1 sin 8p  ， 4
2 1 10p   および 3p  10 を用いる． 
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Fig.8.30  Finite element mesh under uniaxial tension for validation of present material model 
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 本解析で得られた公称応力-公称ひずみ曲線を第 7 章の実験結果とあわせて図 8.31 に示す．図 8.31 における

☆印は，再硬化が進んでいない領域において式(2.6)1で  とおいて計算される実応力の値がフィブリル強度

(クレーズ強度)を超えたことを示している．8.3 節で述べたように，このとき部材が破断すると予測されるので，

☆印において解析を終了させている．図 8.31 を見れば，引張条件において高いひずみ速度を与えるほど破断ひ

ずみが小さい傾向が確認できるので，実験結果とよく一致している．したがって，本材料モデルは高ひずみ速

度領域において，破断ひずみの速度依存性の傾向を正確に再現できるといえる． 

 次に，引張条件   rU L    1 で実施した解析で得られた相当塑性ひずみ速度 p のU L =0.16, 0.28, 0.30 および 

0.34 における分布を図 8.32 に示す．これまでと同様に，図 8.32 は図 8.30 の原点を中心として 1 2x x 面， 2 3x x 面お

よび 3 1x x 面に対して対称に解析結果を複写することで表示した平板全体であり， 3x 軸上方から 3x h における

1 2x x 面を見た図である．図 8.32 を見れば，実際の PP に対して同定した材料定数を用いた本解析においても，

平板中央部で X 形せん断帯状に相当塑性ひずみ速度の高い領域が生じていることがわかる．その後，くびれの

伝ぱとともに相当塑性ひずみ速度の高い領域は引張方向に移動することも確認できる[補足 H.10]．ただし，本

解析は実際の PP が有するひずみ感度指数 25.5 10m   を用いているため，8.2 節および 8.3 節で示した 0.01m 

を用いて解析した場合に比べれば相当塑性ひずみ速度の移動がはっきりしていない． 

 次に図 8.33 にクレーズ密度分布を，引張条件   rU L    1，10 および 100 について，それぞれU L =0.34，0.32

および 0.30 において示す．いずれの引張速度条件においても，配向-未配向境界部であるくびれ進行端部におい

てクレーズ密度が高くなっており，実際の PP に対して同定した材料定数を用いた本解析においても，8.2 節お

よび 8.3 節で述べてきたようなクレーズ挙動の再現性が確認できる． 
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 次に図 8.34 に擬似無損傷配置の相当応力を，さらに図 8.35 に実応力を，引張条件   rU L    1，10 および

100 について，それぞれU L =0.34，0.32 および 0.30 において示す．相当応力は，いずれの引張条件において

もくびれ中央部において高い値をとる．一方で実応力はくびれ中央部だけでなく，高クレーズ密度領域である

くびれ進行端部においても高い値を示しており，その値は相当応力よりも高く，58 MPa を超えている． 

 ところで，Sugimoto ら(6.7)はフィブリル強度の実測を試みているが，得られた 5 種類の PP のフィブリル強度

は 40 MPa から 43 MPa の間の値であり，同一ではない．したがって，PP の種類が異なる場合には，フィブリ

ル強度も異なるものと推定される．ここで，Sugimoto らが得たフィブリル強度の 43 MPa の被測定材 PP の単軸

引張試験で得られる公称応力-公称ひずみ関係は図 7.3 と大きく異なる．Sugimoto らが用いた PP 材は，ひずみ

0.1 において初期降伏で公称応力 33 MPa をとった後に徐々に応力が低下して公称ひずみ 0.2 において公称応力

32 MPa となり，その後ひずみ増加 0.01 において急激に公称応力 24 MPa まで低下し，その後破断まで公称応力

がほぼ一定となっている．そこで，第 7 章の実験で用いた PP のフィブリル強度は，上述のような急激な応力

低下がない分だけフィブリル強度が高いと推定すれば，(43 MPa) 32 24 =58 MPa と推算できる． 
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 また，クレーズ停止領域では，クレーズ密度が他の領域よりも低く，さらに分子鎖の配向にともない再硬化

が進んでいるため，クレーズ中のフィブリルが少々切断したとしても破断には至らないと考えることができる．

そこで，クレーズ停止領域を除いて実応力 * 58  MPa となる部分のみ表示すれば図 8.36 のようになる．図 8.36

ではくびれ伝ぱの進行端部における破断が予想されており，この部位と図 7.4 に示す実験後の破断部位の傾向

が一致している．なお，低ひずみ速度条件における実際の PP を対象とした破壊も，これまで述べてきた手法

を用いて予想できること，ならびに文献の実験結果(7.4)に対して図 8.37 に示すように良い対応が示せることを付

記しておく．以上の検討を通じて，本材料モデルは実用的であると評価できる． 

 ここで，本節では 1 種類の PP の引張試験結果に対する再現性の確認を通じて，本材料モデルの実用性を評

価している．しかし，検証に供した実験は 1 例だけであることから，誤差の重なり合いによる偶然の一致が起

きている可能性は残されている．このことを避けるためには，数種類の PP に対して引張試験を実施して，応

力-ひずみ関係や破断部位および破断ひずみのひずみ速度依存性の傾向が異なる実験結果を比較対象として，シ

ミュレーションの再現性を確認すればよい．また，クレーズ分布の可視化およびクレーズ密度の定量化に関す

る研究成果は現時点でみあたらないが，これらが実験・観察の専門家の有する高度な技術により可能になれば，

本研究において予想したクレーズ密度の値の妥当性を評価できる．以上のような複数の PP の引張試験結果に

対する再現性確認や可視化により可能となった実測のクレーズ密度との比較を通じて誤差が判明した場合には，

クレーズ挙動のモデル化あるいは予測手法を修正する必要があるが，このような高精度化は今後の課題とした

い．このような課題も残されているが，ある程度汎用的に利用可能な理論の構築ができたものといえる． 
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８章の参考文献 
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9.1 本論文の結言 

 本研究では，クレーズの影響を考慮した弾粘塑性構成式を熱力学的理論体系に整合する形で導出し，

諸発展式の引数に対して熱力学的検討を加えた．さらに，相当ひずみ速度の発展式の引数に静水圧応力

が含まれることを示し，熱力学的理論体系に矛盾することなくひずみ速度硬化則に静水圧依存性を導入

した． 

 次に，クレーズ密度の増加が塑性ひずみの増加にともない生じることを表すクレーズ伝ぱ項と，塑性

平均垂直ひずみの増加に起因するクレーズ等方成長項の和により，クレーズ発展式を新たな表現で構築

した．さらに，低ひずみ速度ではクレーズが成長しやすく，分子鎖配向領域ではクレーズの成長が停止

しているという報告事実に基づきクレーズ挙動をモデル化するために，相当塑性ひずみおよびその速度

に依存する形でクレーズ伝ぱ項を関数化することで，クレーズ伝ぱ項を具体化した．一方で，Gurson の

ボイド発展式を参考にクレーズ等方成長項を表現しつつ，クレーズに含まれるボイドの成長がクレーズ

の等方成長に強く関係することを考慮して，ボイドの成長に寄与する塑性平均垂直ひずみの発展式を球

形ボイドを有する 3 次元立方体モデルによる数値実験により新たに同定した．また，従来のクレーズ発

生の条件式に速度依存性を導入して予測精度を高めた．加えて，広ひずみ速度に対応したクレーズ挙動

を再現するために，クレーズ発展式を拡張した．具体的には，高ひずみ速度において小さなクレーズが

多数発生する傾向と低ひずみ速度においてはクレーズの長さが大きく成長する傾向をクレーズの発生項

とクレーズの成長項として表現し，両項の和によってクレーズ伝ぱ項を表現した． 

 また，シミュレーション結果に対する比較対象を得るために，ひずみ速度 1 s-1以上の速度域で PP を

対象とした単軸引張試験を実施した． 

 さらに，上述のクレーズの影響を考慮した弾粘塑性構成式，ひずみ速度硬化則，クレーズ発展式，塑

性平均垂直ひずみの発展式およびクレーズ発生の条件式からなる本材料モデルを商用 FEM プログラム

に組み込み，単軸引張シミュレーションを実施した．このとき，新たな形式で構築したクレーズ発展式

を利用してくびれ端部でクレーズ密度および実用力が高くなることの再現性を確認した．次に，ひずみ

速度 0.01 s-1から 100 s-1までの 5 水準の速度を与えてクレーズ密度と実応力に基づいて PP の延性破壊が

広ひずみ速度領域において再現可能であることを示し，最後に，破断ひずみのひずみ速度依存性と予測

される破断部位が PP の引張試験結果をよく再現できていることから本材料モデルの妥当性を評価した

結果，以下の結論を得た． 

(1)  クレーズ発展式は，クレーズの進展が相当塑性ひずみおよび塑性平均垂直ひずみの増加にとも

なって生じるものとして表現できる．また，相当塑性ひずみの増加に対するクレーズ密度の増加

率を相当塑性ひずみ速度および相当塑性ひずみの関数として具体化すれば，クレーズ伝ぱのひず

み速度依存性と分子鎖配向領域におけるクレーズの停止を表現できる．さらにクレーズの伝ぱを

表す項を，クレーズ数密度のひずみ速度依存性を表現するクレーズ生成項とクレーズの長さのひ

ずみ速度依存性を表現するクレーズ成長項の和で表現すれば，クレーズ挙動を低速から高速まで

幅広いひずみ速度範囲で再現可能となる． 
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(2)  本材料モデルを組み込んだ商用FEMプログラムで実施したひずみ速度 1 s-1における単軸引張シ

ミュレーションの結果から，くびれの発生・伝ぱ，および高クレーズ密度領域の引張方向への伝

ぱならびにくびれ進行端部でクレーズ密度および実応力の値が高くなることが表現できる． 

(3)  ひずみ速度 0.01～100 s-1の条件で実施した単軸引張シミュレーションの結果から，上記に加えて

高ひずみ速度および低ひずみ速度では高クレーズ密度領域が降伏直後に X 形せん断帯状に集中し

て発生することを表現できる．また，クレーズ密度が十分高く，かつ実応力がフィブリル強度を

超えることに基づいて予測される破断ひずみのひずみ速度依存性は一般的な熱可塑性ポリマの特

徴を再現でき，かつ破断部位は実験における破断傾向と一致する． 

(4)  PP の単軸圧縮試験結果との比較を通じて本材料モデルが静水圧依存性を考慮できることを確認

できる．また，実験を模擬して実施したひずみ速度 1～100 s-1の単軸引張シミュレーションで，上

述の基準に基づいて予測された破断部位ならびに破断ひずみのひずみ速度依存性が実験結果と定

量的に整合することから，構築した結晶性ポリマの破断予測スキームは実用的と評価できる． 

 

9.2 今後の課題と展開 

 本研究では，実験・観察結果に基づきクレーズ挙動をモデル化し，結晶性ポリマの破壊予測を可能と

する材料モデルを構築した．本節では，本材料モデルに残されている課題について述べるとともに，今

後の展開に触れることとする． 

 

9.2.1 除荷時の変形応答 

 除荷時に単純な弾性除荷を示す金属とは異なり，図 9.1 に示すようにポリマは粘弾性効果による非線

形性を有する顕著なひずみ回復が生じる．このため，PP製バンパーフェースの衝突実験を行うと，衝突

時に比べて衝突後では著しく変形が小さいことが多い．非共軸粘塑性構成式への非線形ひずみ回復の導

入も試みられているが[補足 I.1]，非線形ひずみ回復の再現性ならびに解析安定性の向上に課題がある．

課題が解決され，本材料モデルと融合させ，商用 FEM ソルバにおいて非線形ひずみ回復のシミュレー

ションが実施可能となることが期待される． 

 

Fig 9.1  Schematic nominal stress versus nominal strain curves of PP with unloading process 
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9.2.2 異方性の導入 

 クレーズは主応力方向と垂直に進展することから，クレーズの進展には異方性[補足 I.2]があることが

知られている．また，射出成型により製作された板材からダンベル型試験片を種々の方向に切削加工し，

流れ方向の試験片を用いて単軸引張試験を行うと，流れに垂直方向の試験片を用いた場合よりも高い応

力で応力-ひずみ曲線が推移することも知られている．さらに，ポリマは引張時に分子鎖が引張方向に配

向するため，初期において等方性とみなせる材料であっても分子鎖配向領域では変形にともない異方性

をもつようになり，引張方向の縦弾性係数や強度などの機械的性質は著しく向上する．変形にともない

発現する異方性は変形誘起異方性と呼ばれ，強い異方性を示す分子鎖配向領域と分子鎖未配向領域の境

界が広義の異種材料接合部となりうるため応力が集中し，クレーズの発生を助長する要因の一つと考え

ることができる．以上のような成型時の異方性，変形誘起異方性およびクレーズ進展の異方性の導入に

より，本材料モデルの更なる高精度化が期待される． 

 

9.2.3 塑性発熱および熱伝導現象の導入 

 ポリマの塑性変形において，内部発熱が顕著に生じるのはくびれ領域である．本材料モデルはくびれ

の伝ぱならびにくびれ端部におけるクレーズの蓄積を再現できるものの，くびれ領域に現れる内部発熱，

材料内部での熱伝導および周囲環境との熱伝達が考慮されておらず，熱の移動が生じるような非平衡状

態における応力緩和を再現できるモデルではない．ポリマには顕著な温度依存性があることは古くから

知られており，温度依存性が考慮できることが望ましい．冨田らは変形の局所化に及ぼす熱発生の影響

を考慮し，多くの解析例を示しているが，内部発熱および熱伝導・熱伝達の影響を考慮した硬化応答を

実験から得ることは困難であるため，これらの研究はあくまで数値解析的な予測にとどまっている．今

後は，内部発熱と熱伝導・伝達に関するより精密なモデル化[補足 I.3]が必要といえる． 

 

9.2.4 打抜き試験に対する再現シミュレーション 

 打抜き試験は，ダートインパクト試験ともよばれ，ポリマの耐衝撃性を評価する試験の一つであり，

単軸引張試験とは異なる応力状態(等 2軸およびせん断応力状態)が変形過程で生じる．このような，実

際のポリマ製品の耐衝撃性試験の応力状態に近い実験を対象としたシミュレーションを通じて，本材料

モデルの精度向上や各係数の確度の高い同定が期待できる． 

 

 以上に挙げたような課題を解決し，ポリマの大変形時の微視的損傷および分子鎖の配向挙動が及ぼす

影響が考慮された材料モデルに拡張することで，ポリマ製品の設計で本材料モデルがより一層活用され

ることが期待される． 
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（第１章の補足） 
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A.1 ポリマ 

多くの化合物の分子量が 500 以下であるのに対して，分子量が 10 000 以上の分子を高分子または巨大

分子と呼び，その化合物を高分子化合物という．高分子化合物は，その組織や分子構造により有機高分

子化合物および無機高分子化合物，あるいは天然高分子化合物および合成高分子化合物に分類される．

綿，絹，天然ゴム，木材は天然有機高分子であり，石英やガラスは無機天然高分子に属する(1.1) ．天然

高分子化合物の分子は，小さな構成単位が繰り返し多数結合した構造をしており，合成高分子化合物は

1 種類またはそれ以上の種類の小さな高分子を多数結合させて作られている．この小さな分子を単量体

またはモノマという．ポリマとは，モノマが次々に結合する反応である重合により生成する高分子のこ

とであり，重合体とも呼ばれる．モノマ単位の繰り返し数を重合度といい，重合度から分子量が決定さ

れる．付加重合では，モノマの炭素原子間の二重結合が開いて付加し，長い鎖ができあがる．一方で縮

合重合は，2 つ以上のモノマ種を含む逐次分子間化学反応による高分子の形成のことであり，通常水の

ような副生成物が生じる(1.2) ． 

 

A.2 ポリマの特徴 

 ポリマは，石油を原料として安価に製造でき，軽量でかつ成形性，透明性，電気絶縁性，吸音性など

に富み，他材料にない有用な性質をもつため，日常生活に不可欠な材料として広く用いられている．型

成形法はプラスチックの成形において も一般的な方法であり，射出成形，押出成形，ブロー成形，圧

縮成形などがある．熱可塑性材料を成形するのに も広く用いられている射出成形は，1 サイクルが数

十秒間で成形完了するため，量産成形が可能である(1.2) ．またポリマは，優れた光学特性を有するもの

もあり，透明ではあるが比重の大きいガラスの代替材として利用されることも多い．光透過性が重要と

なる用途では PS(ポリスチレン)や PMMA(ポリメタクリル酸メチル)が用いられることが多い．一方で，

電気絶縁性を利用してプリント基板にもポリマは利用されている．これは，ポリマの分子結合は共有結

合であるため，金属結合のように電子が自由に移動しないため，電気を伝えにくいからである．ところ

で，ポリマに導電性を付与することも可能であり，導電性フィラーを混合充填する手法により得られる

導電性ポリマは，静電気・電磁波防止シート，太陽電池，タッチパネルなどに利用されている．エラス

トマあるいは発泡材ポリマは高い吸音性を有するため，防音材に用いられる． 

 

A.3 熱可塑性ポリマ 

 熱可塑性ポリマは，線状の分子により構成されているため，ガラス転移温度以上の温度では延性を示

すようになり，様々な形に成形できる．一方でガラス転移温度以下では脆性的になる．このように可逆

的な変化を生じるのは，温度変化によって分子構造が化学的な変化を起こさず，物理的にのみ変化する

ためである．より過酷な熱的・力学的条件で用いられるエンジニアリングプラスチックの多くは熱可塑

性ポリマである．エンジニアリングプラスチックとは，一般に 100℃以上でも強度を失わないプラスチ

ックの総称であり(付 1)，自動車の軽量化に大きく寄与している．また，150℃以上でも強度を失わないも

のはスーパーエンプラと呼ばれる． 
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A.4 熱硬化性ポリマ 

 熱硬化性ポリマの成形品は，モノマ，プレポリマ，オリゴマなどと呼ばれるポリマよりも分子量の小

さい化合物を原料として，金型中で重合反応を生じさせて完成させる．このように成形と同時に高分子

化が起こるため，重合反応は隣同士のモノマだけでなく上にも下にも進展し，立体的網目状構造が生じ

る．このような構造だと，加熱しても分子が自由に動き回ることができない．このため，熱硬化性ポリ

マは耐熱性が高い(付 2)．したがって，熱硬化性ポリマではいったん網目状に高分子構造が結合されると，

再び過熱しても軟らかくならない非可逆変化を示す．これは，分子構造変化，すなわち化学変化が生じ

たためである．熱硬化性ポリマの例として，フェノール樹脂，アミノ樹脂，エポキシ樹脂が挙げられ，

一般に硬くて耐熱性が良いことから食器，電気機器などの家庭用途から化学プロセスにおける防食用ラ

イニング材のような産業用途まで，幅広く用いられている． 

 

A.５ ポリプロピレンの分類と分析 

ポリプロピレンをタクチシティーにより分類すれば，iPP (isotactic polypropylene)，sPP(syndiotactic 

polypropylene)および aPP(atactic polypropylene)のように分けられる．タクチシティーとは立体規則性のこ

とであり，FTIR(Fourier Transform Infrared Spectroscopy：フーリエ変換赤外分光法)等により同定可能であ

る．また，タクチシティーはポリマの結晶化度に影響を与える．結晶化度はガラス転移点とともに

DSC(Differential scanning calorimeter：示差走査熱量測定)により分析が可能な量であり，球晶は偏光顕微

鏡により観察できる．なお，ポリマの分子量は GPC(Gel Permeation Chromatography：ゲル浸透クロマト

グラフィー)により測定が可能である．一般に入手可能な PP 系ポリマの製品を検討の対象とする場合で，

立体規則性やガラス転移点などの物理量を調査して PP 系ポリマの正体を知る必要があれば，上述の方

法で各物理量を測定すればよい． 

 

A.６ 破断と破壊 

 本論文では，試験片が切断され分離する様子を「破断」，試験片以外の一般的な構造物が壊れる様子を

「破壊」と表現している．クレーズもミクロスケールにおいては破壊の一種であるものの，本論文では

マクロスケールにおける破壊予測を対象としているため，クレーズの形成は破壊とは呼ばない． 

 

A.７ 再結晶温度 

 加工硬化した金属あるいは合金を加熱すると軟化して加工前の状態に戻る．これは，変形した結晶粒

の内部あるいは粒界において加熱により新しい結晶の核が生じ，時間とともに成長して新しい結晶粒が

形成されることで起こる．このような現象を再結晶という．再結晶の開始する温度を再結晶温度といい，

軟鋼の再結晶温度は約 500℃である(付 3)．一般に金属材料について熱間あるいは冷間とは，その材料の再

結晶温度を基準として，それより上あるいは下の温度領域をいう．  
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A.８ クレーズの消滅 

 クレーズに分子鎖が充填されることでクレーズが消滅するという報告は見られないが，sPP について

は，変形により発生したクレーズが，更なる変形途上でラメラの分離・屈曲にともない消失(付 4)すること

は報告されている．ただし，一度発生した iPP のクレーズは消失しない． 
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補足 B 

（第２章の補足） 
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B.1 第 1 中間配置 

 第 1 中間配置は，弾性除荷された配置で，永久変形によるひずみは残されており，応力開放配置ともよば

れる． 

 

B.2 極分解 

 任意の正則なテンソルは，直交テンソル R と正の対称テンソル U あるいは V の積に一意に分解でき，

この分解を極分解と呼ぶ．ここで，RU および VR への分解は，それぞれ右極分解，左極分解とよばれる． 

 

B.3 客観速度 

 ここでは式(2.3)の導出過程を示す．まず， T
( )m A χ Aχの両辺で物質時間微分をとれば，次のように

なる． 

 

    T T T
( )m     A χ Aχ χ Aχ χ Aχ  

            T T T T T   χ χχ Aχ χ Aχ χ Aχχ χ  

             T T T   χ χχ A A Aχχ χ                                                      (B.1) 

ここで， T χχ I なので， T T  χχ χχ 0 であることから， 

        T T    χχ χχ Ω                                                                 (B.2) 

となる．式(B.2)を式(B.1)に代入すれば，次のように式(2.3)を得る． 

     T T
( )m



      A χ ΩA A AΩ χ χ A χ  

 

B.4 損傷配置と擬似無損傷配置における応力と弾性率の関係 

 ここでは，式(2.6)の導出過程を示す．損傷が存在する観察面に F という力をかければ，損傷配置にお

ける応力は， 

    
   

*
* 1 1

F F

SS


 

  
 

                                                       (B.3) 

のように擬似無損傷配置の応力と関係づけられる．なお， F S  を用いている．さらに，擬似無損傷

配置における弾性ひずみを e ，損傷配置における弾性ひずみを *e とすれば，次のように表現できる． 

    e

E

                                                                          (B.4) 

    
*

*

0 0(1 )
e

E E

 


 


                                                             (B.5) 

擬似無損傷配置の弾性ひずみと損傷配置の弾性ひずみとは等しいという Lemaitreのひずみ等価配置の考

え方に基づけば，式(B.4)と式(B.5)の右辺は等しくなり， 0(1 )E E    となることから次式を得る． 

    0(1 )E E                                          (B.6) 



補足                                         115 

 

 

 
 

補足 C 

（第３章の補足） 
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C.1 内力のなす仮想仕事率に関する変形 

 ここでは，式(3.11) の計算過程を詳細に示す．式(3.10) おける仮想変形速度

D は，速度こう配 Lの対

称部分の仮想量であるから，次のように置き換えることができる． 

     
  
D L W                                                                       (C.1) 

また，仮想速度こう配 L

およびその反対称テンソルW


は次のように表せる． 

    
gradv

w

 


  

 
 

L

W I
                                                                     (C.2) 

式(C.1)および式(C.2)を式(3.10)に代入すると，次のようになる． 

        ·P 
 

T D  

          ·( ) 
 

T L W   

          ·(grad )  
 

T v I w                                                              (C.3) 

ここで，次の指標表示から得る，2 つの関係式を利用する． 

        , , ,·grad ( )ij i j ij i j ij j iT v T v T v  
   

T v  

               Tdiv( ) (div )· 
 

T v T v                                                      (C.4) 

       ·( ) ij jkl ik l jkl ij ik lT e w e T w   T I w
  

 

                         ljk ki ij le T w 
 

                         ljk kj le T w 
 

                          ( ·· )·


e T w                                                     (C.5) 

式(C.4)，(C.5) を式(C.3) に代入して式(3.11) を得る． 
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（第４章の補足） 
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D.1 構成式 

 構成式とは，物質特性を表す関係式のことであり，熱力学的に共役な量である応力とひずみ，または

熱流束と温度こう配，あるいは磁束密度と磁場などの間で成立する関係式のことを指す．構成式の研究

では現象の原因を微視的な材料の構造に求めつつも，巨視的に測定しうる量の間の関係の定式化を追及

する(4.11)．構成式の形を数理的に決定していくための基礎として，Truesdell-Noll による有理連続体力学

の中で提唱された次の 3 つの原理(1)，(2)および(3)と，連続体力学における熱・力学的理論体系からの原

理(4)および(5)が知られている． 

 (1)応力決定の原理(Principle of determinism for stress)：物体中の応力は物体の運動履歴によって決定 

  される． 

 (2)局所作用の原理(Principle of local action)：物質点の応力の決定においては，その点の近傍の運動の 

  みが関与し，その外の物質点の運動は無視できる． 

  (3)物質客観性の原理(Principle of material objectivity or principle of material frame indifference)：構成式 

  は観測者すなわち標構の違いに依存しない．この原理は標構無差別性の原理とも呼ばれる． 

  (4)エントロピー増大則(Principle of increase of entropy)：構成式の可逆部分(または保存部分)はエント 

  ロピーが常に増大するように決定される． 

  (5) 大散逸速度の原理(Principle of maximal entropy production rate)：構成式の非可逆部分(または散逸 

  部分)は内部エントロピー生成速度が 大になるように決定される． 
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（第５章の補足） 
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E.1 レベル応力 

 レベル応力(水平応力)の仮定とは，小林・岡田による硬化データの作成方法の一つであり，くびれ

が伝ぱする段階において，真応力を一定とする仮定である．すなわち，真応力-真ひずみ線図におけ

る一定応力の開始点と後続硬化の開始点を定め，その間の応力を公称ひずみから体積一定則により変

換された真応力を参照せずに一定とする．図 5.2 においても，初期降伏後の応力は，相当塑性ひずみ

0.175 までは一定になっていることがわかる． 
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補足 F 

（第６章の補足） 
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F.1 クレーズ密度の体積分率と面積分率 

 ここでは，クレーズの体積分率̂ と面積分率 の関係を，図 F.2 に示すようなボイド状の損傷を有す

る立方体モデルを用いて考察する．一辺 Lの立方体の中心に半径 rの球形ボイドが 1個存在する場合，

損傷の体積分率 v は次式にて表される． 

 

3

v

4

3

r

L


    

                                  (F.1) 

一方で，球の大円を含む面で切断したとき，正方形の中に円孔ボイドが存在することになるが，その損

傷の面積分率 a は 

 

2

a

r

L
 

    
                                                                     (F.2) 

となる．式(F.2)を
r

L



について解いて式(F.1)に代入すれば， 

 3 2
v a

4

3
 


                                                                     (F.3) 

を得る．次に，球形を一般化することを目的として 3 軸の長さが 2a， 2bおよび 2cである楕円体状ボ

イド(図 F.3)に置き換えれば， v および a は次のように表現できる． 

 v 3

4

3

a b c

L


  




                            (F.4) 

 a 2

a b

L


 




                                    (F.5) 

x

yz 

x

y

L

L

r

Fig. F.2  Shape of craze modeled as sphere 

L

L

a

b

x 

y
z 

Fig. F.3  Shape of craze modeled as ellipsoid 

x

y
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式(F.4)と式(F.5)から Lを消去すれば， v と a の関係が次のように得られる． 

 3 2
v a

4

3

c

a b
 





 

                                  (F.6) 

ここで，式(F.6)において a b c r      のときには，式(F.6)は式(F.3)に帰着する．よって， v と a の関

係は次の形で表現することができる． 

 3 2
v a                                                                        (F.7) 

なお，ボイド形状が球形の場合 0.75  となり， 50a b  かつb c  のときには 0.1  ， 1000a b  か

つb c  のときには 0.024  となる． 

 クレーズは細長い楕円体とみなせるため，本研究では，クレーズの体積分率 ̂ と面積分率 を次のよ

うに関係づけることとする． 

 3 2̂                                                                         (F.8) 

ここで，本論文では簡単のため 1  としており，面積分率としてのクレーズ密度の値は，体積分率の

それの値と表 F.1 に示す関係にある． 

Table F.1 Relationship between area and volume fractions of craze 

Area fraction  0.01 0.05 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 

Volume fraction ̂ 0.001 0.011 0.032 0.089 0.16 0.25 0.35 

 

F.2 従来のクレーズ発展式の不安定性 
 小林ら(1.82)によるクレーズ発展式は，簡単のためクレーズの等方成長項を省略すれば，次のように表

現できる． 

    ˆ
p

pr p
C






                                                                   (F.9) 

上式の形を見れば， ̂ が相当塑性ひずみ速度 p に反比例し，正負両方の値をとりうる相当塑性加速度
p に比例していることがわかる．仮に p が正の一定値をとるならば， ̂ は p が小さいほど大きくな

る．しかし， p は刻一刻と変化するうえ正負両方の値をとりうるため，このような単純化はできない．

実際には， p が小さく零に近い速度域では，大きな値をとる傾向のある ̂ の正負が反転しやすくなる．

このため，計算が不安定化する．これに対して本論文で提案しているクレーズ発展式は，クレーズの発

生・伝ぱ項で p を用いずに p に比例する形で表現されており，また従来のモデルで分母に存在した p

の効果が発展式の係数部分に組み込まれる形で考慮されている．この点で従来の発展式とは大きく異な

っている． 
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補足 G 

（第７章の補足） 
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G.1 つかみ具の速度 

 準静的な引張試験装置ではネジ式の昇降装置が用いられており，つかみ具と昇降装置が締結された

状態で実験が開始される．したがって，つかみ具の静止状態から所定の速度に達するまでの時間では

つかみ具の速度は上昇しており，一定の速度とはいえない．しかしながら低速の場合は，つかみ具速

度が一定でない時間はきわめて短いため，ほとんど問題にならない．例えば，設定速度 600 mm/min

を与えるために 0.1 s かかったとしても，その間のチャックの移動距離は数 mm であるため，チャック

の締め付けのガタ程度の誤差となる．しかし，1 m/s 程度の高速をチャックに与える場合には誤差と見

過ごせなくなる．なぜなら，0.1 s で数十 cm チャックが進んでしまうためであり，チャック速度を所

定の速度に上げるまでに試験片が破断してしまう．そこで，空走距離をもつピストン(図 G.1(a))に油圧

により瞬時に高速変位を与えて加速し(図 G.1(b))，このピストンとつかみ具ユニットを適切な方法で接

触させ(図 G.1(c))，つかみ具ユニットに瞬時に所定速度を与える手法がとられる．このとき，つかみ具

をチタン製にするなどしてつかみ具ユニットは軽量化されているものの，ピストンとつかみ具ユニッ

トの接触時にロードセルに共振荷重によるノイズが入ることが多いので，データ評価には注意が必要

になる． 

Fig.G.1 Mechanism of grips with high speed tensile test  

(a)Initial position (b)Piston accelerated 
  by hydro pressure

(c)Contact of Piston 
  with grips unit 

(d)Grip unit with  
  constant speed 

Free running distance 

Piston 

Grips unit 
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（第８章の補足） 
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H.１ 本材料モデルが利用可能な要素 

本論文では，材料モデルの評価を目的としているため，平面応力状態を仮定したシェル要素を用いず

に，8 節点 6 面体ソリッド要素(eight node hexahedral brick element)に選択低減積分を施して解析に利用し

ている．ただし，本材料モデルを利用したシェル要素や SPH(Smoothed Particle Hydrodynamics)要素によ

る大変形解析が可能であることは，別途実施した商用 FEM プログラムによる解析で確認済みである． 

 

H.2 単軸引張試験における 2 次くびれの再現シミュレーション 

H.2.1 シミュレーションの目的 

結晶性ポリマでは，せん断帯状の高ひずみ速度領域の伝ぱに伴って高クレーズ密度領域が伝ぱし，さ

らに2次くびれが発生・伝ぱする場合がある．ここでは，まず2次くびれを表現できる硬化則を示し，そ

れをクレーズ依存性構成則とともに汎用ソルバRADIOSSに組み込んでPP材の引張問題に対する3D-FEM

解析を実施し，クレーズ挙動に基づく破断予測を試みる 

 

H.2.2 材料モデル 

クレーズの影響を含む非共軸弾粘塑性構成式には式(4.91)および式(4.92)を，クレーズ発生条件式には

式(6.12)および式(6.13)を用いる．クレーズ発展式には式(6.9)の形を用いるが，クレーズの進展割合を表

現する関数  p p,f   には次式を利用する． 

    

     
 

 

p

p p p p
1 2

p
1 11 11

p p
2 12 c

,

(0 1)

( ) 0.5 1 tanh ( )

f f f

f D D

f D



   



  

 
   


       



 

                                    (H.1) 

Initial state Initial yeild 

Generation of primary neck 

Propagetion of primaly neck 

Generation of secondary neck 

Propagetion of 
primaly neck 

Fig. H.1 Schematic process of generation of secondary neck 
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ここで， 11D および 12D は無次元係数で， c は成長停止ひずみ値(再硬化値)である．面積分率としてのク

レーズ と体積分率としてのクレーズ密度̂ の関係式 3 2̂  における係数は，簡単のため 1  を選

ぶ．関数 1f はクレーズの進展が低ひずみ速度ほど大きいというひずみ速度依存性を表現し， 2f は分子鎖

配向領域ではクレーズの成長が停止するという特徴を式(6.7)と同じ形で表現している． 

  なお，クレーズ等方成長項の塑性平均垂直ひずみ p
m に対する発展式には次式を用いる． 

        
 2 3 mp

m 1
y

cosh
q q

q
 

 


          



                                                  (H.2) 

ここで y は降伏応力， 1q ， 2q および 3q は材料定数である． 

 

H.2.3 PP を対象とした単軸引張試験 

 次に，材料試験協会 ASTM の規格 D1708 に基づく形状の引張試験片を，厚さ 2 mm の PP シートから

機械加工により製作し，PP 材の単軸引張試験を実施する．試験片形状を図 H.2 に示す．単軸引張試験は，

初期チャック間距離 0L を 22 mm として，チャック速度U に 220 mm/s，22 mm/s，5.5 mm/s の 3 種類を選

ぶ．ひずみ速度を 0U L により概算すれば，各チャック速度はそれぞれ，ひずみ速度 10 1s ，1 1s ，0.25 1s

に相当する．得られた公称応力 n と公称ひずみ n との関係を図 H.3 に示す．いずれの引張速度におい

ても，初期降伏後にひずみの増加に伴い公称応力が低下する傾向が認められるが，このとき 1 次くびれ

が発生すると考えられる．また，ひずみ速度 1 1s および 0.25 1s については，公称ひずみ 0.5 付近で応力

低下の傾きが大きくなる． 

 ここで，図 H.4(B)に示すひずみ速度 1 1s の破断後試験片を見れば，この 2 段階目の応力低下時に 2 次

くびれが発生することがわかる．さらに図 H.4(C)に示すひずみ速度 0.25 1s の試験片を見れば，2 次くび

れ発生後くびれが安定的に伝ぱすることがわかる． 

 

H.2.4 2 次くびれを伴う PP の硬化則 

流れ応力を同定するために， t n n(1 )    および t nln(1 )   を用いて，公称応力-公称ひずみ関係

を，真応力 t -真ひずみ t 関係に変換する．得られた真応力-真ひずみ関係から，新たな流れ応力 ( )pg   

t 2 

8 
22

 

16 
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8 

Fig.H.2 Microtensile specimen  Fig.H.3 Experimental results 
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の関数形を決定すれば，式(H.3)および式(H.4)のような硬化則を得る． 

      

1/

( )

m

p
r pg

 


                                                                       (H.3) 

       1 2 4( ) tanhp p p
rg k k k                      r2

p     

       1 2 4 r2( ) tanhp p p
rg k k k       5 2

p
rk                r2

p
r         (H.4) 

       1 2 4 r2( ) tanhp p p
rg k k k        5 r r2 3 (exp exp )p

rk k        p
r     

ここで r は参照ひずみ速度， r は再硬化ひずみ，mはひずみ速度感度指数， r は参照応力であり，

同定された各定数はそれぞれ， 10.25r s  ， 0.05m  ， 15.5Mpar  ， 0.45r  ， 2 0.33r  ，1 30k  ，

2 1.7k  ， 3 1.5k  ， 4 1.3k  および 5 4.5k  である．実験データと，同定された硬化則とを真応力-

真ひずみ関係で比較して図 H.5 に示す． 式(H.4)1の 4
pk  の項は初期降伏後の真応力の緩やかな

増加を表現しており，式(H.4)2 の  5 2
p

rk    の項は 2 次くびれ発生時の応力低下を表現し

ている．なお，流れ応力のひずみ速度依存性は式(H.3)の指数則で，2 次くびれ発生後の再硬

化は式(H.4) 3 の 3 (exp exp )p
rk   を用いて表現している． 

 

H.2.5 FEM 解析および検討 

H1.2 にて示した材料モデルを，ユーザーサブルーチンを介して RADIOSS に組み込み，PP 材の引張問

題に対する 3D-FEM 解析を実施する．なお式(6.9)，(H.1)および式(H.2)における材料定数を 0.5A  ，

610B  ， 1 0.8D  ， 2 100D  ， c 0.6  ， 1 2.5A  ， 1 540B  ， 1 0C  ， 1 0.018q  ， 2 0q  および 3 1.5q 

とする．解析モデルは，引張試験片平行部のみを対象とした 1/8 モデルとし，変形の対称性を仮定する．

要素分割は幅方向に 16 分割，長手方向に 48 分割，厚さ方向に 4 分割とし，1 点積分 3D ソリッド要素を

用いる．板幅方向には Tvergaard らによる初期不整を与え，引張端部をせん断自由として強制速度U を

与える． 

解析で得られた荷重W と変位U の関係を公称応力-公称ひずみ関係に変換し，3 種類のひずみ速度に

対して実験と比較した結果を図 H.6 に示す．ただし本解析では，式(H.4)の定数 r ， 2r および 5k をそれ 
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ぞれ 0.75，0.55 および 3.5 に変更してある．いずれのひずみ速度においても初期降伏後の公称応力の低

下が再現されており，やや傾きが急であるものの 2 次的な応力低下もよく再現されている． 

また， 0U L が 1 1s および 0.25 1s の場合のクレーズ分布ならびに相当塑性ひずみ速度分布を図 H.7 に

示す．図 H.7(A)の 0 0.4U L  における変形を見ると，この変位までは極めて小さな 1 次くびれが平行部

全体に伝ぱしたと考えられる． 0 0.4U L  以降では，いずれの速度条件でも 2 次くびれが発生し，2 次

くびれが高ひずみ速度領域の伝ぱに伴い伝ぱすることが再現されている．さらに，高クレーズ密度領域

が実験の破断部位と一致している．以上の検討を通じて，本材料モデルによるシミュレーションは 2 次

くびれの挙動を再現できることが確認された．ただし，実応力がフィブリル強度を越えることに基づく

破断予測まで至っておらず，今後の課題としたい． 

 

H.3 公称応力-公称ひずみ関係におけるクレーズ考慮の影響について 

 小林ら(1.82)は，解析でクレーズを考慮した場合と，考慮しない場合とで応力-ひずみ図 H.8 のように比

較しており，クレーズを考慮した場合には降伏後の下に凸の曲率がよく再現できることを報告している． 
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H.4 破断予測と破壊過程の再現 

 本論文では，実応力がフィブリル強度を越えることに基づき予測される破断部位を表示しているが，

実応力がフィブリル強度を超えた要素を削除したり，このような要素とその回りの要素との共有節点を

分離する手法を用いれば，ポリマ製品に生じる破壊過程を再現することも可能である． 

 

H.5 低ひずみ速度側の実験データ 

 本論文にて参照している Brostow-Corneliussen の著書には，どのような PP を対象としているのか，ど

のような条件における引張試験かについて詳細な記載は見られない．PP としては破断ひずみが小さいも

のの，本論文では，文献の実験が破断まで実行されたものとみなして参考としている． 

 

H.6 破断ひずみのひずみ速度依存性 

 Brostow-Corneliussen あるいは小林・岡田による PP の引張試験データでは，破断ひずみがひずみ速度

が低いほど小さい傾向が認められる．これらの低ひずみ速度側で破断ひずみが小さい PP 系ポリマを著

しい高ひずみ速度域で実験した場合を予想すれば，中程度のひずみ速度における引張試験に比べて，破

断ひずみが小さくなることが推測される．そこで特定の PP を対象として定めずに，広い範囲の PP 系ポ

リマのいずれかで，破断ひずみのひずみ速度依存性にブーメランシェイプが現れるものと推測している．

なお，ここでは，非晶性ポリマの PMMA に認められる破断ひずみのひずみ速度依存性と，本材料モデ

ルによるシミュレーション結果の同一性を主張しているわけでないことに注意されたい． 

 

H.7 打抜き試験の再現シミュレーション 

H.7.1 シミュレーションの目的 

PP板材の打抜き試験では，変形が も大きな部位ではなく，その周囲で円環状に破壊が生じる．H.2

にて検討したPP試験片と同じ種類のPPの板材の打抜き試験を実施したうえで，このような破壊形態のク

レーズを考慮した材料モデルによる再現を試みる．ただし，単軸引張以外の変形に対しても本材料モデ

ルが利用可能であることのみを示すものとし，単軸引張と等2軸引張との両方で成り立つ厳密なパラメー

タフィッティングや，衝突物とポリマ製品との間の摩擦係数の値を十分吟味した検討などは今後の課題

とする． 

 

H.7.2 材料モデル 

H.2 において述べたように，対象とする PP 材は 2 次くびれを生じる性質を持つが，打抜きシミュレー

ションにおける解析安定性を確保するために，PP のひずみ速度硬化則には，レベル応力の仮定が考慮さ

れた式(5.5)，式(5.6)および式(5.7)を利用する．クレーズの影響を含む非共軸弾粘塑性構成式には式(4.91)
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および式(4.92)を，クレーズ発生条件式には式(6.12)および式(6.13)を用いる．クレーズ発展式には式(H.1)

を，塑性平均垂直ひずみ p
m に対する発展式には式(H.2)を用いる． 

 

H.7.3 PP を対象とした打抜き試験 

 米国材料試験協会 ASTM の規格 D3763 を参考に，図 H.9 に示すポリプロピレン(PP)材の打ち抜き試験

を実施する．すなわち内径 25.4 mm の鋼製リングで上下から 2 mm 厚の PP 板材を締め付けて固定し，先

端形状が直径 12.7 mm の半球形インパクタを速度 1 m/s で PP 板材に衝突させて，インパクタが受ける荷

重とインパクタ先端の変位の関係を得る．実験後の試験片の写真を図 H.10 に，実験で得られた荷重-変

位関係を図 H.11 に示す． 

 

H.7.4 打抜き試験の再現シミュレーション 

 式(5.5)，(5.6)および式(5.7)に対して同定された各定数はそれぞれ， 11.0r s  ， 0.04m  ， 17r  MPa，

0.05r  ， 0 1k  ， 1 25k  ， 2 1.85k  ， 3 0.6k  および 4 0k  である．得られた硬化カーブを実験デー

タとあわせて図 H.12 に示す．ただし実験データの白ヌキシンボルは 2 次くびれが発生した領域であり，

本節における定数同定に際しては参考程度としている．なお式(H.1)および式(H.2)における材料定数を

0.5A  ， 610B  ， 1 0.99D  ， 2 100D  ， c 0.6  ， 1 2.5A  ， 1 540B  ， 1 0C  ， 1 0.018q  ， 2 0.0q  ，

3 1.5q  とする．解析モデルは変形の対称性を仮定した図 H.11 に示すような 1/4 モデルであり，1 点積分

3D ソリッド要素を用いた 19833 節点 17200 要素のモデルである．鋼製リングによる試験片の拘束は，締

め付け部の下面を完全固定し，上面を上方変位のみ拘束する(図 H.13)．インパクタは直径 12.7 mm の剛

壁球とし，強制速度 1 m/s を与える． 
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変形の履歴を図 H.14 に， 大荷重を超えたインパクタ変位 10 mm における相当塑性ひずみ分布とク

レーズ密度分布をそれぞれ図 H.15，図 H.16 に示す．相当塑性ひずみは も変形が大きい試験片中央に

おいて 大で，外周に向かって徐々に小さくなる．これに対して高クレーズ密度領域は試験片中央部で

なく，その周辺で円環状に分布しており，図 H.10 に示す実験の破断部位とよく一致する． 

またインパクタの荷重-変位関係について実験と解析の結果を比較すると，図 H.17 に示すように本材

料モデルによる解析結果は実験結果とよく整合する．なお，解析は実験に比べて荷重 大となる変位が

1mm 程度小さいが，これは硬化則同定の際に，引張試験で生じた 2 次くびれの影響を組み込んでいない

こと，および静水圧依存性が考慮されていないことなどが原因と考えられる．このような引張試験に対

する詳細な検討や新たな硬化則の開発は今後の課題としたい．なお，本材料モデルを用いた解析の CPU

時間は，汎用ソルバの弾塑性材料則を用いた場合に比べて，わずか 30%増にすぎない．このことから本

材料モデルは解析時間についても十分実用的であり，以上の検討を通じて本材料モデルの有用性が確認

されたといえる． 
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H.8 解析モデルと解析時間 

 ひずみ速度硬化則にひずみこう配項(付 5)を導入すれば，幅方向の分割数をより少なくできるが，このよ

うな材料モデルの精密化は今後の課題としたい．ところで，本論文で利用した解析モデルでひずみ速度

1 1s の解析を行うと，2013 年現在の一般的ワークステーション(例えばインテル®Xeon®プロセッサー；

4 コア/ 2.8 GHz/ 10 MB および 4 GB メモリで構成される計算機)において数時間の解析時間を要する．非

常にひずみ速度が小さい解析であっても，理論上は解析を実行することができる．しかし，解析担当者

は，計算コストを考慮して解析条件，すなわちひずみ速度条件を決めればよい．なお，本研究では，ひ

ずみ速度 0.01 1s の解析に要する時間が数日間であったため，これ以上の低速変形を陽解法ソルバで解

析することは，現時点では現実的ではないと判断した． 

H.9 各材料係数の決定方法 

 以下に示す手順により本材料モデルのパラメータフィッテングを進めることができる． 

 

2. 高ひずみ速度ほど応力の値が大きい傾向が反映できるように，材料定数mを決める． 

1. 単軸引張試験で得られる公称応力-公称ひずみ曲線の形状に基づき，
p

r   においてひず

み速度硬化則の材料定数 0k ～ 3k および r を決める． 

【STEP1】単軸引張シミュレーションを通じて，ひずみ速度硬化則の材料定数 0k ～ 3k , r およびm  

     を決める． 

注 1）単軸引張シミュレーションを実施する際に，非共軸弾粘塑性構成式で必要となるひずみ

速度感度指数 k の係数 1p ， 2p ， 3p は，村上ら(1.81)による従来の研究で提案された値

(  1 sin 8p  ， 4
2 1 10p   ， 3p  10)をそのまま用いてよい． 

注 2) STEP1 では，破断ひずみを無視してよく，実験において破断した後も引張が継続するも

のとして係数を同定する． 

注 3) STEP1 では，クレーズの影響を無視して係数同定を実施してよい．すなわち，クレーズ

発展式[式(6.5)]の係数 prC および igC をゼロと仮定してよい． 

2. クレーズ発生条件式[(6.12),(6.13)]の係数を 1 2.5A  MPa， 1 54B  MPa2と仮定し， 1C の初期

値を 1.0 とする．必要に応じて 1C を数十%の範囲で変更すれば，破断ひずみの速度依存性の再

現性が良くなる． 

1. クレーズ密度が 20%を超え，かつ実応力がフィブリル強度を超える公称ひずみが実験にお

ける破断時の公称ひずみと整合するように，クレーズ発展式[式(6.17)および式(6.18)]の係数

geA ， grA ， 1D ， 2D ， 3D および gn を決める．このとき，高ひずみ速度側について検討する場

合には，式(6.16)の速度感度指数 gn の初期値をゼロとおけば 適な係数の組を求めやすい． 

式(6.19)の係数 3D を 100 と仮定し，クレーズ成長停止ひずみ c を再硬化ひずみとし，式(6.8)

の係数 B を 0.1，式(6.9)の係数を 5
1 1 10q   ， 2 0.1q  ， 3 35q  および 4 2.4q  とする． 

【STEP2】単軸引張シミュレーションを通じて，単軸引張試験で得られた公称応力-公称ひずみ関係 

          および実験後の破断部位に基づき，クレーズ発展式の材料定数を決める． 

 

       単軸引張試験結果に基づく本材料モデルの係数の同定の完了 
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なお，STEP2 のクレーズ発展式の係数同定は 適化システムにより可能であり，STEP1 も含めた 適化

も SA (Simulated Annealing)などにより可能である．なお，単軸引張試験の結果から決まらないパラメー

タは以下の 4 項目である． 

 
 
 
 
 
 
H.10 変形の進行にともなうくびれの幅について 

 本解析結果をみると，くびれ発生後は変形がくびれ端部に移るため，くびれ部の幅方向の変形は小さ

く，ほとんど細くなっていない．ここで，ポリマの変形においてはくびれ部の幅が全く変化しないこと

も観察されることもある．このような変形モードを再現するためには，ひずみ速度硬化則における後続

硬化のカーブの鋭さを与える係数 k5，非共軸パラメータ k の 大値を与える係数 p1および解析モデルの

幅方向の初期不整の与え方を修正すればよい．このような変形モードに関する課題は，クレーズの発生・

伝ぱと分けて考察することも可能なので，村上ら(1.81)による従来の研究を参考にできる．  

 

 

 1) 非共軸パラメータ k[式(4.80)]の係数 1p ， 2p および 3p  

  2) クレーズの発生項における関数  2
pf  [式(6.19)]の係数 4D および c  

  3) 塑性平均垂直ひずみの発展式[式(6.11)]の係数 1q ， 2q ， 3q および 4q  

  4) クレーズ発生条件式[式(6.12)]の係数 1A ， 1B および 1C  
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補足 I 

（第９章の補足） 
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I.1 非線形ひずみ回復の導入 

 非共軸粘塑性構成式への非線形ひずみ回復の導入は，能條(付 6)により検討されている．ただし，商用

FEM プログラムにおける再現性や解析安定性の検討はなされていない．このため，能條の検討内容を本

材料モデルに融合することにより，商用 FEM プログラムにおいて非線形ひずみ回復のシミュレーション

を実施可能とすることを今後予定している． 

I.2 クレーズ密度テンソルとその構成式 

 田中(付 7)は，散逸関数を塑性散逸ポテンシャルとする流れ則の形で，クレーズの方向を決定できる異方

性クレーズ密度に対する構成式を次式のように提案している． 

  
3

2 t






Ω T


                                                                        (I.1) 

ここで， Ω は異方性クレーズ密度テンソル， ( ) ( )1 3 m m  Ω Ω   は相当クレーズ速度， t は

( ) ( )1 3t
m m  T T により定義される相当応力である．クレーズの異方性を考慮するためには，式(I.1)の

ようなテンソル表示のクレーズ密度を弾・粘塑性構成式に導入するとともに，異方性を考慮したクレー

ズ発展式の提案および商用 FEM プログラムにおいてシミュレーションが安定的に実施できるか否かを

確認する必要がある． 

 

I.3 熱伝導現象の測定 

 山下ら(7.5)は，引張過程におけるポリブチレンテレフタレート試験片の表面温度を赤外線放射温度計に

より計測し，くびれ発生部で約 30℃の局所的な温度上昇を実験で確認している．このような実験を通じ

て熱伝導現象を測定することで，PP の内部発熱と熱伝導・伝達に関するモデル化を進めることを今後予

定している．
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